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第１ 報告の趣旨 

 

  宮城県では、中小企業・小規模事業者の振興を県政の最重要課題の一つとして位置付けており、

中小企業・小規模事業者を支援する施策の総合的な推進を図るために、平成２７年７月に「中小企

業・小規模企業の振興に関する条例」（以下｢条例｣という｡）を制定し、平成２８年３月、条例第

２３条第１項1に基づく「宮城県中小企業・小規模事業者振興基本計画」（以下｢基本計画｣とい

う｡）を策定しました。 

  策定から３年が経過し当初の計画期間の終期を迎えたことから、平成３１年３月に、平成３１年

度（令和元年度）から令和３年度までを新たな計画期間とする第二期基本計画、令和４年３月に、

令和４年度から令和６年度までを新たな計画期間とする第三期基本計画を策定したところです。 

  この報告書は、条例第２４条2に基づき、基本計画に掲げる中小企業・小規模事業者の振興に関

する施策の実施状況を検証し、公表するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
1  

中小企業・小規模企業の振興に関する条例（抜粋） 
（計画の策定） 
第２３条 知事は、中小企業・小規模企業の振興に関する施策の総合的な推進を図るため、中小企業・小規模企業
の振興に関する基本的な計画を定め、公表するものとする。 

２ 知事は、前項の計画に基づく施策の実施に当たっては、あらかじめ、中小企業・小規模企業、中小企業・小規
模企業支援団体、市町村等の意見を聴き、施策に反映するよう努めるものとする。 

2 
中小企業・小規模企業の振興に関する条例（抜粋） 
（施策の実施状況の検証） 
第２４条 知事は、前条の計画に基づく施策の実施状況を検証し、公表するものとする。 
２ 知事は、前項の検証に当たっては、中小企業・小規模企業、中小企業・小規模企業支援団体、市町村等の意見
を聴くものとする。 
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第２ 宮城県中小企業・小規模事業者振興基本計画（第三期）の概要 

 

１ はじめに 

（１）基本的事項 

○中小企業・小規模事業者の振興に関する施策の総合的推進を図ることを目的として策定 

○「新・宮城の将来ビジョン」の個別計画であり、中小企業・小規模事業者支援のあり方等に

ついて総合的な調整を図り、分野毎の個別計画と連携しながら目的達成を目指すもの。 

（２）計画の期間 

令和４年度から令和６年度まで（３年間） 

 

２ 宮城県の中小企業・小規模事業者の現状 

【社会経済情勢と宮城県の現状】 

○本県の中小企業数の全体に占める割合は 99.8％、そのうち小規模事業者数の割合は 84.1％

で、概ね全国と同程度 

○県の現状では、東日本大震災後の復興需要の減少等の影響により経済成長率が令和元年度に

はマイナス成長となったものの、製品出荷額等は概ね増加傾向となっている。 

○新型コロナウイルス感染症拡大に伴う経済活動の低迷により、飲食・観光関連事業者を始め、

多くの事業者において売上げの減少など大きな影響を受けている。 

                    

３ 中小企業振興のあり方について 

（１）関係機関の意見 

○コロナからの再起に関すること    ○商店街の活性化に関すること  

○災害などのリスクや社会変化への対応支援策に関すること 

○事業承継対策、創業支援に関すること ○デジタル化への人材確保や各種支援に関すること 

○情報の発信に関すること 

（２）振興施策を考える上での着眼点（５項目） 

①新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた事業者支援 

②ビジネスプラン等に基づく戦略的な経営の促進 

③事業継続力と競争力を高めるデジタル化の推進 

④創業から事業承継まで事業者に寄り添った伴走型支援 

⑤事業者の視点に立った情報発信 

（３）重点的な取組（５項目） 

①小規模事業者に寄り添った支援 

②事業継続力と競争力の強化に向けた支援 

③産業の担い手の確保・育成と環境の整備 

④デジタル化・ＤＸの促進に向けた支援 

⑤事業承継対策への支援 

 

４ 具体的な施策と取組（１０の施策と取組） 

（１）経営の革新等 

○経営の革新及び経営基盤強化 

○創業・第二創業の支援 

○生産性改善の支援 

○デジタル化の導入支援 

○新型コロナウイルス感染症拡大を契機とした業態転換等への支援 

（２）国内外における販路開拓等及び受注機会の確保 
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○国内外における販路開拓及び取引拡大  

○受注機会の確保 

○デジタル化による販路開拓等への支援 

○新型コロナウイルス感染症拡大に伴い変化する事業環境に対応する販路開拓等への支援 

（３）産学官金の連携等による技術及び新商品の開発等の促進 

○産学官金の連携 

○企業間の連携 

○技術者の派遣や研究開発の推進 

○デジタル化を促進するための関連産業支援 

（４）資金の供給の円滑化 

○経営安定のための資金供給 

○成長・発展のための資金供給 

○東日本大震災からの復旧・復興に対応した資金供給 

○金融機関等との連携強化 

○新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けた事業者への資金支援等 

（５）人材の育成及び確保並びに雇用環境の整備の促進 

○人材の育成及び確保 

○働き方改革の普及・啓発とワーク・ライフ・バランス 

○生産性改善の支援 

○外国人材の受入れ 

○デジタル化の促進に必要な人材の育成・確保 

○新型コロナウイルス感染症拡大を契機とした新たな行動・生活様式にも対応する働き方改革

の促進に向けた支援 

（６）産業の集積等 

○企業立地の推進 

○自動車関連・高度電子機械関連産業の集積及び高度化 

○デジタル技術の普及及び情報産業の集積促進 

○沿岸地域産業の持続的発展と再生 

○クリーンエネルギー等関連産業の振興 

○産業集積のための環境整備 

（７）商業の振興等 

○商店街の活性化 

○将来を見据えたまちづくり 

○新型コロナウイルス感染症収束後を見据えた支援 

（８）地域資源の活用等 

○農林水産資源を活用した中小企業・小規模事業者の振興 

○観光資源を活用した中小企業・小規模事業者の振興 

○その他資源を活用した中小企業・小規模事業者の振興 

○デジタル技術を活かした地域資源の活用促進 

○新型コロナウイルス感染症収束後を見据えた需要の喚起 

（９）事業承継への支援 

○宮城県事業承継ネットワーク等による支援 

○宮城県事業承継・引継ぎ支援センターと連携した支援 

○事業承継に係る制度の周知 

○事業承継を通じた企業の成長支援 

（10）災害発生後における支援 

○東日本大震災からの復興支援 
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○災害等発生後の対応 

○新型コロナウイルス感染症再拡大などへの対応 

 

５ 計画の進行管理 

○推進にあたっての関係機関との連携 

○施策の展開のための情報発信 

○実施状況の公表と基本計画の見直し 
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第３ 中小企業・小規模事業者の振興施策を考える上での着眼点を踏まえた取組 

 

宮城県中小企業・小規模事業者振興基本計画においては、県内の中小企業・小規模事業者の現

状や関係機関からの意見聴取の結果などを踏まえ、振興施策を考える上での５つの着眼点を掲げ

ている。 

令和５年度に実施した施策における、それぞれの着眼点からみた取組の状況はおおむね以下の

とおりである。 

 

 

着眼点１：新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた事業者支援 

令和５年５月に新型コロナウイルス感染症が感染症法上の５類に移行されたことにより、中小企

業・小規模事業者に対する新型コロナウイルス感染症の影響は限定的となったものの、エネルギー価

格等の物価高騰が事業者の経営環境に大きな影響を与えた。県では中小企業制度融資等による円滑な

資金繰り支援、販路開拓や新商品・サービスの開発、売上原価の抑制などの取組の支援、生産性向上

に向けたデジタル技術の導入支援等の費用面での支援や、アドバイザー派遣による相談対応等、中小

企業・小規模事業者の事業継続に向けた各種支援を講じた。 

 

着眼点２：ビジネスプラン等に基づく戦略的な経営の促進 

中小企業・小規模事業者を取り巻く環境がより厳しさを増す中、事業者がその活力を最大限発揮し、

今後も成長発展していくために必要とされる戦略的な経営の促進については、新事業への進出やデジ

タル技術の活用による生産性向上に取り組むリーダーの育成に向け、次期後継者や管理職層を対象と

した実地研修を実施したほか、商工会・商工会議所の伴走型支援体制を強化することにより，小規模

事業者の持続的経営に向けた販路開拓や経営革新の取組を後押しした。 

また、デジタルエンジニアの養成や、産業ニーズにマッチした研究開発の技術移転の促進を通し、

地域企業の高付加価値製品の開発・実用化を図ることで、県内中小企業の新規参入や新産業創出に向

けた競争力強化の実現に向けた支援を実施した。 

 

着眼点３：事業継続力と競争力を高めるデジタル化の推進  

中小企業・小規模事業者の競争力強化に向けたデジタル化の推進については、中小企業等の経

営者及び関係者を対象としたセミナーを開催し、地域全体でデジタル化に積極的に取り組む意識

の底上げを図ったほか、生産性向上等を目的に新たなデジタル化に取り組む中小企業等に対して、

アドバイザー派遣や、デジタル技術を活用したサービス・システム・ソフトウェア導入費用を補

助する等、生産性の向上やイノベーション創出に向けた支援を実施した。 

また、デジタル化の推進に必要不可欠となる支援人材・IT 人材の確保・育成に向け、次期後継

者や管理職層を対象とした実地研修や総合型のデジタル人材育成研修といった研修事業を実施し

た。 

 

着眼点４：創業から事業承継まで事業者に寄り添った伴走型支援   

中小企業・小規模事業者を取り巻く事業環境が目まぐるしく変化する中、県内産業の活性化と

地域社会の発展のため、創業期の個別相談や創業費用の助成といった支援をはじめ、外部専門家

による販路開拓、拡大支援、新商品・新サービス開発に係る研究費用の助成や事業承継引継ぎ支

援センターの事業承継支援体制を強化する等、事業者の各ステージに応じた伴走支援を実施した。 

また、伴走型支援の効果的な実施に向け、商工会や商工会議所が行う小規模事業者の持続的経

営に向けた販路開拓や経営革新の支援を行うことで、支援機関との連携強化を図った。 
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着眼点５：事業者の視点に立った情報発信   

事業者の視点に立った支援施策に関する情報の効果的な発信については、県政だよりや報道機

関の活用、事業説明会、関係機関と連携した支援施策説明会の開催のほか、県・関係機関のウェ

ブサイト、メールマガジン、各種 SNS の活用により、正確かつタイムリーな情報発信に努めた。 

また、物価高騰対策や新型コロナウイルス感染症対応への支援情報をまとめたナビサイトを整

備し、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業者への積極的な情報発信を図ったほか、

様々なデジタルツールの活用により効果的な情報発信を行った。
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第４ 令和５年度における施策の実施状況 

 

令和５年度においては、本県の１０部局３５課室（県教育委員会、県警察本部を含む）が１９０の

関連事業（再掲を含む事業数は３０３事業）に取り組み、その事業費は令和５年度決算ベースで、 

１４４，２３４百万円（再掲を含む事業費は２７７，７４３百万円）であった。 

また、これらの事業実績について、基本計画に掲げる１０の施策ごとにとりまとめた結果は、以下

のとおりである。 

なお、計画期間中においては、５つの「重点的な取組」を特に意識して施策を展開していくことを

基本的な考え方としており、このことは以下に報告する１０の施策のほか、前述の５つの着眼点3にも

それぞれ反映している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
3 P5～6「中小企業・小規模事業者の振興施策を考える上での着眼点を踏まえた取組」参照。 

■重点的な取組  

 ① 小規模事業者に寄り添った支援 

② 事業継続力と競争力の強化に向けた支援 

③ 産業の担い手の確保・育成と環境の整備 

④ デジタル化・DX の促進に向けた支援 

⑤ 事業承継対策への支援 
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１ 経営の革新等      

49事業 決算額4,268,569千円 

（重点的な取組との関連 ①②④ ） 

 

［施策の方向性］ 
事業者を取り巻く事業環境の変化に対応し、事業継続力と競争力を高めるため、事業者の様々な

経営相談に適切に対応できる窓口の整備・充実を図るとともに、事業基盤の強化等に向けて、事業
者の成長段階に応じた伴走型による支援や技術開発等への取組への支援を行うことにより、イノベ
ーションの創出による生産性の向上や高付加価値化を目指します。 
また、県内における創業を促進するため、創業支援拠点及び市町村などとの連携を強化するとと

もに、創業を目指す方や支援する方に対する人材育成や拠点機能の強化のためのネットワーク機能
の構築を更に推進し、県内外に向けて積極的に情報を発信します。 
新型コロナウイルス感染症拡大の影響に伴う非対面型などの新しい行動・生活様式の浸透により、

中小企業・小規模事業者のデジタル化に対する関心が一定程度高まるとともに、ＥＣの利用、オンラ
イン商談会の普及などのデジタル技術の普及によって、国内外の新たな需要を獲得するための機会
や新たな事業分野への進出のビジネスチャンスが増加することが見込まれることから、事業者のデ
ジタル化への取組や事業再構築に向けた取組を支援します。 

 

［令和５年度における施策の実施状況］ 

 

（１）経営の革新及び経営基盤強化 

① 経営などに関する相談体制の整備・充実 

創業をはじめとして、経営の安定や事業再建、生産現場の改善など、様々な内容の相談に広く応じ

るため、相談窓口の設置、企業訪問のほか、各分野の専門家派遣などを実施した。 

 
  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

復興企業相談助言事

業 

45,574 

(46,465) 

概要： 

【相談助言事業】 

東日本大震災で被災した中小企業を対象に、復興事業

計画の策定や経営戦略、生産管理、販売促進、マーケ

ティング等の課題解決のために専門家を派遣し、相談・

助言等、一連の支援を実施する。 

【フォローアップ事業】 

企業支援専門員が、高度化スキーム貸付先を中心に巡

回訪問し、対象企業の財務分析を行うほか、経営上の

課題分析、支援施策等の情報提供、行政への要望の聞

き取り等を行う。また、経営上の課題については、必

要に応じて専門家を派遣し解決に向けて支援を実施す

る。 

 実績： 

【相談助言事業】支援件数 29者 延べ134回 

【フォローアップ事業】支援企業数 391者 延べ775回 

企業復興支援室 
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  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

中小企業連携組織

対策事業 

155,611 

（152,630） 

概要：宮城県中小企業団体中央会が実施する中小企業組合

制度の普及並びに中小企業団体及び中小企業の健全な

発展を図るための指導事業に助成を行った。 

実績： 

・訪問指導1,593件、窓口相談4,489件、監査75件 

・組合特定問題研究会10回 

・企業育成情報誌「ＥＳＰＯ」 隔月発行 

・景気状況調査 毎月実施 

・個別専門指導 13 回、集中支援事業 58 回、講習会開催 3

回 

・移動中央会3回、組合活性化支援事業34回 

商工金融課 

県中小企業支援セン

ター事業  

190,435 

（197,614） 

概要：みやぎ産業振興機構に相談員を配置し、中小企業者

等の経営上の問題に関する相談に応じたほか、民間の

専門家の派遣や受発注情報の収集・提供等により、中

小企業等の創業・経営革新、経営力強化、取引支援及び

販路拡大等について総合的な支援を行った。 

実績： 

・窓口相談件数 1,010 件 

・専門家派遣 23 社 73 回 

・取引情報提供による成約 131 件 

中小企業支援室 

水産加工業企業力強

化支援事業 

38,708 

（45,915） 

概要：原料価格高騰、労働力不足に加え、コロナ禍での売

上げ減少など、水産加工業を取り巻く経営環境が厳しさ

を増す中、現状を打開し、高い競争力を発揮するととも

に、課題解決をともに目指す伴走型支援を実施した。 

実績： 

・専門家派遣 20社 89回 

・新戦略導入支援 2社 

・生産性改善支援 5社 

（うち、ものづくり相互研鑽活動 1社） 

中小企業支援室 

生産現場改善強化支

援事業 

37,845 

（44,200） 

概要：みやぎ産業振興機構が培った中小企業（ものづくり）

支援のノウハウを基盤として、県内中小企業・小規模事

業者に対する伴走型支援体制を拡充し、ものづくり産業

の生産現場における生産性改善等の取組を支援すると

ともに、人員配置の適正化等による経営安定化を促進し

た。 

実績： 

・生産性改善活動支援 14社 

・生産性向上のための設備導入等支援 11社 

・現場改善セミナー 3回開催 

中小企業支援室 

産業復興相談センタ

ー運営費補助事業 

3,031 

（3,051） 

概要：中小企業の経営再生や経営基盤強化に向けた各種

の対応を行うため、みやぎ産業振興機構において設置

している「産業復興相談センター」に対して事業費の

補助を行った。 

実績： （相談件数） 

・中小企業活性化協議会 160 件（経営改善計画策定支援

数 75 社） 

・復興相談センター 0 件 

・事業承継・引継ぎ支援センター 394 件 

・中小企業活性化協議会（経営改善計画策定支援部門） 

50 件 

中小企業支援室 
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  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

中小企業経営支援

事業（うち、中小企

業経営基盤強化支

援事業） 

166 

(188) 

概要：震災で甚大な被害を受けた中小企業や経営基盤の

脆弱な県内の中小企業者に対し、事業再建に当たって

の資金繰りや取引先の被災の影響など、経営上の課題

を解決するための相談及び助言を行った。 

実績：電話や来訪による相談受付 13 件 

中小企業支援室 

支援機関訪問プロジ

ェクト 

非予算 

（非予算） 

概要：平成 28 年 3 月の「中小企業・小規模事業者振興基

本計画」の策定を契機として、本庁内関係各課室及び各

地方振興事務所が、訪問や文書照会などにより管内の中

小企業・小規模企業支援機関との意見交換等を実施し

た。 

実績： 

・中小企業支援機関 9団体 

・商工会議所及び商工会 39団体 

・金融機関 7団体 

・市町村 35団体 

 計 90団体 

中小企業支援室 

農山漁村発イノベー

ションサポート事業 

13,716 

（13,750） 

概要： 

・農山漁村発イノベーションサポートセンターを設置し、６

次産業化をはじめとした、地域資源を活用した農山漁村

発イノベーションに取り組む事業者に対し、専門家の派

遣等により事業計画の策定や商品開発等の課題解決に向

け、伴走支援を実施した。 

・また、農山漁村発イノベーションに取り組む人材を育成す

るため、研修会(座学及び現地視察等）を開催するととも

に、市町村が実施する人材育成への経費の支援を行った。 

実績： 

・サポートセンターでは、重点支援対象者4者に対し、それ

ぞれの課題解決に必要な専門家を派遣し、経営計画の策

定支援や商品の販路開拓支援、企業ブランドの整理やタ

ーゲット及びコンセプトの設定支援を行った。 

・人材育成については、事業計画の策定や事業実施に必要な

法令の知識等について11日の継続的な研修会（集合研修

8 日、個別支援 2 日、フォローアップ研修 1 日）を開催

し、10 名が参加、それぞれ事業計画案の策定までの実習

を行いスキルアップが図られた。また、山元町が実施する

人材育成研修に対する経費の支援を行った。 

農政部農山漁村

なりわい課 

建設産業振興支援事

業 

5,633 

（10,093） 

概要：「第3期みやぎ建設産業振興プラン」に基づき、担い

手の確保・育成や経営戦略の強化等に資する各種支援・啓

発等事業を展開した。 

実績： 

・建設産業振興支援講座・セミナーの開催：3 回（参加 50

人） 

・週休2日モデル工事発注件数：367件（発注者指定207件、

受注者希望160件） 

・女性活躍推進モデル工事発注件数：94件 

・小学生と保護者の建設現場見学会の開催：3 回（参加 75

人）       

・建物づくりの現場体験会の開催：2回（R5年度実績）                    

・宮城建設産業架け橋サロンの開催：5 校 6 学科（R5 年度

実績） 

事業管理課 
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② 経営革新の促進支援 

今日的な経営課題にチャレンジする中小企業等の経営革新計画の承認等を行った。 
 

  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

中小企業経営支援事業

（うち、中小企業経営革

新事業） 

0 

（130） 

概要：今日的な経営課題にチャレンジする中小企業等の経

営革新（新たな取組による経営の向上）を、全業種にわ

たって幅広く支援するため、中小企業等経営強化法（旧：

中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律）に基づ

き、中小企業等が策定した「経営革新計画」の承認等を

行った。 

実績： 

・経営革新計画承認件数 13 件 

・フォローアップ訪問支援企業数 0 社 

中小企業支援室 

コロナ対応型食品製造

業経営力強化サポート

事業 

19,552 

（27,875） 

概要：コロナ禍により経営が悪化している食品製造業者等

の経営改善に向けて、コーディネーターを派遣し、課題

の洗い出しから事業の再構築向けた活動の実施までの

一連の過程をサポートすると共に、事業の再構築に向け

た活動費の一部補助を行った。 

実績： 

・支援企業者実績: 13 社 （伴走支援型 8社、スポット支

援型5社） 

・専門家派遣実績: 専門家数8人、派遣回数延べ67回 

※伴走支援型：コーディネーター派遣＋活動経費補助 

※スポット支援型：コーディネーター派遣 

食産業振興課 

 

③ 経営基盤の強化 

中小企業等の経営基盤改善を支援するため、ものづくり中小企業等の商品力強化や販売戦略策定

の支援、商工会・商工会議所等の活動支援、省エネルギー・再生可能エネルギー導入の支援等を実施

した。 

  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

みやぎ二酸化炭素排出

削減支援事業 

265,633 

（306,000） 

概要：地球温暖化の防止及び県民の環境保全意識の高揚

を図るため、県内の二酸化炭素排出削減等の環境負荷

の低減に資する設備導入や研究開発等に対する補助を

行った。 

実績 

・高効率設備等導入 34 件 

・再生可能エネルギー等設備導入 17 件 

・研究開発等 2 件 

環境政策課 

知的財産活用推進事業 
521 

（643） 

概要：中小企業や生産者が知的財産の重要性を認識し、また、

知的財産を活用した競争力の強化や経営の持続的発展が

図られるよう、中小企業の経営者・担当者等を対象とした

セミナーを実施した。また、企業や公設試験研究機関等が

有する特許技術等の有効活用を図るため、特許技術移転等

の促進や事業化に向けた支援を実施した。 

実績： 

・セミナー 3回 参加者 145人 

・特許等流通実績 4件 

新産業振興課 
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  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

小規模事業経営支援事

業 

1,893,396 

（2,009,979） 

概要：地域商工業者の指導にあたる商工団体の体制強化を図

るため、商工会議所、商工会及び県商工会連合会の経営指

導員等の人件費及び経営改善普及事業等に要する経費の

補助を行った。 

実績： 

・商工会、商工会議所巡回指導・窓口指導  

延べ115,844件 

・若手後継者等育成事業 延べ参加者数2,273人 

・経営技術強化・支援事業 相談件数339件 

商工金融課 

中小企業連携組織対策

事業（再掲） 

155,611 

（152,630） 

概要：宮城県中小企業団体中央会が実施する中小企業組合制

度の普及並びに中小企業団体及び中小企業の健全な発展

を図るための指導事業に助成を行った。 

実績： 

・訪問指導1,593件、窓口相談4,489件、監査75件 

・組合特定問題研究会10回 

・企業育成情報誌「ＥＳＰＯ」 隔月発行 

・景気状況調査 毎月実施 

・個別専門指導13回、集中支援事業58回、講習会開催3回 

・移動中央会3回、組合活性化支援事業34回 

商工金融課 

中小企業販路開拓総合

支援事業 

30,290 

（32,550） 

概要：みやぎ産業振興機構を通じ以下の事業を実施した。 

・市場投入ステージ 

 県内の中小企業者等が試作・開発または生産・製造する

商品・製品及び技術について、市場ニーズに適合した製

品化及び製品のブラッシュアップを図るため、マーケ

ティング専門家（委託）を活用したマーケティング調査

を行った。 

・販売力向上ステージ 

 外部専門家を派遣し、商談における留意点やプレゼン

方法など営業手法に関する助言や、製品改良や原価低

減など製品の競争優位性向上に関する助言などを行う

ことによって、販路開拓及び販路拡大を図った。 

・引合せステージ 

 販路開拓ナビゲーターを活用した企業引き合わせを行

い、新たな取引機会を提供した。 

実績： 

・市場投入ステージ 

支援企業数 5社（国内型：2社、海外型：3社） 

・販売力向上ステージ 支援企業数 5社 集合研修 1回 

・引合せステージ 支援企業数 10 社 

 引き合わせ件数 79 件 

中小企業支援室 

小規模事業者伴走型支

援体制強化事業 

5,479 

（16,114） 

概要：小規模事業者の経営計画作成から計画に基づく取

組までの指導を行う商工会・商工会議所の伴走型支援

体制を強化することにより、小規模事業者の持続的経

営に向けた販路開拓や経営革新の促進を図った。 

実績 

・セミナー 28 回 

・個別指導 112 回 

・商談会等出展 11 回 

中小企業支援室 
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  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

取引拡大チャレンジ支

援事業 

18,390 

（20,300） 

概要：商談会等への参加やそのアフターフォローのため、

県外発注企業と取引等を行う、県内のものづくり中小

企業・小規模事業者に対して、旅費や制作費の一部を補

助し、販路開拓支援を行った。また、県内のものづくり

中小企業・小規模事業者等を対象に県内及び東京等で

開催する商談会等に必要な経費を補助し、受注機会の

拡大を図った。さらに、県内のものづくり中小企業・小

規模事業者が自社の営業活動に使用する動画を作成す

る際に専門家を派遣する経費を補助し、受注機会の確

保を図った。 

実績： 

○ 営業活動強化費用補助事業 

  実績：98 件 

○ 商談会等開催事業 

・みやぎ広域取引商談会 

  第一回目（オンライン開催） 

      参加企業数：114 社（発注：37 社 受注：77 社） 

  第二回目（対面開催） 

     参加企業数：286 社（発注：78 社 受注：208 社） 

・宮城・山形・福島合同商談会（対面方式） 

  参加企業数：207 社（発注：47 社 受注：160 社） 

・個別提案会 4 回 

○ ＷＥＢ営業活動強化費用補助事業 

  実績：7件 

中小企業支援室 

小規模企業者等設備貸

与支援事業 

126,326 

（237,000） 

概要：経営革新に取り組む小規模企業者等の設備投資を支援

するため、（公財）みやぎ産業振興機構が小規模企業者等

に対し設備貸与（割賦販売）事業を実施するための原資（設

備貸与原資・貸倒損失充当基金原資）を同機構に貸し付け

るもの。 

実績： 

・設備貸与：2件 

中小企業支援室 

副・兼みやぎマッチン

グ促進プロジェクト事

業 

38,093 

（40,100） 

概要：県内中小企業の経営上の課題解決に向けた業務の

切り出しや改善の実施に関し、副業・兼業人材の活用促

進により、県内中小企業の経営基盤の強化を図るため、

企業と副業・兼業人材をマッチングさせるためのWEBサ

イト「ダブルワークみやぎ」を構築・運営を行うと共に、

セミナーによる企業への普及啓発及び広報を行った。 

実績： 

・セミナーの開催：3回 

・WEB サイトへの登録企業数：79 社 

・マッチング件数：59 件 

・事業説明会の開催：4回 

雇用対策課 
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  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

みやぎ農山漁村スモー

ルビジネス創出事業 

2,200 

（-） 

概要：自らが生産した農林水産物を活用した６次産業化

による創業等を支援するため、商品製造、販売等に必要

な機械・器具等の導入に要する経費を補助するととも

に、必要に応じて専門家を派遣し、指導助言を行った。 

実績： 

県内の農林漁業者 3 者に対し、機器の整備等の導入

経費に対し、補助率 1/2 以内で補助を行った。ワイン

開発のためのワイン分析装置や栗加工品開発のための

自動栗皮むき器、和菓子開発用のあん練り機が導入さ

れ、６次産業化の創業や新商品開発の取組を進めた。 

農山漁村なりわ

い課 

コロナ対応型食品製造

業経営力強化サポート

事業（再掲） 

19,552 

（27,875） 

概要：コロナ禍により経営が悪化している食品製造業者

等の経営改善に向けて、コーディネーターを派遣し、課

題の洗い出しから事業の再構築向けた活動の実施まで

の一連の過程をサポートすると共に、事業の再構築に

向けた活動費の一部補助を行った。 

実績： 

・支援企業者実績: 13社 （伴走支援型8社、スポット支

援型5社） 

・専門家派遣実績: 専門家数8人、派遣回数延べ67回 

※伴走支援型：コーディネーター派遣＋活動経費補助 

※スポット支援型：コーディネーター派遣 

食産業振興課 

 

 
 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 



 

15 

 

④ 技術改善の支援 

中小企業等の競争力強化を図るため、技術相談や技術的支援、産学共同の技術開発・製品開発等の

取組を支援したほか、製品の高品質化や製造コストの削減等を図るため、機器開放や専門職員による

技術指導を実施した。 

また、次世代素材（ＣＮＦ等）の活用による産業振興を目的とした産学官からなるプロジェクトを

組織し、セミナー等を開催した。 

  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

富県宮城技術支援拠点

整備拡充事業 

144,334 

（199,783） 

概要：地域の中小企業が単独で保有することが難しい機器等

を産業技術総合センターに設置し、ものづくりを行う地域

企業が抱える製品の高品質化、生産コストの低減、納期の

短縮化等の課題解決を図った。また、基盤技術の高度化に

よる、自動車関連産業や高度電子機械産業等の集積促進、

食料品・飲料製造業の競争力強化を図った。 

実績：（導入機器） 

・シールドボックス 

・静電気放電イミュニティ試験装置 

  ・味評価装置 

・テクスチャー評価装置 

・加工特性評価システム 

・BCI試験機 

・耐電圧試験機 

新産業振興課 

産業技術総合センター

技術支援事業 

64,392  

(78,639) 

概要：産業技術総合センターが保有する研究成果などの技術

シーズの積極的展開を図り、県内企業で行われる新製品・

新技術の開発や生産工程の改善などに対して、技術相談か

ら施設機器開放、試験分析、技術協力（技術改善支援）な

どを行った。 

実績： 

・相談件数 4,012件  

・施設機器開放 4,193件 

・試験分析 14,523件 

・技術協力（技術改善支援） 543件 

新産業振興課 

ＫＣみやぎ（基盤技術高

度化支援センター）推進

事業 

5,981 

（6,336） 

概要：学術研究機関、産業支援機関、産業団体、金融機関、

行政機関等が参画する「ＫＣみやぎ推進ネットワーク」に

おいて、産業技術総合センターを窓口として企業からの技

術相談へのワンストップ対応を行ったほか、産学共同研究

会の運営、広報活動等により、地域企業のものづくり基盤

技術の高度化を支援した。 

実績：  

・技術相談件数 926件 

・産学共同研究会 8件採択 

新産業振興課 
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  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

自動車関連産業特別支

援事業 

45,794 

（59,009） 

概要：自動車関連産業の振興を図るため、令和3年7月に策

定した「みやぎ自動車産業振興ビジョン」に基づき、展示

商談会の開催等による県内企業の「受注獲得・取引創出」、

自動車技術研修等を通じた「人材創出・育成」及び新技術・

新工法研究開発等を通じた「技術開発・技術強化」などの

各種取組を支援し、自動車関連産業への新規参入及び取引

拡大を推進した。 

実績： 

・県内企業の新規受注件数 20 件（平成 23 年度からの累計

598件） 

・展示商談会等開催 7件 延べ34社参加 

・自動車技術研修 3コース開催、受講者延べ14名参加 

・生産現場改善 個別支援5社、集合研修7回延べ38社 

・新技術・新工法提案 6件 

・セミナー開催 1回 延べ8名参加 

・人材育成補助 9社 10件 

自動車産業 

振興室 

産学官連携素材活用支

援事業【R5新規】 

8,556 

(10,000) 

概要：材料・分析分野における技術課題をテーマとして、県

内企業、学術機関、県が共同で技術開発に取り組んだ。得

られた成果については、セミナーで広く紹介し、同様の課

題を抱える企業への横展開を図った。また、連携のきっか

けづくりを目的に、学術機関の研究シーズ等を企業に紹介

するセミナーを開催した。 

実績： 

・セミナー 3回 

・ポスター発表会 1回 

・産学共同による技術開発・課題解決活動 7件 

新産業振興課 
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（２）創業・第二創業の支援 

創業・第二創業を支援するため、スタートアップ時に要する経費の補助、創業支援者（商工会・商

工会議所）への支援、インキュベーション施設への入居料補助、創業支援人材の育成、市町村とのネ

ットワーク構築等を実施した。 

  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

起業家等育成支援事業 
1,458 

（1,920） 

概要：スタートアップ時における脆弱な経営基盤を支援する

ため、中小企業基盤整備機構が運営する東北大学連携型起

業家育成施設(T-Biz)に入居し、大学等との連携により起業

又は新規事業展開等を図ろうとする者に対し、施設入居に

係る賃料の補助等を行った。 

実績：補助事業者数 8事業者 

新産業振興課 

ものづくり産業振興 

起業家等育成支援事業 

5,781 

（9,000） 

概要：研究開発等を行うベンチャー企業等に対し、事務所・研

究室等として県内の賃貸物件（T-Bizを除く）への入居に係

る賃料補助を実施した。 

実績：補助事業者数 13事業者 

新産業振興課 

スタートアップ加速化

支援事業 

58,113 

（68,073） 

概要：県内における創業及び雇用の創出を支援するため、県

内で創業等する事業者に対してスタートアップに要する

経費への補助を行った。 

実績：補助実績：41 者（新規 20 者、継続 21 者） 

中小企業支援室 

みやぎＵＩＪターン起

業支援事業 

13,336 

（16,064） 

概要： UIJ ターンにより創業又は第二創業する者に対し、

スタートアップ資金を補助するとともに、支援機関によ

る伴走型支援を実施し、経営安定まで支援を行った。 

実績：支援事業者数：5者 

中小企業支援室 

みやぎ創業推進支援事

業（みやぎ創業支援ネッ

トワーク事業） 

1,100 

（1,100） 

概要：県内のインキュベーションマネージャー（IM）のフォロ

ーアップ及び創業支援機関、東北IM連携協議会等との連携

を図り、IMの能力を最大限に発揮できる体制を整えた。 

 また、県内 IM のスキルアップや IM 同士のネットワーク化

を進め、創業者への総合的な支援が可能な創業支援機能の

面的強化を推進した。 

実績： 

・スキルアップ研修会 3回 

・地域交流会 2回 

中小企業支援室 

みやぎ創業推進支援事

業（創業情報提供事業） 

4,828 

（5,065） 

概要：創業情報提供サイト（みやぎ創業ガイド）の運営、創業

イベントの開催、本県での創業や個別の創業計画に関する

相談への対応を実施した。 

実績： 

・みやぎ創業ガイド HP、facebook による創業情報発信回数 

43回 

・創業イベントの開催 8回（参加者 65人） 

・創業相談対応 232件 

・相談対応による創業者 7人 

中小企業支援室 
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  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

みやぎ創業推進支援事

業（みやぎ創業促進事

業） 

4,425 

(4,000) 

 

概要：宮城県内の各地域が抱える地域課題に対して、創業を前

提とした新たな視点での解決策の提案等を行うビジネスプ

ランコンテストを開催するとともに、コンテスト参加者の

創業を伴走的に支援するための取組を実施した。 

実績： 

・ソーシャルイシューアイデアコンテストの実施 応募者 26

名 

・最優秀者2名に対する補助金交付 

2件（500,000円、435,150円） 

中小企業支援室 

みやぎ創業推進支援事

業（市町村創業支援ネッ

トワーク事業） 

125 

（265） 

概要：県内の市町村の創業支援担当者による市町村創業支援

ネットワークを構築し、ネットワーク内で情報共有を図っ

た。 

実績：市町村創業支援ネットワーク会議の開催 2回 

中小企業支援室 

みやぎ農山漁村スモ

ールビジネス創出事

業（再掲） 

2,200 

（-） 

概要：自らが生産した農林水産物を活用した６次産業化に

よる創業等を支援するため、商品製造、販売等に必要な

機械・器具等の導入に要する経費を補助するとともに、

必要に応じて専門家を派遣し、指導助言を行った。 

実績： 

県内の農林漁業者 3 者に対し、機器の整備等の導入

経費に対し、補助率 1/2 以内で補助を行った。ワイン開

発のためのワイン分析装置や栗加工品開発のための自

動栗皮むき器、和菓子開発用のあん練り機が導入され、

６次産業化の創業や新商品開発の取組を進めた。 

農山漁村なり

わい課 

農山漁村発イノベーシ

ョンサポート事業（再

掲） 

13,716 

（13,750） 

概要： 

・農山漁村発イノベーションサポートセンターを設置し、６次

産業化をはじめとした、地域資源を活用した農山漁村発イ

ノベーションに取り組む事業者に対し、専門家の派遣等に

より事業計画の策定や商品開発等の課題解決に向け、伴走

支援を実施した。 

・また、農山漁村発イノベーションに取り組む人材を育成する

ため、研修会(座学及び現地視察等）を開催するとともに、

市町村が実施する人材育成への経費の支援を行った。 

実績： 

・サポートセンターでは、重点支援対象者4者に対し、それぞ

れの課題解決に必要な専門家を派遣し、経営計画の策定支

援や商品の販路開拓支援、企業ブランドの整理やターゲッ

ト及びコンセプトの設定支援を行った。 

・人材育成については、事業計画の策定や事業実施に必要な法

令の知識等について11日の継続的な研修会（集合研修8日、

個別支援 2日、フォローアップ研修 1日）を開催し、10名

が参加、それぞれ事業計画案の策定までの実習を行いスキ

ルアップが図られた。また、山元町が実施する人材育成研修

に対する経費の支援を行った。 

農政部農山漁村

なりわい課 
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（３）生産性改善の支援 

事業者の経営力強化や人材の適正配置を図るため、専門家の派遣等による生産性改善の取組を支援

したほか、生産性向上に資する新たな設備導入について支援した。また、生産現場の改善に必要とな

る専門家の育成を図った。 

  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

次世代リーダー育成支

援事業 

※R3までは「みやぎカイ

ゼンマイスター育成事

業」 

6,000 

（6,000） 

概要：新事業への進出やデジタル技術の活用による生産性

向上といった戦略的経営に取り組むリーダーの育成に

向け、次期後継者や管理職層を対象とした実地研修を実

施した。  

実績： 

・研修期間：令和 5年 7月 21 日～令和 5年 12 月 15 日 

・カリキュラム内容：生産現場での IoT、DX、生産現場改

善、新事業展開、環境経営、チームマネジメント、マー

ケティング、産学官連携 等 

・受講者数：12 名 

新産業振興課 

自動車関連産業特別支

援事業(カーインテリ除

く）（再掲） 

45,794 

（59,009） 

概要：自動車関連産業の振興を図るため、令和3年7月に策

定した「みやぎ自動車産業振興ビジョン」に基づき、展示

商談会の開催等による県内企業の「受注獲得・取引創出」、

自動車技術研修等を通じた「人材創出・育成」及び新技術・

新工法研究開発等を通じた「技術開発・技術強化」などの

各種取組を支援し、自動車関連産業への新規参入及び取引

拡大を推進した。 

実績： 

・県内企業の新規受注件数 20件（平成 23年度からの累計

598件） 

・展示商談会等開催 7件 延べ34社参加 

・自動車技術研修 3コース開催、受講者延べ14名参加 

・生産現場改善 個別支援5社、集合研修7回延べ38社 

・新技術・新工法提案 6件 

・セミナー開催 1回 延べ8名参加 

・人材育成補助 9社 10件 

自動車産業 

振興室 

県中小企業支援センタ

ー事業（再掲） 

190,435 

（197,614） 

概要：みやぎ産業振興機構に相談員を配置し、中小企業者

等の経営上の問題に関する相談に応じたほか、民間の専

門家の派遣や受発注情報の収集・提供等により、中小企

業等の創業・経営革新、経営力強化、取引支援及び販路

拡大等について総合的な支援を行った。 

実績： 

・窓口相談件数 1,010 件 

・専門家派遣 23 社 73 回 

・取引情報提供による成約 131 件 

中小企業支援室 

水産加工業企業力強化

支援事業（再掲） 

38,708 

（45,915） 

概要：原料価格高騰、労働力不足に加え、コロナ禍での売上

げ減少など、水産加工業を取り巻く経営環境が厳しさを

増す中、現状を打開し、高い競争力を発揮するとともに、

課題解決をともに目指す伴走型支援を実施した。 

実績： 

・専門家派遣 20社 89回 

・新戦略導入支援 2社 

・生産性改善支援 5社 

（うち、ものづくり相互研鑽活動 1社） 

中小企業支援室 
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  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

生産現場改善強化支援

事業（再掲） 

37,845 

（44,200） 

概要：みやぎ産業振興機構が培った中小企業（ものづくり）

支援のノウハウを基盤として、県内中小企業・小規模事

業者に対する伴走型支援体制を拡充し、ものづくり産業

の生産現場における生産性改善等の取組を支援するとと

もに、人員配置の適正化等による経営安定化を促進した。 

実績： 

・生産性改善活動支援 14社 

・生産性向上のための設備導入等支援 11社 

・現場改善セミナー 3回開催 

中小企業支援室 

みやぎ農山漁村スモー

ルビジネス創出事業

（再掲） 

2,200 

（-） 

概要：自らが生産した農林水産物を活用した６次産業化に

よる創業等を支援するため、商品製造、販売等に必要な

機械・器具等の導入に要する経費を補助するとともに、

必要に応じて専門家を派遣し、指導助言を行った。 

実績： 

県内の農林漁業者 3 者に対し、機器の整備等の導入経

費に対し、補助率 1/2 以内で補助を行った。ワイン開発

のためのワイン分析装置や栗加工品開発のための自動

栗皮むき器、和菓子開発用のあん練り機が導入され、６

次産業化の創業や新商品開発の取組を進めた。 

農山漁村なりわ

い課 

 

 

（４）デジタル化の導入支援 

  事業者の生産性向上、省力化を図るため、意識の底上げを図るセミナーの開催や、ＩＣＴ、ＩｏＴ等

先進技術の導入を支援した。 
 

  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

中小企業等デジタル化

支援事業 

173,289 

（236,700） 

概要：中小企業等の経営者及び担当者を対象としたセミナー

を開催し、デジタル化に向けた意識の底上げを図ったほ

か、生産性向上等を目的に新たなデジタル化に取り組む中

小企業等に対して、アドバイザー派遣や、デジタル技術を

活用したサービス・システム・ソフトウェア導入費用等の

補助を行った。 

実績： 

（１）セミナー開催 

 経営者向けデジタル化推進セミナー：参加69名 

 建設業向けデジタル化推進セミナー：参加33名 

 宿泊事業者向けデジタル化推進セミナー：参加44名 

（２）アドバイザー派遣527回 

（３）デジタル化導入補助 98件 

産業デジタル推

進課・中小企業支

援室 
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多様で特色ある県畜産

物の生産消費促進事業 

12,586 

（26,000） 

概要： 

・中小規模の採卵養鶏・養豚生産者に対して、ICT 機器導入

研修会を開催するとともに、ICT、IoT機器の導入を支援し、

労働生産性向上を図った。 

・県内の特色ある畜産物（鶏卵、豚肉）の販促資材作成と販

売会の開催や各販売会等への出展支援を行った。 

実績： 

・ICT機器導入研修会 36名参加 

・ICT機器導入 6件 

・県畜産物販売会 仙台駅東西自由通路 3 日間 売上 約

186万円 購入者数 約1,800人 

・県畜産物販売会 藤崎前 3日間 売上 約 142 万円 購

入者数 1,142人 

・販売会出展助成 8事業者 

畜産課 
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（５）新型コロナウイルス感染症拡大を契機とした業態転換等への支援 

  新型コロナウイルス感染症拡大に伴う顧客ニーズの変化へ対応するため、事業者が行う新分野進出や

業態転換への取組を支援した。 
 

  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

中小企業等事業再構築

支援事業 

278,974 

（-） 

概要：新型コロナウイルス感染症の拡大によって業況が悪化

し、経営の維持向上に支障をきたしている中小企業・小規

模事業者の事業再構築による持続可能な経営に向けて業

態転換などを図ることを支援するため、国が実施している

「事業再構築補助金」の採択事業者に対し上乗せ補助を行

った。 

実績：補助実績 74件（交付決定数） 

中小企業支援室 

東南アジア宮城県産品

マーケティング支援等

事業 

23,285 

（23,754） 

概要：コロナ禍による世界的な家庭食の需要拡大や、新しい

生活様式に対応した外食産業の業態変更などによる現地

のニーズを的確に捉え、ターゲット市場に対し、現地が求

める商品を現地が求めるスペック（量・価格・品質・規格）

で継続的に輸出するための支援をハンズオンにより行っ

た。 

実績：アジアの６か国・地域（香港、シンガポール、マレー

シア、台湾、ベトナム、フィリピン）を対象として、海外

バイヤーを招へいし、水産物や仙台牛を中心としてた商品

提案会、食材試食会、産地視察を実施するとともに、シン

ガポールの小売店及び飲食店において梨及び水産物の販

売プロモーションを実施した。 

 また、将来的な広域連携やカーボンニュートラルへの対応

を視野に入れ、収穫時期が重なり、温度管理もほぼ同じで

ある宮城県産の梨と山形県産シャインマスカットを混載

して仙台港からシンガポールへコンテナ輸送する実証試

験を行い、品質を保持しながら海上輸送できることを確認

した。 

国際ビジネス 

推進室 

コロナ対応型食品製造

業経営力強化サポート

事業（再掲） 

19,552 

（27,875） 

概要：コロナ禍により経営が悪化している食品製造業者等

の経営改善に向けて、コーディネーターを派遣し、課題

の洗い出しから事業の再構築向けた活動の実施までの

一連の過程をサポートすると共に、事業の再構築に向け

た活動費の一部補助を行った。 

実績： 

・支援企業者実績: 13 社 （伴走支援型 8社、スポット支

援型5社） 

・専門家派遣実績: 専門家数8人、派遣回数延べ67回 

※伴走支援型：コーディネーター派遣＋活動経費補助 

※スポット支援型：コーディネーター派遣 

食産業振興課 
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２ 国内外における販路開拓等及び受注機会の確保      

35事業 決算額1,555,463千円 

（重点的な取組との関連 ①②④ ） 

 

［施策の方向性］ 
県内の中小企業・小規模事業者の国内外における販路開拓及び取引拡大を図るため、展示会や商談

会などITツールの活用を含めた様々なマッチング機会を確保するとともに、多くの事業者が利用で
きるよう、IT ツールを活用できる人材の確保・育成について支援するほか、海外ビジネスに関し必
要な情報提供にも努めます。 
販路開拓・取引拡大を図るためには、需要を見据え、顧客ニーズに対応できる製品やサービスを提

供することが必要であることから、魅力ある付加価値の高い商品・サービスの研究開発や新事業展開
を支援します。 
また、県が行う発注に関しては、県内の中小企業・小規模事業者が入札に参加しやすい制度の整備

を図ります。 

 

［令和５年度における施策の実施状況］ 

 

（１）国内外における販路開拓及び取引拡大 

 

① 工業製品の販路開拓 

ものづくり中小企業等の販路開拓を支援するため、商談会の開催、展示会への出展料補助、首都圏

開拓員によるマッチング支援、優れた製品に関する情報発信等を実施するとともに、製品開発・改良

に対する技術的支援などを実施した。 
 

  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

高度電子機械産業集積

促進事業 

68,737 

（66,426） 

概要：半導体や航空機関連、医療・エネルギー関連産業

など高度電子機械産業関連市場に対する県内企業の参

入意欲は非常に高いことから、取引支援や技術高度化

支援を実施した。 

実績： 

・講演会、市場・技術セミナー開催 11回 

・展示会出展支援 5回 

・ビジネスマッチング、個別あっせん等 153回 

新産業振興課 

新規参入・新産業創出

等支援事業 

56,961 

（68,678） 

概要：高度電子機械産業や自動車産業分野等での新産業創

出などを促進するため、産学官連携で実施する技術・商

品開発費用の一部を支援するとともに、川下企業等への

参入等を目指して試作開発に取り組む県内企業に対し、

開発費用の一部を助成した。 

実績： 

・地域イノベーション創出型 4件 

・成長分野参入支援型 4件 

・グループ開発型 3件 

新産業振興課 
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  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

ビジネスマッチング

強化促進事業 

15,200 

（14,400） 

概要：半導体、エネルギー等の重点分野に関し、県内企

業のさらなる取引創出・拡大を図るため、首都圏開拓

員の配置、商談会・技術シーズ提案会の開催等により、

首都圏等の大手川下企業のニーズを把握し、県内企業

とのマッチング機会を創出した。 

実績： 

○マッチング専門員等の配置 

 首都圏に 2名、県内 2名配置 

（企業訪問回数：計 380 回，個別あっせん件数：計 96

回，成約 22 件） 

○商談会の開催 

 参加企業：30 社 

○個別商談会の開催 

 12 回 

新産業振興課 

みやぎ優れＭＯＮＯ発

信事業 

8,500 

（8,500） 

概要：県内で製造される優れた工業製品を「みやぎ優れＭ

ＯＮＯ」に認定し、各種特典、支援策を通じて販路拡大

等に向けた取組を行うなど、産学官連携による「みやぎ

優れＭＯＮＯ発信事業」を展開した。  

また、認定を目指す企業に対し、技術、経営などに関

する支援を行った。 

実績：認定製品 4製品（4社） 

新産業振興課 

自動車関連産業特別支

援事業（再掲） 

45,794 

（59,009） 

概要：自動車関連産業の振興を図るため、令和3年7月に

策定した「みやぎ自動車産業振興ビジョン」に基づき、

展示商談会の開催等による県内企業の「受注獲得・取引

創出」、自動車技術研修等を通じた「人材創出・育成」

及び新技術・新工法研究開発等を通じた「技術開発・技

術強化」などの各種取組を支援し、自動車関連産業への

新規参入及び取引拡大を推進した。 

実績： 

・県内企業の新規受注件数 20件（平成23年度からの累

計598件） 

・展示商談会等開催 7件 延べ34社参加 

・自動車技術研修 3コース開催、受講者延べ14名参加 

・生産現場改善 個別支援5社、集合研修7回延べ38社 

・新技術・新工法提案 6件 

・セミナー開催 1回 延べ8名参加 

・人材育成補助 9社 10件 

自動車産業 

振興室 
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  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

中小企業販路開拓総

合支援事業（再掲） 

30,290 

（32,550） 

概要：みやぎ産業振興機構を通じ以下の事業を実施した。 

・市場投入ステージ 

 県内の中小企業者等が試作・開発または生産・製造す

る商品・製品及び技術について、市場ニーズに適合し

た製品化及び製品のブラッシュアップを図るため、マ

ーケティング専門家（委託）を活用したマーケティン

グ調査を行った。 

・販売力向上ステージ 

 外部専門家を派遣し、商談における留意点やプレゼン

方法など営業手法に関する助言や、製品改良や原価低

減など製品の競争優位性向上に関する助言などを行

うことによって、販路開拓及び販路拡大を図った。 

・引合せステージ 

 販路開拓ナビゲーターを活用した企業引き合わせを

行い、新たな取引機会を提供した。 

実績： 

・市場投入ステージ 

支援企業数 5社（国内型：2社、海外型：3社） 

・販売力向上ステージ 支援企業数 5社 集合研修 1回 

・引合せステージ 支援企業数 10 社 

 引き合わせ件数 79 件 

中小企業支援室 

取引拡大チャレンジ

支援事業（再掲） 

18,390 

（20,300） 

概要：商談会等への参加やそのアフターフォローのた

め、県外発注企業と取引等を行う、県内のものづくり

中小企業・小規模事業者に対して、旅費や制作費の一

部を補助し、販路開拓支援を行った。また、県内のも

のづくり中小企業・小規模事業者等を対象に県内及び

東京等で開催する商談会等に必要な経費を補助し、受

注機会の拡大を図った。さらに、県内のものづくり中

小企業・小規模事業者が自社の営業活動に使用する動

画を作成する際に専門家を派遣する経費を補助し、受

注機会の確保を図った。 

実績： 

○ 営業活動強化費用補助事業 

  実績：98 件 

○ 商談会等開催事業 

・みやぎ広域取引商談会 

  第一回目（オンライン開催） 

      参加企業数：114 社（発注：37 社 受注：77 社） 

  第二回目（対面開催） 

     参加企業数：286 社（発注：78 社 受注：208 社） 

・宮城・山形・福島合同商談会（対面方式） 

  参加企業数：207 社（発注：47 社 受注：160 社） 

・個別提案会 4 回 

○ ＷＥＢ営業活動強化費用補助事業 

  実績：7件 

中小企業支援室 
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② 食品の販路開拓 

食品製造・加工業の中小企業等の販路開拓を支援するため、商談会の開催支援や商品訴求力向上支

援を実施したほか、アンテナショップの設置、専門家の派遣等により商品開発等の伴走型支援を通し、

販路開拓・拡大等を実施した。 

 

  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

農山漁村発イノベーシ

ョンサポート事業 

（再掲） 

13,716 

（13,750） 

概要： 

・農山漁村発イノベーションサポートセンターを設置し、

６次産業化をはじめとした、地域資源を活用した農山漁

村発イノベーションに取り組む事業者に対し、専門家の

派遣等により事業計画の策定や商品開発等の課題解決

に向け、伴走支援を実施した。 

・また、農山漁村発イノベーションに取り組む人材を育成

するため、研修会(座学及び現地視察等）を開催すると

ともに、市町村が実施する人材育成への経費の支援を行

った。 

実績： 

・サポートセンターでは、重点支援対象者4者に対し、そ

れぞれの課題解決に必要な専門家を派遣し、経営計画の

策定支援や商品の販路開拓支援、企業ブランドの整理や

ターゲット及びコンセプトの設定支援を行った。 

・人材育成については、事業計画の策定や事業実施に必要

な法令の知識等について 11 日の継続的な研修会（集合

研修8日、個別支援2日、フォローアップ研修1日）を

開催し、10名が参加、それぞれ事業計画案の策定までの

実習を行いスキルアップが図られた。また、山元町が実

施する人材育成研修に対する経費の支援を行った。 

農政部農山漁村

なりわい課 

みやぎの食材バリュー

チェーン構築プロジェ

クト（商談機会創出事

業） 

7,781 

（7,317） 

概要：県内食品製造業者の販路開拓・拡大を支援するため、

山形県等と共同で展示・商談会を開催するとともに、首

都圏での大規模商談会（スーパーマーケット・トレード

ショー）に宮城県ブースを出展した。 

実績： 

・おいしい山形・食材王国みやぎビジネス商談会への参加 

（52社） 

・スーパーマーケット・トレードショーへの参加（22社） 

食産業振興課 

みやぎの食材バリュー

チェーン構築プロジェ

クト（喜ばれる商品づ

くり支援事業） 

14,030 

（20,169） 

概要：県内食品製造業者の販路開拓・拡大を支援するため、

県内の中小企業者等が行う、地域の食材等を活用したマ

ーケットイン型の「選ばれる商品づくり」や、食品ロス

削減等に資する「持続可能社会に向けた商品づくり」に

要する経費について、一部補助を行った。 

実績： 

・支援企業 14社 

（選ばれる商品づくり7社、持続可能社会に向けた商品づ

くり７社。計35商品を開発） 

食産業振興課 



 

27 

 

  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

首都圏県産品販売等拠

点運営事業 

204,046 

（191,452） 

概要：県産品の紹介・販路拡張及び観光案内・宣伝のため、

東京都豊島区東池袋にある県のアンテナショップ「宮城

ふるさとプラザ」の運営管理を実施した。 

実績： 

・売上総額 531,453千円  1日平均売上金額 1,464千

円 

・買上客数 294,736人   1日平均買上客数 812人 

食産業振興課 

多様で特色ある県畜産

物の生産消費促進事業

（再掲） 

12,586 

（26,000） 

概要： 

・中小規模の採卵養鶏・養豚生産者に対して、ICT機器導

入研修会を開催するとともに、ICT、IoT機器の導入を支

援し、労働生産性向上を図った。 

・県内の特色ある畜産物（鶏卵、豚肉）の販促資材作成と

販売会の開催や各販売会等への出展支援を行った。 

実績： 

・ICT機器導入研修会 36名参加 

・ICT機器導入 6件 

・県畜産物販売会 仙台駅東西自由通路 ３日間 売上 

約186万円 購入者数 約1,800人 

・県畜産物販売会 藤崎前 3 日間 売上 約 142 万円 

購入者数 1,142人 

・販売会出展助成 8事業者 

畜産課 

 

③ 海外への販路拡大 

海外への販路拡大を目指す中小企業等に対する相談事業・アドバイス事業のほか、販路開拓支援、
県産食材のイメージアップ・知名度向上に係る取組への支援を実施した。 
また、経済活動を中心に海外との交流促進のための事業を実施した。 

 

  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

みやぎの伝統的工芸品

産業振興事業 

9,132 

（9,240） 

概要：国及び県指定の伝統的工芸品19品目を中心に新商品

開発や販路拡大等の支援を行い伝統的工芸品の振興を図

った。 

実績： 

・宮城県伝統的工芸品産業振興費補助金 8件 1,233千円 

（産産連携による新商品開発や販路開拓・後継者育成等

の事業に対する経費の補助） 

・イベント等への支援 5件 2,783千円 

新産業振興課 
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  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

姉妹友好関係等を活用

した海外販路開拓事業 

2,933 

（4,358） 

概要：県産日本酒の認知向上・定着支援を図るため、米国NY

の複合商業施設において、 3社の現地ディストリビュータ

と共に、州内で流通している県産日本酒 7 社 10 商品の試

飲販売プロモーションを実施したほか、同施設内に特設ブ

ースを設け、県産日本酒やご当地メニューの販売と共に県

のPRを実施した。 

実績： 

【取扱商品】 

 ・ディストリビュータが参加した酒蔵5社8商品 

 ・ディストリビュータ参加のない酒蔵2社2商品 

【実施内容】 

 ①試飲即売会の実施、営業担当及び県職員による県産日本

酒の紹介 

 ②特設ブースによるご当地メニュー・県産日本酒の販売 

国際政策課 

国際協力推進事業 
― 

（1,905） 

概要：県と友好省州関係にある海外地方政府から政府職員

等を、海外研修員として受け入れる人材育成研修の実施

を予定していたが、受入機関における対応が困難となっ

たため、実施を見送った。 

実績：新型コロナウイルス感染症の影響により実績無し。 

国際政策課 

ＳＮＳを活用した情報

発信事業 

非予算 

（非予算） 

概要：外国人に宮城県の魅力を伝え、県のインバウンドを推

進するため、英語版のフェイスブックページ及びインスタ

グラム「VisIT Miyagi」を運営した。 

実績： 

【フェイスブック】 

・月平均投稿数：8回  

・フォロワー：71,390人  

【インスタグラム】 

・月平均投稿数：8回  

・フォロワー：3,081人 

国際政策課 
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  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

北米及び欧州における

販路開拓・定着促進事業 

 

19,283 

(21,908) 

概要：県内事業者の欧米進出のきっかけとなる場の提供や支

援により、県産品の販路開拓・定着を促進した。 

【米国】 

①米国有望地域における県産品プロモーション事業 

  県産品の販路開拓・定着支援を図るため、米国最大の日

系大型小売店で物産展を開催し、全米 12 店舗に商品を

展開した。 

【欧州（イタリア、スイス）】 

②宮城の日本酒欧州市場進出促進プロモーション業務 

  現地ソムリエやバイヤー等を対象に宮城の日本酒輸出

促進プロジェクト「MIYAGI STYLES」による Web セミナ

ーや試飲商談会を実施。 

実績： 

【米国】 

①米国有望地域における県産品プロモーション事業 

・実施内容： 

(1)現地一般消費者向け物産展イベント（買取販売） 

(2)渡航した生産者や現地スタッフによる試飲/試食提   

  供 

(3)食育ワークショップ 

(4)売上、顧客の反応の出展者へのフィードバック 

・取扱商品：米国輸出実績のない企業を含む29社 146 

商品 

・採用実績：$243,549.41 

【欧州（イタリア、スイス）】 

②宮城の日本酒欧州市場進出促進プロモーション業務 

・R5年度中に 8社 16銘柄約2,000本の日本酒を輸出。 

国際政策課 

海外事務所運営費補助

事業 

49,437 

（53,638） 

概要：ソウル事務所及び大連事務所の運営設置母体である

（公社）宮城県国際経済振興協会への事業費補助によ

り、県内企業の貿易活動・海外展開、国際観光の振興及

び文化・教育交流の促進等を通じ、県経済の活性化を図

った。 

実績： 

・ソウル事務所及び大連事務所にて，現地での情報収集、

県内企業に対する情報提供、販売促進支援等により海外

での活動を支援した。 

・県内企業等の海外活動支援（6件） 

・県内企業と現地企業との商談設定・支援（1件） 

・県内企業向けセミナーの実施（1件） 

・韓国及び中国国内における PR イベント・展示会への参

加（韓国 6 件、中国 9 件） 

 国際ビジネス 

推進室 
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  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

東南アジア宮城県産品

マーケティング支援等

事業（再掲） 

23,285 

（23,754） 

概要：コロナ禍による世界的な家庭食の需要拡大や、新しい

生活様式に対応した外食産業の業態変更などによる現地

のニーズを的確に捉え、ターゲット市場に対し、現地が求

める商品を現地が求めるスペック（量・価格・品質・規格）

で継続的に輸出するための支援をハンズオンにより行っ

た。 

実績：アジアの６か国・地域（香港、シンガポール、マレー

シア、台湾、ベトナム、フィリピン）を対象として、海外

バイヤーを招へいし、水産物や仙台牛を中心としてた商品

提案会、食材試食会、産地視察を実施するとともに、シン

ガポールの小売店及び飲食店において梨及び水産物の販

売プロモーションを実施した。 

 また、将来的な広域連携やカーボンニュートラルへの対応

を視野に入れ、収穫時期が重なり、温度管理もほぼ同じで

ある宮城県産の梨と山形県産シャインマスカットを混載

して仙台港からシンガポールへコンテナ輸送する実証試

験を行い、品質を保持しながら海上輸送できることを確認

した。 

国際ビジネス 

推進室 

東アジアとの経済交流

促進事業 

1,000  

（1,000） 

概要：東アジアとの経済交流を促進するため、現地市場動

向やニーズに沿った事業を現地状況に応じて柔軟に展開

し、県内企業及び県産品海外販路開拓の側面支援を行っ

た。 

実績： 

・県内蔵元と連携した韓国最大規模の日本酒イベントへの出

展、日韓文化交流イベントへのブース出展による県産日本

酒プロモーションの実施 

・SNS を活用した中国での伝統工芸品の紹介動画の作成・配

信（29件） 

・中国国内の商品展示会への出展（3 件）による県産工芸品

のPRの実施 

国際ビジネス 

推進室 

東南アジアとの経済交

流促進事業 

5,250 

（12,985） 

概要：県内企業のインドネシア、マレーシア、シンガポール、

ベトナム、台湾及び香港における海外販路開拓・現地進出

支援のため、宮城県アセアン等ビジネスアドバイザリーデ

スクを設置し、市場調査や海外向け営業資料の作成サポー

ト等の支援を行った。 

実績：県内企業利用件数 5社23件 

国際ビジネス 

推進室 

みやぎグローバルビジ

ネス総合支援事業 

0 

（641） 

概要：貿易・投資・物流・輸出入手続等に関して、ビジネスの

深度や段階に応じ総合的に支援するため、海外ビジネス展

開の際に必要な様々な専門的知識を有するアドバイザーを

設置。 

実績： 

令和5年度の活用企業がなかったため、実績はなし。 

国際ビジネス 

推進室 

ものづくり海外販路開

拓支援事業 

6,995 

（25,280） 

概要：県内企業の海外販路開拓のため、国際医療機器見本市

「MEDICA 2023」に宮城県ブースを確保し、県内企業の出展

を支援したほか、海外で商談等を行う事業者に対し個別の

補助を行った。 

実績： 

国際医療機器見本市出展支援（3社） 

海外販路開拓支援事業補助金(21件：4,701千円) 

国際ビジネス 

推進室 
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  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

県産食品海外ビジネス 

マッチングサポート事業 

12,903 

（16,532） 

概要：本県の農林水産物の輸出に取り組む事業者のスタート

アップから海外ビジネス展開の段階に応じた細やかな個

別支援を実施するとともに、輸出に当たって課題となる物

流面などの課題解決に向けたバリューチェーンモデルの

構築により、県産食品の更なる輸出拡大を図る。 

実績： 

・ 県産品販路開拓コーディネーターによる企業の貿易実務

の個別相談対応や商談支援等（292件） 

・ 宮城県食品輸出促進協議会と連携した輸出セミナーの開

催（２回） 

・ JETROや大手リテール等と連携した海外フェア・商談会の

開催（15回） 

・ 事業者の輸出促進活動（海外商談会等）への補助金交付（9

件：2,339千円） 

・ 課題解決型輸出拡大バリューチェーンモデル構築事業補

助金交付（１件：834千円） 

国際ビジネス 

推進室 

日本貿易振興機構 

仙台貿易情報センター

負担金 

19,300 

（17,000） 

概要：日本貿易振興機構(JETRO）仙台貿易情報センターが行う

事業（輸出入手続助言・指導、相手国の情報提供、各種セミ

ナー・商談会等の開催、統計調査、対内投資促進事業）に要

する経費の一部を負担した。 

実績： 

・日本貿易振興機構仙台貿易情報センターによる県内企業へ

の貿易相談対応（貿易相談件数：344件） 

国際ビジネス 

推進室 
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  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

仙台空港 600 万人・５万

トン実現推進事業 

12,691 

(20,525) 

概要： 

○ＬＣＣやＲＪと連携した需要創出事業 

仙台空港を拠点とするＬＣＣであるピーチ・アビエーショ

ンや、ＲＪ（地域航空会社）のアイベックスエアラインズ

及びフジドリームエアラインズと連携し、航空機利用にお

けるトライアルバリア（抵抗感）の払拭や路線 PR を行う

とともに、新たな需要の掘り起こしを行った。 

○航空貨物創出事業 

仙台空港からの航空貨物輸送による商材を組み込んだ「仙

台空港航空貨物便 産地直送フェア」を就航地先にて開催

し、商材のニーズや、その商材の航空貨物輸送における課

題等について、実際のオペレーションを通じた「実証実験」

という形で調査・分析を行った。 

実績： 

○ＬＣＣと連携した需要創出事業 

①「メルマガ会員」の新規獲得キャンペーン 

実施期間：令和5年12月 1日から令和6年1月15日 

②メールマガジンやSNSを活用したプロモーション 

キャンペーンやセール等の周知や就航地先のPR 

③LCC利用実態調査 

仙台線搭乗者を対象とした調査・分析等 

○ＲＪと連携した需要創出事業 

①航空券が当たる「ガチャイベント」の開催 

実施日：令和6年2月12日 場所：イオンモール名取 

②デジタルサイネージ（JR仙台駅等）を活用したプロモー

ション 

実施期間：令和5年11月 20日～12月 10日 

○航空貨物創出事業 

実施期間：令和5年12月 9日～12月 10日 

愛知県常滑市で開催された「トヨタグループThanksSALE」

に出展し、仙台空港から空輸した「イチゴ」等を販売する

とともに、航空輸送に係る実証と分析を行った。 

空港臨空地域課 
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（２）受注機会の確保 

 

① 制度面での事業者への配慮 

地域ブロック限定型などによる発注や、入札保証金免除の規定を広く適用して地元中小企業、小規
模事業者等の受注機会の拡大を図ったほか、新商品特定随意契約制度を通じて、新たな事業分野の開
拓を図ろうとする中小事業者等を支援した。 

 

  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

新商品特定随意契約制

度認定事業 

17 

（114） 

概要：県の物品調達において随意契約による購入及び借り

入れが可能となる「新商品」の事業者並びに県の役務調

達において随意契約による提供を受けることが可能と

なる「新役務」の事業者について、申請受理及び審査を

行うとともに、これらの登録商品等の周知等を行ったも

の。 

実績： 

登録審査等：4件（うち認定は4件） 

登録件数：15件（12事業者） ※令和6年3月31日時点 

中小企業支援室 

地元企業の受注機会の

確保 

非予算 

（非予算） 

概要：地域経済の活性化を図り、地元企業の受注機会を確保

するため、建設工事では地域ブロック限定型などにより発

注を行った。また、物品・役務等においても、地元企業の

受注機会の確保を図るため、地元で調達できるものは、地

元企業に発注することを基本方針とした入札制度を導入

しているほか、障害者雇用促進企業、環境配慮事業者及び

女性活躍・働き方改革推進事業者に係る物品調達等優先制

度など、障害者雇用や環境負荷の低減、女性の登用や仕事

と家庭の両立支援などに積極的に取り組む中小事業者等

を優遇する取組を実施した。 

実績： 

○建設工事契約実績（一般競争入札） 

 ・地域ブロック限定入札（複数ブロックを含む。） 

244件  9,003,558千円 

           （全体880件 92,796,805千円） 

○物品調達実績 

 ・障害者雇用促進企業等 1,356件   173,322千円 

 ・環境配慮事業者       8,156件   688,568千円 

・女性活躍・働き方改革推進事業者 

  1,185件   249,292千円 

契約課 
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② 中小企業・小規模事業者向け契約実績の把握 

官公需法（官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律）に基づき、中小企業向契約

実績を把握するとともに、「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」を周知し、中小企業の官公

需における受注機会増大を図った。 

 

  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

官公需契約実績調査 
非予算 

（57） 

概要：官公需契約実績調査を実施し、中小企業向契約実績

を把握するとともに、毎年度閣議決定される「中小企業

者に関する国等の契約の基本方針」を周知し、中小企業

の官公需における受注機会増大を図った。 

実績：                （令和4年度） 

官公需契約 

総実績 

うち中小企業

向契約実績 
比率 

（B）/（A）

×100 金額（A） 金額（B） 

1,522 億円 1,095 億円 71.9%  
 

中小企業支援室 
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（３）デジタル化による販路開拓等への支援 

  オンライン形式での商談会実施やＳＮＳを活用した県内企業・商品の情報発信等、中小企業・小規模

事業者の販路開拓につながるデジタル技術の効果的な活用を支援した。 

 

  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

取引拡大チャレンジ支

援事業（再掲） 

18,390 

（20,300） 

概要：商談会等への参加やそのアフターフォローのため、

県外発注企業と取引等を行う、県内のものづくり中小企

業・小規模事業者に対して、旅費や制作費の一部を補助

し、販路開拓支援を行った。また、県内のものづくり中

小企業・小規模事業者等を対象に県内及び東京等で開催

する商談会等に必要な経費を補助し、受注機会の拡大を

図った。さらに、県内のものづくり中小企業・小規模事

業者が自社の営業活動に使用する動画を作成する際に

専門家を派遣する経費を補助し、受注機会の確保を図っ

た。 

実績： 

○営業活動強化費用補助事業 

 実績：98 件 

○商談会等開催事業 

・みやぎ広域取引商談会 

  第一回目（オンライン開催） 

      参加企業数：114 社（発注：37 社 受注：77 社） 

  第二回目（対面開催） 

     参加企業数：286 社（発注：78 社 受注：208 社） 

・宮城・山形・福島合同商談会（対面方式） 

  参加企業数：207 社（発注：47 社 受注：160 社） 

・個別提案会 4 回 

○ＷＥＢ営業活動強化費用補助事業 

実績：7件 

中小企業支援室 
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北米及び欧州における

販路開拓・定着促進事業 

（再掲） 

19,283 

(21,908) 

概要：県内事業者の欧米進出のきっかけとなる場の提供や支

援により、県産品の販路開拓・定着を促進した。 

【米国】 

①米国有望地域における県産品プロモーション事業 

 県産品の販路開拓・定着支援を図るため、米国最大の日系

大型小売店で物産展を開催し、全米 12 店舗に商品を展開

した。 

 

【欧州（イタリア、スイス）】 

②宮城の日本酒欧州市場進出促進プロモーション業務 

 現地ソムリエやバイヤー等を対象に宮城の日本酒輸出促

進プロジェクト「MIYAGI STYLES」による Web セミナーや

試飲商談会を実施。 

 

実績： 

【米国】 

①米国有望地域における県産品プロモーション事業 

・実施内容： 

(1)現地一般消費者向け物産展イベント（買取販売） 

(2)渡航した生産者や現地スタッフによる試飲/試食提供 

(3)食育ワークショップ 

(4)売上、顧客の反応の出展者へのフィードバック 

・取扱商品：米国輸出実績のない企業を含む 29社 146商品 

・採用実績：$243,549.41 

 

【欧州（イタリア、スイス）】 

②宮城の日本酒欧州市場進出促進プロモーション業務 

・R5年度中に 8社 16銘柄約 2,000本の日本酒を輸出。 

国際政策課 

東アジアとの経済交流

促進事業（再掲） 

1,000  

（1,000） 

概要：東アジアとの経済交流を促進するため、現地市場動

向やニーズに沿った事業を現地状況に応じて柔軟に展開

し、県内企業及び県産品海外販路開拓の側面支援を行っ

た。 

実績： 

・県内蔵元と連携した韓国最大規模の日本酒イベントへの出

展、日韓文化交流イベントへのブース出展による県産日本

酒プロモーションの実施 

・SNS を活用した中国での伝統工芸品の紹介動画の作成・配

信（29件） 

・中国国内の商品展示会への出展（3 件）による県産工芸品

のPRの実施 

国際ビジネス 

推進室 
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みやぎ６次産業化リノ

ベーション支援事業 

5,601 

（-） 

概要： 

①個別支援の実施 

  ６次産業化に取り組む事業者の「新しい生活様式」に

対応した、商品開発、販路拡大、事業計画の策定等を支援

するため、集合研修及び個別支援を実施した。 

②フェア開催 

県内産ワインや６次産業化商品の認知度向上のため、

フェアを開催した。 

・展示販売会「みやぎのワインと６次産業化商品魅力発

見フェア」 

・飲食店フェア（仙台市内 5つの飲食店） 

実績： 

 ①個別支援では、６次産業化に取り組む3事業者に対し、

集合研修2回及び個別支援4回を実施、事業ビジョン、

商品コンセプト設計や社内プロジェクトの立ち上げな

ど経営計画等の作成の他、計画に基づく販路開拓やサー

ビス開発の取組が行われた。 

②展示販売会は11月 3日から5日までの3日間、ワイナ

リー6 者、６次産業化事業者等 15 者が参加、県内産ワ

インを期間限定で提供する飲食店フェアは 10 月 20 日

から11月 19日までの期間開催し、県産ワインや６次産

業化商品の認知度向上が図られた。 

農山漁村なりわい

課 
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（４）新型コロナウイルス感染症拡大に伴い変化する事業環境に対応する販路開拓等への支援 

  新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、経営が悪化している事業者等の経営改善に向け、コー

ディネーターを派遣し、事業の再構築に向けた活動を支援した。 

 

  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

中小企業等再起支援事

業 

833,380 

（124,836（明

許繰越）） 

概要：原油価格・物価高騰等の影響によって業績が悪化し、

経営の維持向上に支障をきたしている中小企業・小規模事

業者が、早期の再起を図るために行う、販路開拓や生産性

向上などの取組を支援した。 

実績：補助金交付 901件 

中小企業支援室 

コロナ対応型食品製造

業経営力強化サポート

事業（再掲） 

19,552 

（27,875） 

概要：コロナ禍により経営が悪化している食品製造業者等

の経営改善に向けて、コーディネーターを派遣し、課題

の洗い出しから事業の再構築向けた活動の実施までの

一連の過程をサポートすると共に、事業の再構築に向け

た活動費の一部補助を行った。 

実績： 

・支援企業者実績: 13 社 （伴走支援型 8社、スポット支

援型5社） 

・専門家派遣実績: 専門家数8人、派遣回数延べ67回 

※伴走支援型：コーディネーター派遣＋活動経費補助 

※スポット支援型：コーディネーター派遣 

食産業振興課 
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３ 産学官金の連携等による技術及び新商品の開発等の促進     

 19事業 決算額515,516千円 

（重点的な取組との関連 ② ） 

 

［施策の方向性］ 
産学・産産連携による技術の高度化支援や新技術・新商品の研究開発を促進します。また、高

度電子機械産業や自動車関連産業など特定の分野における産業の基礎的な技 術力の向上に向け
た環境整備を行います。 
さらに、学術研究機関の持つ高度な技術シーズと県内企業のニーズとのマッチングを促進し、

革新的で競争力のある新製品開発や成長市場分野への参集、創業などを支援します。 

 

［令和５年度における施策の実施状況］ 

 

（１）産学官金の連携 

産学官金の連携による技術・商品開発の支援のほか、大学等との連携により起業等する者に対し、

施設入居に係る賃料の補助を行った。 

また、次世代素材（ＣＮＦ等）の活用による産業振興を目的とした産学官からなるプロジェクトを

組織し、セミナー等を開催した。 

 

  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

新規参入・新産業創出等

支援事業（再掲） 

56,961 

（68,678） 

概要：高度電子機械産業や自動車産業分野等での新産業創出

などを促進するため、産学官連携で実施する技術・商品開

発費用の一部を支援するとともに、川下企業等への参入等

を目指して試作開発に取り組む県内企業に対し、開発費用

の一部を助成した。 

実績： 

・地域イノベーション創出型 4件 

・成長分野参入支援型 4件 

・グループ開発型 3件 

新産業振興課 

ＫＣみやぎ（基盤技術高

度化支援センター）推進

事業（再掲） 

5,981 

（6,336） 

概要：学術研究機関、産業支援機関、産業団体、金融機関、

行政機関等が参画する「ＫＣみやぎ推進ネットワーク」に

おいて、産業技術総合センターを窓口として企業からの技

術相談へのワンストップ対応を行ったほか、産学共同研究

会の運営、広報活動等により、地域企業のものづくり基盤

技術の高度化を支援した。 

実績：  

・技術相談件数 926件 

・産学共同研究会 8件採択 

新産業振興課 

起業家等育成支援事業

（再掲） 

1,458 

（1,920） 

概要：スタートアップ時における脆弱な経営基盤を支援する

ため、中小企業基盤整備機構が運営する東北大学連携型起

業家育成施設(T-Biz)に入居し、大学等との連携により起

業又は新規事業展開等を図ろうとする者に対し、施設入居

に係る賃料の補助等を行った。 

実績：補助事業者数 8事業者 

新産業振興課 

ものづくり産業振興 

起業家等育成支援事業 

（再掲） 

5,781 

（9,000） 

概要：研究開発等を行うベンチャー企業等に対し、事務所・

研究室等として県内の賃貸物件（T-Biz を除く）への入居

に係る賃料補助を実施した。 

実績：補助事業者数 13事業者 

新産業振興課 
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  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

テック系スタートアッ

プ成長支援事業 

【R5新規】 

11,969 

(26,000) 

概要：テック系スタートアップ・サポートコンソーシアム宮

城（略称：テクスタ宮城）の運営、東北大学発等テック系

スタートアップ企業と支援機関のマッチングやスタート

アップ関連イベントの開催等を通して、スタートアップ企

業の成長支援や地元定着を図る。 

実績： 

・マッチング件数 38件（R6.3時点） 

・テクスタ宮城構成員 87社（R6.3時点） 

新産業振興課 
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（２）企業間の連携 

高度電子機械産業・自動車関連産業・食品製造業等に関する企業間連携構築を強化するため、それに

要する経費の補助やマッチング支援・技術支援等を実施した。 

 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

高度電子機械産業集積

促進事業（再掲） 

68,737 

（66,426） 

概要：半導体や航空機関連、医療・エネルギー関連産業な

ど高度電子機械産業関連市場に対する県内企業の参入意

欲は非常に高いことから、取引支援や技術高度化支援を

実施した。 

実績： 

・講演会、市場・技術セミナー開催 11回 

・展示会出展支援 5回 

・ビジネスマッチング、個別あっせん等 153回 

新産業振興課 

自動車関連産業特別支

援事業（再掲） 

45,794 

（59,009） 

概要：自動車関連産業の振興を図るため、令和3年7月に策

定した「みやぎ自動車産業振興ビジョン」に基づき、展示

商談会の開催等による県内企業の「受注獲得・取引創出」、

自動車技術研修等を通じた「人材創出・育成」及び新技術・

新工法研究開発等を通じた「技術開発・技術強化」などの

各種取組を支援し、自動車関連産業への新規参入及び取引

拡大を推進した。 

実績： 

・県内企業の新規受注件数 20件（平成23 年度からの累計

598件） 

・展示商談会等開催 7件 延べ34社参加 

・自動車技術研修 3コース開催、受講者延べ14名参加 

・生産現場改善 個別支援5社、集合研修7回延べ38社 

・新技術・新工法提案 6件 

・セミナー開催 1回 延べ8名参加 

・人材育成補助 9社 10件 

自動車産業 

振興室 

みやぎの食材バリュー

チェーン構築プロジェ

クト（喜ばれる商品づく

り支援事業）（再掲） 

14,030 

（20,169） 

概要：県内食品製造業者の販路開拓・拡大を支援するため、

県内の中小企業者等が行う、地域の食材等を活用したマー

ケットイン型の「選ばれる商品づくり」や、食品ロス削減

等に資する「持続可能社会に向けた商品づくり」に要する

経費について、一部補助を行った。 

実績： 

・支援企業 14社 

（選ばれる商品づくり7社、持続可能社会に向けた商品づく

り7社。計35商品を開発） 

食産業振興課 
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（３）技術者の派遣や研究開発の推進 

中小企業等が抱える技術課題解決に資する試験研究に取り組み、地域企業の技術力向上に資する支

援を実施した。さらに、地域資源や優れたアイデアを活用した新商品・新サービスを提供するための研

究開発等を支援した。 

 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

みやぎ IT 商品販売・導

入促進事業 

11,106 

（17,278） 

概要： 

・県内IT企業が開発する有望な商品の開発費に対する補助

や「みやぎ認定IT商品」に認定された商品の販売促進支

援を行い、優れたソフトウェア商品を浸透させることで、

ソフトウェア版のみやぎブランド確立とIT導入による県

内産業の競争力の強化を図った。 

・また、県内IT企業とユーザー企業等の関係深化に資する

データベースを運用した。 

・デジタル技術を活用して社会課題解決に資する新たなビ

ジネスプランに挑む起業家たちを県内外から集め、宮城

県から日本を牽引するＤＸ関連スタートアップの創出を

目指し、「Miyagi Pitch Contest 2024」を開催した。 

実績 

・IT商品導入促進事業 

  認定：1社 1商品，補助金交付：2社 2商品（R3、R5認

定商品） 

・IT商品開発支援事業 

 新製品開発型 補助金交付：1社1商品 

・データベース「Open Innovationみやぎ」運用 

・「Miyagi Pitch Contest 2024」開催：現地71人、オンラ

イン視聴105人 

 優勝者には宮城県内での事業活動支援を実施。 

 産業デジタル

推進課 

みやぎ産業廃棄物 3R 等

推進事業（研究開発等） 

18,779 

（28,119） 

概要：産業廃棄物の発生抑制、再使用、再資源化その他適

正な処理の促進を図るため、事業者が行う県内の産業廃

棄物の3R等に資する研究開発等に対する補助を行った。 

実績：補助件数 6件 

循環型社会推進

課 

太陽光発電を活用した

EV利用モデル等導入促

進事業 

14,066 

（57,000） 

概要： 

①太陽光発電を活用した EV利用モデル導入支援事業 

 太陽光発電設備、EV等、充電等設備を購入する事業者に

対し支援を行った。 

②第三者所有モデル太陽光発電導入支援事業 

 PPA、ファイナンスリースにより太陽光発電設備を導入

する事業者に対し支援を行った。  

実績： 

①太陽光発電を活用した EV利用モデル導入支援事業 

 8件交付決定（26,386千円） うち 4件繰越（12,320千

円） 

②第三者所有モデル太陽光発電導入支援事業 

 補助実績なし 

環境政策課 
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（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

地域企業競争力強化支

援事業 

10,922 

（12,270） 

概要：産業技術総合センターが主体となり高度電子機械、

自動車関連、医療機器関連等の分野における企業等との

連携協力のもと、産業ニーズにマッチした研究開発成果

の技術移転を行い、地域企業の高付加価値製品の開発や

実用化を支援し、競争力強化を図るため、以下の研究開

発に取り組んだ。 

実績： 

・固化流れシュミレーション技術の開発 

・外観検査 DX に資する AI 画像処理デジタル技術開発と産

業応用 

・先端技術等調査研究事業 

新産業振興課 

産業技術総合センター

試験研究事業 

4,457 

（5,210） 

概要：自動車関連産業、高度電子機械産業、医療・健康機器

関連産業分野などで、地域企業が抱える技術課題や将来

的に必要となる技術等について、産業技術総合センター

において研究開発を行い、その成果により、県内中小企業

の競争力や技術力の向上等を図った。 

実績：地域企業のニーズに即応した課題、地場産業の振興に

役立つ課題、将来の技術シーズの創出を目指した課題な

ど8課題の研究開発に取り組んだ。 

新産業振興課 

新事業創出支援事業 
11,560 

（20,000） 

概要：「みやぎ中小企業チャレンジ応援基金事業」と連携

し、創業者や研究開発等の資金に限りがある中小企業者

を対象として、地域資源や優れたアイデアを活用した新

商品・新サービスを提供するための研究開発等を支援し

た。 

実績： 

補助金交付 8社（うち事業承継にかかるもの 0社） 

中小企業支援室 

みやぎ中小企業チャレ

ンジ応援基金事業 

H20.3に総額53

億 5千万円の基金

を造成 

概要：中小機構、県、（公財）みやぎ産業振興機構等によ

り設置された基金の運用益により、創業者や研究開発等

の資金に限りがある中小企業者を対象として、地域資源

や優れたアイデアを活用した新商品・新サービスを提供

するための研究開発等を支援した。 

実績： 

補助金採択 7社（うち事業承継にかかるもの 0社） 

中小企業支援室 

みやぎ農山漁村スモー

ルビジネス創出事業

（再掲） 

2,200 

（-） 

概要：自らが生産した農林水産物を活用した６次産業化

による創業等を支援するため、商品製造、販売等に必

要な機械・器具等の導入に要する経費を補助するとと

もに、必要に応じて専門家を派遣し、指導助言を行っ

た。 

実績： 

県内の農林漁業者 3 者に対し、機器の整備等の導入経費

に対し、補助率 1/2 以内で補助を行った。ワイン開発

のためのワイン分析装置や栗加工品開発のための自動

栗皮むき器、和菓子開発用のあん練り機が導入され、

６次産業化の創業や新商品開発の取組を進めた。 

農山漁村なりわ

い課 
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（４）デジタル化を促進するための関連産業支援 

ユーザー企業に対してはＡＩ・ＩｏＴ等先進技術の導入を支援した。県内 IT 企業に対しては、地域

の優れたIT商品の認定や、県内IT技術者の大学派遣等により、県内IT企業の販路拡大等を支援した。

また、先進的ＡＩ・ＩｏＴを活用したビジネスモデルの実証や、異業種連携の取組を支援した。 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

みやぎ IT 商品販売・導

入促進事業（再掲） 

11,106 

（17,278） 

概要： 

・県内 IT 企業が開発する有望な商品の開発費に対する補助

や「みやぎ認定 IT 商品」に認定された商品の販売促進支

援を行い、優れたソフトウェア商品を浸透させることで、

ソフトウェア版のみやぎブランド確立と IT 導入による県

内産業の競争力の強化を図った。 

・また、県内 IT 企業とユーザー企業等の関係深化に資する

データベースを運用した。 

・デジタル技術を活用して社会課題解決に資する新たなビジ

ネスプランに挑む起業家たちを県内外から集め、宮城県か

ら日本を牽引するＤＸ関連スタートアップの創出を目指

し、「Miyagi Pitch Contest 2024」を開催した。 

実績 

・IT商品導入促進事業 

  認定：1社1商品，補助金交付：2社2商品（R3、R5認定

商品） 

・IT商品開発支援事業 

 新製品開発型 補助金交付：1社1商品 

・データベース「Open Innovationみやぎ」運用 

・「Miyagi Pitch Contest 2024」開催：現地71人、オンラ

イン視聴105人 

 優勝者には宮城県内での事業活動支援を実施。 

 産業デジタル推

進課 

AI・IoT 産業創出・活用

促進支援事業 

47,320 

(15,795) 

概要：情報関連産業において、県内における先進的 AI・

IoT ビジネス創出の取組に対する支援を行った。また、

ユーザー企業を対象とした総合型のデジタル人材育成

研修を実施した。 

実績： 

・先進的 AI・IoT 活用ビジネス創出実証事業 3件 

・異業種連携促進支援事業 

 セミナー開催：11 回 

・産業デジタル中核人材育成事業 20 社参加 

産業デジタル推

進課 

中小企業等デジタル化

支援事業（再掲） 

173,289 

（236,700） 

概要：中小企業等の経営者及び担当者を対象としたセミナー

を開催し、デジタル化に向けた意識の底上げを図ったほ

か、生産性向上等を目的に新たなデジタル化に取り組む中

小企業等に対して、アドバイザー派遣や、デジタル技術を

活用したサービス・システム・ソフトウェア導入費用等の

補助を行った。 

実績： 

（１）セミナー開催 

 経営者向けデジタル化推進セミナー：参加69名 

 建設業向けデジタル化推進セミナー：参加33名 

 宿泊事業者向けデジタル化推進セミナー：参加44名 

（２）アドバイザー派遣527回 

（３）デジタル化導入補助 98件 

産業デジタル推

進課・中小企業

支援室 
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４ 資金の供給の円滑化      

17事業 決算額120,220,596千円 

（重点的な取組との関連 ② ） 
 

［施策の方向性］ 
中小企業・小規模事業者の持続的・安定的な発展に寄与するため、平常時の経営基盤の安定に

向けた支援に加え、経済情勢の急速な変化や自然災害に際しての迅速な資金手当などについて
も、事業者が利用しやすく、ニーズに応じた県の融資制度を構築していきます。また、事業拡大
や創業などについても積極的に支援していきます。 
加えて、事業承継や新たな分野に進出しようとする事業者が必要な資金を円滑に調達すること

ができるよう、必要な支援を実施します。 
さらに、円滑な資金調達を支える各金融機関等が、取引先である中小企業・小規模事業者に対

して、県の中小企業支援施策を積極的に情報提供できるよう、様々な機会を通じて情報交換・意
見交換を行える体制を引き続き構築していきます。 

 

［令和５年度における施策の実施状況］ 

 

（１）経営安定のための資金供給 

宮城県信用保証協会が行った保証料軽減に対する減収補助を行うことで中小企業等の資金調達円
滑化・負担軽減を図るとともに、中小企業制度融資の充実や制度の周知活動を行うことで中小企業等
の資金繰り支援を実施した。 

  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

中小企業金融対策事業 
106,024,653 

（118,842,300） 

概要：中小企業の円滑な資金繰りを支援するため、中小

企業制度融資を充実させ、中小企業の経営の安定化や

成長・発展を支援した。 

（震災関連融資を除く県制度融資（通常分）と中小企業

団体中央会組織金融、中小企業金融対策推進費の合計。

震災分は、震災復興計画では「中小企業経営安定資金

等貸付金」として計上。） 

実績： 

・令和5年度新規融資 5,806件 103,513,569千円  

商工金融課 

宮城県信用保証協会経

営基盤強化対策事業 

144,314 

（215,000） 

概要：県制度融資を利用した中小企業者の保証料負担軽

減のため、信用保証協会基本料率より引き下げた料率

を県制度保証料率として設定するとともに、協会に対

して引き下げ分の一部への補助を行った。 

※通常資金分、震災分、新型コロナウイルス対応分、富

県宮城資金円滑化支援事業の合計。 

実績： 

・通常資金分 105,120千円（補助対象融資：45,661,275

千円） 

・震災対応分 8,412 千円（補助対象融資：1,869,591 千

円） 

・富県宮城資金円滑化支援事業 1,726千円（補助対象融

資：92,000千円） 

・新型コロナウイルス対応分 29,056 千円（補助対象融

資：3,014,426千円） 

商工金融課 

中小企業金融対策推進費 
653 

（1,300） 

概要：中小企業者・小規模事業者向けの「令和 5 年度版

中小企業融資制度のごあんない」などを作成し、金融

機関等を通じて事業者への施策の周知を図った。 

実績： 

・令和 5 年度版中小企業融資制度のごあんない 7,300

部 

・宮城県中小企業金融制度の手引き 700部 

商工金融課 



 

46 

 

（２）成長・発展のための資金供給 

県内に工場・研究所等を新設・増設・移設する企業に対する融資、国内外からの投資促進を行った

ほか、保証料引き下げを行うことで、中小企業等の成長・発展のための資金調達への支援を実施した。 
（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

工業立地促進資金融資

事業 

21,641 

（200,000） 

概要：県内の工業団地等に立地しようとする企業に対し、用

地取得費を低利で融資することで県内への工場立地を促

進し、地域産業の振興及び雇用機会の拡大を図るもの。 

実績：新規貸付の実績なし 

産業立地推進課 

企業立地資金貸付事業 
4 

（4） 

概要：県内の工業団地等に立地しようとする企業に対し、建

物や機械、設備の取得費を低利で融資することで、県内へ

の工業立地を促進し、地域産業の振興及び雇用機会の拡大

を図るもの。 

実績：新規貸付の実績なし 

産業立地推進課 

富県宮城資金円滑化支

援事業 

1,726 

（17,000） 

概要：県信用保証協会が自動車関連産業、高度電子機械産業、

食品製造業関連産業等に取り組む中小企業に対して実施

している信用保証料軽減による減収分を一部補助した。 

実績： 

・“伊達な旅”整備促進資金分 1,120千円（補助対象融資：

72,000千円） 

・富県宮城資金分 516千円（補助対象融資：20,000千円） 

商工金融課 

中小企業高度化事業 
834,177 

（7,130） 

概要：中小企業者が共同して経営体質の改善、環境変化へ

の対応を図るために工業団地、ショッピングセンター等

を整備する事業に対して、長期低利の資金貸付を行うこ

とにより支援するもの。 

実績： 

・中小企業高度化事業希望事業者への高度化事業セミナ

ー開催実績 1 回 

・新規貸付 3 件（A方式 2件、B方式 1件） 

中小企業支援室 

外資系企業県内投資促

進事業（再掲） 

11,740 

（24,121） 

概要：海外からの対日投資を促進し，本県にメリットをも

たらす外資系企業の誘致及び県内企業の国際化・活性化

を図るため，国内外でのプロモーション活動等により本

県の投資環境を国内外に発信とともに，海外企業と県内

企業とのビジネスマッチング等の取組を実施した。 

実績： 

・外資系企業等訪問、面談実施件数：40 件 

・展示会への出展を通じた海外企業と大学、県内企業との

マッチング：21 件 

 国際ビジネス 

推進室 
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（３）東日本大震災からの復旧・復興に対応した資金供給 

中小企業等の東日本大震災からの復旧・復興を支援するため、金融支援や利子補給、震災に関連し

た二重債務買取を行う機関に対する出資、復旧に必要な設備等に対する導入資金の貸付を実施した。 

 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

中小企業等グループ

設備等復旧整備資金

貸付事業 

H23・24に貸付原資計495

億5千万円を措置済み 

概要：中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業に係

る復興事業計画の認定を受け、復旧・復興を目指す中

小企業者に対し、復旧に必要な設備等の導入資金につ

いて長期・無利子の貸付を行うもの。 

※（公財）みやぎ産業振興機構が事業を実施。 

実績： 

令和 5 年度：7 件に対して、309,540 千円の貸付実行

を行った。 

企業復興支援

室 

中小企業経営安定資

金等貸付金 

7,538,000 

（7,962,000） 

概要：震災により直接・間接の被害を受け、事業活動に

支障を来している中小企業者に対して金融支援を行

い、経営の安定化や復旧・復興を支援した。 

実績：令和5年度新規融資 102件 3,072,899千円 

商工金融課 

宮城県信用保証協会

経営基盤強化対策事

業（再掲） 

144,314 

（215,000） 

概要：県制度融資を利用した中小企業者の保証料負担軽

減のため、信用保証協会基本料率より引き下げた料率

を県制度保証料率として設定するとともに、協会に対

して引き下げ分の一部への補助を行った。 

※通常資金分、震災分、新型コロナウイルス対応分、富

県宮城資金円滑化支援事業の合計。 

実績： 

・通常資金分 105,120千円（補助対象融資：45,661,275

千円） 

・震災対応分 8,412千円（補助対象融資：1,869,591千

円） 

・富県宮城資金円滑化支援事業 1,726千円（補助対象融

資：92,000千円） 

・新型コロナウイルス対応分 29,056 千円（補助対象融

資：3,014,426千円） 

商工金融課 

被災中小企業者対策

資金利子補給事業 

2,605,017 

（1,767,781） 

概要：東日本大震災により被災した県内中小企業者の早

期の復旧・復興を支援するため、災害関連資金の融資

を受けた中小企業者のうち一定要件を満たした者に

利子補給を行った。また、令和元年度東日本台風等に

より被害を受けた中小企業者が、復旧のために借り入

れた資金に市町が利子補給を行った際、実施市町に対

し補助金を交付した。さらに、新型コロナウイルス感

染症対応資金の融資を受けた中小企業者のうち一定

の要件を満たした者に利子補給を行った。 

実績： 

・震災関連資金分  181件 11,850千円 

・令和元年東日本台風分 8件 32千円 

・記録的な暖冬・雪不足分 2件 86千円 

・令和4年7月14日からの豪雨被害分 

 3件 216千円 

・新型コロナウイルス感染症分 

 30,883件 2,554,097千円 

商工金融課 
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（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

中小企業等二重債務 

問題対策事業 

383 

（1,000） 

概要：中小企業者等の二重債務問題に対応するため、既

往債務の買い取りを行う「宮城産業復興機構」に出資

し、中小企業者等の円滑な再生を図った。 

実績： 

・宮城産業復興機構に対する管理報酬に係る出資 

 383千円 

商工金融課 

（４）金融機関等との連携強化 

金融機関との密接な情報交換、金融機関との連携を強化した。 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

中小企業金融対策推進費 

（再掲） 

653 

（1,300） 

概要：中小企業者・小規模事業者向けの「令和5年度版中小

企業融資制度のごあんない」などを作成し、金融機関等を

通じて事業者への施策の周知を図った。 

実績： 

・令和5年度版中小企業融資制度のごあんない 7,300部 

・宮城県中小企業金融制度の手引き 700部 

商工金融課 

 

（５）新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けた事業者への資金支援等 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響の長期化により、資金繰りに苦慮する中小企業・小規模事業

者の経営改善や事業再生を資金面で支援した。 

 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

宮城県信用保証協会経

営基盤強化対策事業

（再掲） 

144,314 

（215,000） 

概要：県制度融資を利用した中小企業者の保証料負担軽減の

ため、信用保証協会基本料率より引き下げた料率を県制度

保証料率として設定するとともに、協会に対して引き下げ

分の一部への補助を行った。 

※通常資金分、震災分、新型コロナウイルス対応分、富県宮

城資金円滑化支援事業の合計。 

実績： 

・通常資金分 105,120 千円（補助対象融資：45,661,275 千

円） 

・震災対応分 8,412千円（補助対象融資：1,869,591千円） 

・富県宮城資金円滑化支援事業 1,726千円（補助対象融資：

92,000千円） 

・新型コロナウイルス対応分 29,056 千円（補助対象融資：

3,014,426千円） 

商工金融課 
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（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

被災中小企業者対策資

金利子補給事業（再掲） 

2,605,017 

（1,767,781） 

概要：東日本大震災により被災した県内中小企業者の早期の

復旧・復興を支援するため、災害関連資金の融資を受けた

中小企業者のうち一定要件を満たした者に利子補給を行

った。また、令和元年度東日本台風等により被害を受けた

中小企業者が、復旧のために借り入れた資金に市町が利子

補給を行った際、実施市町に対し補助金を交付した。さら

に、新型コロナウイルス感染症対応資金の融資を受けた中

小企業者のうち一定の要件を満たした者に利子補給を行

った。 

実績： 

・震災関連資金分  181件 11,850千円 

・令和元年東日本台風分 8件 32千円 

・記録的な暖冬・雪不足分 2件 86千円 

・令和4年7月14日からの豪雨被害分 

 3件 216千円 

・新型コロナウイルス感染症分 

 30,883件 2,554,097千円 

商工金融課 

燃油高騰に伴う観光・ 

交通等支援事業 

143,990 

（-） 

概要：コロナ禍における原油等価格高騰の影響を受けている

事業者（遊覧船又はスキー場の運営事業者）に対し支援金

を交付し、事業継続を支援するとともに、観光需要の創出

を図った。 

実績： 

○宮城県観光事業者原油高騰緊急支援金 

交付決定件数   17件 

交付決定額 20,150千円 

○旅行業者を活用した地域観光業等支援事業 

・物価高騰の影響を受けている地域観光事業者等を支援する 

ため、本県の宿泊事業者や交通事業者を活用した需要喚起 

策を実施した。 

観光戦略課 
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５ 人材の育成及び確保並びに雇用環境の整備の促進      

74 事業 決算額1,764,628千円 

（重点的な取組との関連 ③④ ） 

 

［施策の方向性］ 
若年層、子育て層、高齢者、障害者等、様々な状況に対応した職業能力開発や職業相談等を通

じ、就業を希望する人の支援を行います。 
「宮城県における雇用の安定と定住推進協定」に基づき、宮城労働局など関係機関と連携しな

がら学校教育段階からの職業観の醸成や、専門技術の習得などの教育課程の充実等による人材の
育成を図るとともに、雇用のミスマッチをできる限り解消し、企業が求める人材と働きたい職場
のマッチングが円滑に進むよう、みやぎジョブカフェや「地学地就」コーディネーターなどによ
る各種就職支援の充実を図り、地元中小企業・小規模事業者への人材の定着を進めます。また、
ＵＩＪターン促進の取組により、県外からの人材の確保を図ります。 
さらに、働きやすい労働環境や、働きがいのある職場環境の整った企業が多くなるよう、啓発

活動などを通して仕事と生活の調和が取れた、労働環境の確保の取組を推進します。 

 

［令和５年度における施策の実施状況］ 

 

（１）人材の育成及び確保 

 

① 人材育成に関する学校教育の充実 

高校等において、企業や大学等との連携による実践的な教育の実施や「地学地就」コーディネ

ーターの配置をしたほか、宮城を支える次世代リーダーの育成、児童生徒が将来の志望や職業選

択などに関する心構えを持つための教育を実施した。 

                                  

  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

ネクストリーダー養成

塾事業 

2,991 

（2,454） 

概要：県内の中学生を対象に、知事や各界で活躍されている

方々の講話や、同世代の仲間たちとのグループワークなど

を通して、将来の夢や目標について考えてもらうきっかけ

づくりと、次代の地域を支える人材育成を目的とする。 

実績： 

・実施方法：2泊 3日の宿泊研修及び動画配信によるオンラ

イン研修 

・実施期間：[宿泊研修]令和5年8月4日（金）～6日（日） 

      [オンライン研修]令和5年8月18日（金）～9

月18日（月祝） 

・研修内容：知事、俳優（元ＡＫＢ４８） 岩田 華怜氏、

仙台青葉学院短期大学教授 遠藤 憲子氏、ヤグチ電子工

業株式会社取締役社長 佐藤 雅俊氏、一般社団法人ワカ

ツク代表理事 渡辺 一馬氏 による講話やワークショ

ップ等 

・参加者数：[宿泊研修]県内の中学生36人 

      [オンライン研修]県内の中学生12人 

共同参画社会 

推進課 
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  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

次世代リーダー育成支

援事業（再掲） 

※R3までは「みやぎカイ

ゼンマイスター育成事

業」 

6,000 

（6,000） 

概要：新事業への進出やデジタル技術の活用による生産性

向上といった戦略的経営に取り組むリーダーの育成に

向け、次期後継者や管理職層を対象とした実地研修を実

施した。  

実績： 

・研修期間：令和 5年 7月 21 日～令和 5年 12 月 15 日 

・カリキュラム内容：生産現場での IoT、DX、生産現場改

善、新事業展開、環境経営、チームマネジメント、マー

ケティング、産学官連携 等 

・受講者数：12 名 

新産業振興課 

立地企業雇用確保支援

事業 

1,163 

(693) 

概要：県内に新たに立地した中堅・中小企業は，地元の学生・

学校の先生・保護者等に十分に認知されておらず、人材確

保に苦慮している場合があることから、県と立地企業が合

同で高校等を訪問し、学校の先生や関係機関の担当職員に

立地企業を紹介し、県内ものづくり企業等への就職を促進

した。また、立地企業紹介動画制作などによる認知度向上

に努めた。 

実績：  

・県と立地企業の合同による高校等への訪問（企業 14 社と

延105校（か所）を訪問） 

・立地企業2社の企業紹介動画制作 

産業立地推進課 

生産現場改善強化支援

事業（再掲） 

37,845 

（44,200） 

概要：みやぎ産業振興機構が培った中小企業（ものづくり）

支援のノウハウを基盤として、県内中小企業・小規模事

業者に対する伴走型支援体制を拡充し、ものづくり産業

の生産現場における生産性改善等の取組を支援するとと

もに、人員配置の適正化等による経営安定化を促進した。 

実績： 

・生産性改善活動支援 14社 

・生産性向上のための設備導入等支援 11社 

・現場改善セミナー 3回開催 

中小企業支援室 

産業人材養成教員研修

事業 

878 

（1,980） 

概要：工業等を担当する教員を各分野で最先端の技術・技能

を有する企業等に派遣するなどして、産業界の最新技術等

を習得させ、教員の指導力の更なる向上を図った。 

実績： 

・協力企業数： 9社 

・参加高校数： 5校 

・派遣型研修：実施研修数 4研修、受講者数 9人 

・招へい型研修：実施研修数 2研修、受講者数 5人 

教職員課 

志教育支援事業 
1,125 

（1,846） 

概要：これまで中学校区を指定し進めてきた推進地区指定事

業を、市町村への委託事業として内容を改編し、独自性や

自主性を生かした志教育の取組を促す支援をしていくこ

ととした。令和５年度は大崎市を指定地区とし、所管する

中学校すべてで、児童生徒の実態や地域の特色を生かした

事業計画を立案し、地域交流、校種間交流、地域貢献、伝

統の継承等を意識した取組が進められた。  

実績：事業計画に基づいたそれぞれ学校種での交流事業・体

験事業や、地域との連携事業は概ね計画どおり進めること

ができた。児童生徒、異校種、地域等とのかかわりを通し

て、よりよい生き方や地域社会での役割等に関する意識の

向上が見られた。活動の概要や成果及び課題については、

報告書として冊子にまとめ、県のウェブページでも情報発

信を行った。  

義務教育課 
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  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

「地学地就」産業人材

育成事業 

46,021 

（57,659） 

概要：地域の企業と学校が連携協力し、富県宮城の将来を

支える「ものづくり人材の育成」と「県内企業への就職」

を支援するため、経済商工観光部等と連携・協働し、生

徒と企業とのマッチングを行い、職場定着の推進を図っ

た。また、県内企業からの採用相談等に対して、人手不

足の解消を支援した。 

実績： 

・「地学地就」統括コーディネーター  1人（高校教育課、

産業人材対策課） 

・「地学地就」コーディネーター13人を採用し、 22校に配

置（ほか4地方振興事務所） 

 蔵王・大河原地振・柴田農林・伊具・宮城広瀬・柴田・利

府・仙台地振・塩釜・泉松陵・岩出山・北部地振・一迫商

業・涌谷・加美農業・中新田・小牛田農林・登米・石巻商

業・東部地振・水産・石巻北高校飯野川・南三陸・東松島・

本吉響・気仙沼向洋 

高校教育課 

みやぎクラフトマン２１

事業 

4,811 

（5,100） 

概要：企業ＯＢ等の熟練技能者による指導や、高校生が現場

実習の機会をとおして実践的な知識や技術・技能に触れる

など、工業系高校生の技術力向上と地域産業を支える人材

を確保するため、企業と連携した実践的な授業等の支援を

行った。 

実績：  

・実践校 12校（私立1校含む） 

・実践プログラム数 113件 

・協力企業社数 212社 

高校教育課 

進路達成支援事業 
3,292 

（3,127） 

概要：就職を希望する生徒を対象とした就職ガイダンスや

模擬面接指導、保護者を対象とした就職環境等の理解促

進のためのセミナー、内定した生徒を対象とした入社準

備セミナーを実施した。 

実績： 

・進路達成セミナー 参加学校 34校 

  実施回数25回（学校開催23回、公所開催1回、動画配

信1回） 

  参加生徒733人、動画視聴45回 

・みやぎ高校生入社準備セミナー 参加校数   23校 

  実施回数23回 参加生徒896人 

  しごと応援カード作成配布 13,000枚 

・高校生の就職を考える保護者セミナー 動画配信2回 

  視聴回数240回、参加校15校 

・企業説明会 6地区 2083人 参加企業379社 

・就職面接会 2 回 参加生徒数 81 人、参加企業数 103 社  

高校教育課 

高等学校「志教育」推進

事業 

1,226 

（2,001） 

概要：高校生が自ら社会で果たすべき役割を主体的に考えな

がら、より良い生き方を目指し、その実現に向かって意欲

的に物事に取り組む姿勢を育む教育を推進した。 

実績：「みやぎ高校生フォーラム」の開催 

参加校 県立高校74校 

高校教育課 
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② 産業人材の育成 

創業支援人材との連携や、高度IT人材の育成など、産学官が連携し多様な人材育成を推進すると
ともに、関係機関相互の情報共有・意見交換等を行うことで、産業人材育成の体制整備に取り組んだ
ほか、学生に対する専門教育を充実させた。 

  

  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

デジタル人材採用・育成

支援事業 

28,611 

（38,259） 

概要：学生等の県内IT企業への就業を促進するため、県内

IT 産業や企業の知名度向上を目的として、教育機関と連

携して行う取組を支援するとともに、新卒者等未経験者

向け及び中堅層向けIT技術者育成、新たな案件の受注や

自社サービスの開発を担う高度技術者向けの地域高度 IT

技術者育成を図った。  

実績： 

・新卒者等未経験者及び中堅層向けIT技術者育成事業 

 新卒者：8社20名、中堅層：16社 43名 

・高度IT技術者育成事業 

 36社 73名 

産業デジタル推

進課 

デジタルエンジニアリン

グ高度化支援事業 

24,065 

(28,817) 

概要：ものづくりにおける新たな手法として、３次元ＣＡＤ

や３Ｄプリンターの活用が重要となっており、これら高

度に活用したものづくり（デジタルエンジニアリング、Ｄ

Ｅ）を行う技術者（デジタルエンジニア）を養成し、航空

機や医療、ロボット等の分野での新規参入や新産業創出

に向けた県内中小企業の競争力強化（提案型企業の増加）

を図り、もって提案能力の高いニッチトップ企業が創出

されることに伴う優秀なエンジニアの県内への定着を図

る。  

実績： 

・産業技術総合センターに「みやぎＤＥセンター」を設置

し、学術研究機関と連携しながら、研究会やセミナー（計

3回）を実施したほか、ＤＥコーディネーターを配置し、

県内企業が抱える個別課題の解決や試作品の開発支援等

を行い、デジタルエンジニアリング技術の普及促進を図

った。 

新産業振興課 

みやぎ高度電子機械人

材育成センター事業 

1,610 

（2,607） 

概要：意欲あふれる優秀な人材を育成し、本県立地企業及び

県内企業の若手人材を確保することにより、高度電子機

械産業の集積と振興を図るため、産学官が連携した「みや

ぎ高度電子機械人材育成センター」を通じて、県内理工系

大学・高専（主に大学3年生）の学生を対象とした実践的

な研修を実施した。 

実績： 

・令和5年度は5日間の研修を開催 8/21～8/25（受講者25

名、うち修了者25名） 

新産業振興課 

みやぎカーインテリジェ

ント人材育成センター事

業 

4,097 

（5,708） 

概要：東北7県（新潟県を含む。）の大学、高専、専門学校

等の学生を対象に、自動車産業への理解や関心を高める

ため、自動車の基礎やトレンド等を学ぶ座学から電子制

御分野にわたる総合的かつ実践的な研修を開催し、自動

車設計・開発に携わる時代を担う技術者の養成を行った。 

 一部講座を会場受講とオンライン受講を選択できるハイ

ブリッド型で開催した。 

実績： 

・R5実績 6講座 79時間（計13日、延べ44日間） 

・R5修了者数 72名 

・R4年度修了生が自動車関連企業へ就職した割合 46.4％ 

自動車産業 

振興室 
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  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

みやぎ創業推進支援事

業（みやぎ創業支援ネッ

トワーク事業）（再掲） 

1,100 

（1,100） 

概要：県内のインキュベーションマネージャー（IM）のフォ

ローアップ及び創業支援機関、東北IM連携協議会等との

連携を図り、IM の能力を最大限に発揮できる体制を整え

た。 

 また、県内 IM のスキルアップや IM 同士のネットワーク

化を進め、創業者への総合的な支援が可能な創業支援機

能の面的強化を推進した。 

実績： 

・スキルアップ研修会 3回 

・地域交流会 2回 

中小企業支援室 

産業人材育成プラット

フォーム推進事業 

784 

（1,281） 

概要：「みやぎ産業人材育成プラットフォーム」を活用し、

県で実施する新規施策やDXに対応した人材の育成・確保

の取組に関する意見交換を行ったほか、各参画機関の取

組等について情報共有を図った。また、「圏域版プラット

フォーム」では、各圏域の実情に応じた取組として高等学

校等向けに企業見学会等を開催した。 

実績： 

・みやぎ産業人材育成プラットフォーム  

  全体会議1回  

・圏域版産業人材育成プラットフォーム 

  全体会議及びコアメンバー会議 7圏域 16回開催 

  関連事業 7圏域 43事業実施 

産業人材対策課 

みやぎ・せんだい地域人

材育成協働事業プラッ

トフォーム 

非予算 

（非予算） 

概要：県内の学生に対し、県内にある就職先の多様な魅力及

び優位性を示すことで、県内に所在する大学等の卒業生

の県内就職率を向上させるとともに、県内における産学

官全体の活性化に寄与することを目的とし、みやぎの企

業発見プログラム等を実施した。 

実績： 

・プラットフォーム会議 １回 

・運営部会 3回 

・みやぎの就業体験プログラム 

 説明会参加者数115人、就業体験参加者数43人 

・みやぎの企業発見プログラム  

 参加者数110人 

・みやぎのIT発見プログラム   

 web視聴者数延べ337人、対面イベント参加者43人 

・みやぎの自治体発見プログラム 

 web視聴者数延べ257人、体験プログラム参加者１人 

産業人材対策課 

雇用協定・キャリア教育

の覚書の締結 

非予算 

（非予算） 

概要：県民の暮らしの向上と若い世代の県内への定住を推

し進めるため、平成 27 年 10 月に「宮城県における雇用

の安定と定住推進協定」を締結するとともに、平成27年

10月及び平成28年 3月に「キャリア教育・志教育の推進

に関する覚書」を締結した。 

実績：協定の目的達成に向けて実施した事業の実績を検証

するとともに、具体的な取組、実施方法及び数値目標等を

事業計画として策定した。 

産業人材対策課 

雇用対策課 

課題解決型インターン

シップ推進事業 

3,983 

（-） 

概要：県内ものづくり企業の即戦力となる人材の育成やそ

の魅力を参加学生が認識する機会を提供するため、実際

の課題を内容とする 3 週間以上のインターンシップを実

施した企業に補助金を助成した。 

実績： 

・インターンシップ受入企業数13社、参加学生数25人 

産業人材対策課 
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  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

社会人との対話による

キャリア発達支援事業 

11,065 

 （11,336） 

概要：県内の児童・生徒を対象とした社会人との対話プログ

ラムを通じて、勤労観・職業観を持った人材を育成すると

ともに、地域内企業の社員同士の交流機会を提供した。 

実績： 

・NPO 団体等への業務委託 7 団体（小中高延べ 63 校 児

童・生徒延べ1,357人参加） 

産業人材対策課 

みやぎ学生×企業コミ

ュ活事業 

7,205 

（7,284） 

概要：県内で働く社会人との交流の場を設けることにより、

学生の視野を広げ、県内企業や県内就職についての具体

的なイメージを持たせるきっかけとし、県内企業の認知

度向上を図るとともに、県内企業への就職を促進した。 

実績： 

・みやぎ業界研究セミナー 年 4回 参加学生数 延べ 38

人 

・学生と企業との交流イベント 年 2 回 参加学生数 延

べ60人 

産業人材対策課 

みやぎ人財活躍フラグ

シップ企業育成事業 

23,000 

（-） 

概要：多様な人材の活躍を促進するため、地域企業を牽引

するフラグシップ企業の育成を目的として、13 社の伴

走支援を行い、女性活躍等のテーマによるネットワー

クの立ち上げを行った。 

実績： 

・人財活躍プラン策定数 12 社 

・良質な雇用 78 名 

雇用対策課 

農山漁村発イノベーシ

ョンサポート事業 

（再掲） 

13,716 

（13,750） 

概要： 

・農山漁村発イノベーションサポートセンターを設置し、

６次産業化をはじめとした、地域資源を活用した農山漁

村発イノベーションに取り組む事業者に対し、専門家の

派遣等により事業計画の策定や商品開発等の課題解決に

向け、伴走支援を実施した。 

・また、農山漁村発イノベーションに取り組む人材を育成

するため、研修会(座学及び現地視察等）を開催するとと

もに、市町村が実施する人材育成への経費の支援を行っ

た。 

実績： 

・サポートセンターでは、重点支援対象者 4 者に対し、そ

れぞれの課題解決に必要な専門家を派遣し、経営計画の

策定支援や商品の販路開拓支援、企業ブランドの整理や

ターゲット及びコンセプトの設定支援を行った。 

・人材育成については、事業計画の策定や事業実施に必要

な法令の知識等について11日の継続的な研修会（集合研

修 8 日、個別支援 2 日、フォローアップ研修 1 日）を開

催し、10 名が参加、それぞれ事業計画案の策定までの実

習を行いスキルアップが図られた。また、山元町が実施す

る人材育成研修に対する経費の支援を行った。 

農政部農山漁村

なりわい課 
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③ 技術や資格等の習得 

情報関連産業においては組込み技術者などの養成、福祉分野においては人材確保や技能習得・就労

の支援を行ったほか、ものづくり中小企業等を支援する人材の育成事業を実施した。 
  

  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

福祉・介護人材マッチング

機能強化事業 

18,900 

(19,087) 

概要：求人事業所と求職者双方のニーズを把握し、円滑な

人材参入・定着を支援するため、宮城県福祉人材センター

に配置した専門員による職場開拓や就労支援・定着支援

のための研修会の実施など、福祉・介護人材の安定的な確

保を推進した。 

実績： 

・職場開拓及び就業後フォローアップのための事業所訪問 

153か所 

・若年層の福祉分野への就業促進を図るための学校訪問    

20回 

・ハローワークにおける出張相談 96回 

・就職面談会等の開催 13回 

社会福祉課 

介護職員初任者研修受

講支援事業 

33,129 

（40,622） 

概要：介護事業所の人材不足に対応するため、無資格の方

を雇用し介護業務に従事させる場合に、雇用期間中の

勤務の一部として介護業務に必要な研修（介護職員初

任者研修）を受講させることで、介護業務に必要な知

識･技術の習得を図り、介護人材の育成と定着促進を図

った｡ 

実績：  

・制度の活用により無資格職員への研修受講を実施した

事業所 75 法人 114 事業所 158 人 

長寿社会政策課 

みやぎ障害者 IT サポー

ト事業 

14,971 

（14,754） 

概要：「みやぎ障害者ITサポートセンター」を中核機関と

し、パソコン教室の開催、講師の派遣、IT 利活用に関す

る相談対応等の支援を行うことにより、IT を活用した障

害者の就労を支援し、障害者の社会参加を総合的に推進

した。 

実績： 

・相談件数 548件 

・訪問講習 訪問回数42回 受講者数15人 

・ITスキルアップ講習 開催回数34回 受講者数135人 

障害福祉課 

就労支援事業 
622 

（574） 

概要：障害者の就労を促進するため、県庁における障害者

の就業体験の場の創出等を行った。 

実績： 

・障害者ビジネスアシスタント事業 訓練受入人数12人 

障害福祉課 

障害福祉関係施設人材

確保支援事業 

8,431 

（9,990） 

概要：県内の障害福祉分野の人材確保・育成を図るため、

無資格の者を新たに雇用し、介護業務に従事させなが

ら、雇用期間中の勤務の一部として、介護職員初任者

研修等を受講させる事業者を支援することを目的に、

研修費用及び研修を受講している期間の代替職員相当

分の人件費への補助を行った。 

実績：46 法人 103 人雇用 

障害福祉課 
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  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

次世代リーダー育成支

援事業（再掲） 

※R3 までは「みやぎカ

イゼンマイスター育成

事業」 

6,000 

（6,000） 

概要：新事業への進出やデジタル技術の活用による生産

性向上といった戦略的経営に取り組むリーダーの育成

に向け、次期後継者や管理職層を対象とした実地研修

を実施した。  

実績： 

・研修期間：令和 5年 7月 21 日～令和 5年 12 月 15 日 

・カリキュラム内容：生産現場での IoT、DX、生産現場改

善、新事業展開、環境経営、チームマネジメント、マー

ケティング、産学官連携 等 

・受講者数：12 名 

新産業振興課 

みやぎ創業推進支援事

業（みやぎ創業支援ネッ

トワーク事業）（再掲） 

1,100 

（1,100） 

概要：県内のインキュベーションマネージャー（IM）のフォ

ローアップ及び創業支援機関、東北IM連携協議会等との

連携を図り、IM の能力を最大限に発揮できる体制を整え

た。 

 また、県内 IM のスキルアップや IM 同士のネットワーク

化を進め、創業者への総合的な支援が可能な創業支援機

能の面的強化を推進した。 

実績： 

・スキルアップ研修会 3回 

・地域交流会 2回 

中小企業支援室 

離職者等再就職訓練事

業 

245,066 

（474,681） 

概要：職業転換又は新たな職業に就こうとする離職者等に

対し、IT（パソコン操作等）、ＯＡ（簿記等）、介護など

の分野に係る職業訓練を民間教育訓練事業者に委託して

実施した。 

実績： 

・職業訓練 開講67コース、入校者数865人(R5年度) 

・就職率 77.1％(R6.6月末現在) 

産業人材対策課 

みやぎ人財活躍応援セ

ンター運営事業 

120,000 

（-） 

概要：女性、高齢者等の潜在能力の掘り起こしを行い、求

職者と企業のマッチングを図るため、県の就職支援拠

点である「みやぎシゴトサポーター」を県内 4 カ所に

設置し、求職者に対しては、キャリアコンサルティン

グなどによる就職支援、企業に対しては、企業訪問に

より、企業が抱える採用や人手不足に対する課題解決

や人材定着のための支援を実施した。また、業界研究

セミナーや職場見学会、合同企業説明会を開催し、企

業の労働力確保を支援した。 

実績： 

・企業訪問回数 3,075 回 

・登録者数 3,176 名 

・就職者数 3,792 名 

・良質な雇用 356 名 

雇用対策課 

安定就労に向けた人材

育成事業 

15,155 

（-） 

概要：非正規社員等を安定就労に繋げるため、一体的にマネ

ージメントするカウンセラーを配置し、キャリア形成支

援セミナーや企業実習、職業訓練など、就業マッチング支

援等を実施した。 

実績： 

・キャリア形成支援セミナー 受講者数14人 

・ITスキル訓練      受講者数13人 

産業人材対策課 
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④ 新規学卒者等に対する支援 

新規学卒者向けの企業説明会やものづくり企業に対する学生・生徒の認知度向上のためのセミナ

ー等を開催したほか、県内企業でのインターンシップの実施を支援した。さらに、みやぎジョブカフ

ェでは若者の就職・転職をワンストップで支援した。 
  

  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

立地企業雇用確保支

援事業（再掲） 

1,163 

(693) 

概要：県内に新たに立地した中堅・中小企業は，地元の学

生・学校の先生・保護者等に十分に認知されておらず，

人材確保に苦慮している場合があることから、県と立地

企業が合同で高校等を訪問し、学校の先生や関係機関の

担当職員に立地企業を紹介し、県内ものづくり企業等へ

の就職を促進した。また、立地企業紹介動画制作などに

よる認知度向上に努めた。 

実績：  

・県と立地企業の合同による高校等への訪問（企業14社と

延105校（か所）を訪問） 

・立地企業2社の企業紹介動画制作 

産業立地推進課 

ものづくり人材育成確

保対策事業 

32,057 

（36,163） 

概要：ものづくり人材を確保するため、企業の認知度向上

等を図り、学生等の県内就職・就業や地元定着の促進を

図った。 

実績： 

・高校生向けものづくり企業見学会 28回 延べ1,076人 

・工業系高校生に対する熟練技能者による実践指導 118

回 延べ4,671人 

・高校生等キャリア教育セミナー 延べ21回 延べ393人 

・夏休み親子工作教室（小学生向け）参加親子 74組 

・ものづくり産業広報誌の発行 年4回 各14,000部 

産業人材対策課 

みやぎdeインターン

シップ事業 

16,546 

（16,546） 

概要：首都圏等に在住する学生や県内学生向けに、宮城県

内ものづくり企業でのインターンシップを実施すること

で、宮城県内ものづくり企業への就職や地元定着を促進

することにより、ものづくり産業を担う人材確保を支援

した。 

実績：  

・インターンシップ参加学生数 延べ112人 

・登録企業数 86社 

産業人材対策課 

若年者就職支援ワンストッ

プセンター設置事業 

58,417 

（61,346） 

概要：みやぎ若年者就職支援センター（みやぎジョブカ

フェ）において、キャリアカウンセリング（個別就職

相談）や就職活動支援セミナー、併設する仙台新卒応

援ハローワークによる職業紹介など、就職支援をワン

ストップでサポートした。 

実績：利用者数8,571人 

雇用対策課 

新規大卒者等就職援助

事業 

2,195 

（-） 

概要：令和 6 年 1 月に「宮城合同就職面接会」（宮城労働

局主催、宮城県・仙台市共催）、令和 6 年 3 月に「みや

ぎ就職ガイダンス」（宮城県・宮城労働局・仙台市主催）

を実施した。 

実績： 

・「宮城合同就職面接会」 企業：58社 参加者：101名  

・「みやぎ就職ガイダンス」 企業：82社 参加者：160名 

雇用対策課 
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  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

高卒就職者援助事業 
1,442 

（1,912） 

概要：令和 5 年 7 月に「合同企業説明会」（宮城労働局・

宮城県・仙台市主催）、令和５年１０月に「合同就職面接

会」（宮城労働局・宮城県・仙台市主催）を実施した。 

実績： 

・合同企業説明会 企業：379社 生徒：2,083名 

・合同就職説明会 企業：103社 生徒：81名 

雇用対策課 

みやぎの若者の職業的

自立支援対策事業 

1,934 

（2,022） 

概要：若年無業者の自立支援を行う地域若者サポートス

テーションが実施する支援メニューの充実を図るた

め、一部を県からの委託で実施したほか、宮城県若者

自立支援ネットワークの運営により、サポートステー

ションと関係機関の連携を図った。 

実績：  

・支援数3機関（仙台、大崎、石巻） 

・利用者数 2,984人 

雇用対策課 

Z世代推し事（お仕

事）はかどるプロジェ

クト 

33,000 

（31,348） 

概要：若者（Z世代）の県内就職を促進するため、県内企業に

対してセミナーの実施及び専門家派遣を通して Z 世代の採

用・定着に関する課題解決に向けた支援を行った。またZ世

代である学生に対して、番組配信イベントを実施したほか、

合同企業説明会や座談会を通して県内企業と学生のマッチ

ングを支援した。 

実績： 

・セミナー参加企業数 103社 

・個別支援企業数 22社 

・番組配信イベント参加者（現地・オンライン） 338人 

・番組配信視聴者数 47,868回 

・支援対象企業における新規採用者数 134人 

・支援対象企業における新規高卒従業員の離職率 8.8％ 

雇用対策課 

 

 

 ⑤ 障害者に対する支援 

県内企業における障害者雇用の促進を図るため、企業訪問やセミナーの開催による普及啓発を行

ったほか、就業体験やITスキルの研修などの就労支援を行った。 

  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

みやぎ障害者 IT サポー

ト事業（再掲） 

14,971 

（14,754） 

概要：「みやぎ障害者 IT サポートセンター」を中核機関と

し、パソコン教室の開催、講師の派遣、IT利活用に関する

相談対応等の支援を行うことにより、ITを活用した障害者

の就労を支援し、障害者の社会参加を総合的に推進した。 

実績： 

・相談件数 548件 

・訪問講習 訪問回数42回 受講者数15人 

・ITスキルアップ講習 開催回数34回 受講者数135人 

障害福祉課 

就労支援事業（再掲） 
622 

（574） 

概要：障害者の就労を促進するため、県庁における障害者

の就業体験の場の創出等を行った。 

実績： 

・障害者ビジネスアシスタント事業 訓練受入人数 12 人 

障害福祉課 
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障害者雇用プラスワン事

業 

30,510  

（-） 

概要：県内企業における障害者雇用の促進を図るため、企業

訪問やセミナーの開催等による普及啓発・障害者雇用に向

けた助言を行った。 

実績： 

・企業訪問による障害者雇用の普及啓発：738件 

・企業向けセミナーの開催：31回 

・学校見学会、障害者雇用優良企業見学会の開催：28回 

・出前セミナーの開催：28回 

・本事業を通じた障害者の就職件数：235件 

雇用対策課 

 

⑥ 女性・中高年齢者等に対する支援  

女性の活躍による地域経済の活性化や多様な地域課題解決に向けて、経済団体等と連携会議やセ

ミナーを実施した他、ものづくり産業における働きやすさ向上のため、事業所内保育施設等の整備を

支援した。 

  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

いきいき男女共同参画

推進事業 

3,746 

（3,652） 

概要：企業等におけるポジティブ・アクションやワーク・ライ

フ・バランスについての普及啓発を図ることにより、女性も

男性も能力を発揮しやすい両立支援等の充実した職場環境

づくりを促進するとともに、キャリアアップを目指す女性

や女性の活躍促進を支援する人材の育成を図った。 

実績： 

・宮城県男女共同参画推進 DAY（「いきいき男女・にこにこ

子育て応援企業」表彰式、講演） 参加49人 

・キャリアアップを目指す女性向けワークショップの開催 

2回 参加24人 

・大学生、高校生を対象としたワークショップの開催 3 回 

参加669人 

・女性のチカラを活かす企業認証制度による認証企業数 

629社（令和6年3月1日時点） 

・男性にとっての男女共同参画普及啓発ワークショップの開

催 7 回（県主催 3 回及び市町村との共催 4 回）参加 213

人（県136人、市町村77人） 

共同参画社会 

推進課 

地域女性活躍推進事業 
3,997 

（4,186） 

概要：女性の活躍による地域経済の活性化や多様な地域課題

の解決に向けて、経済団体や各種団体との連携構築を目的

とした会議やセミナー等を実施した。 

実績： 

・みやぎの女性活躍促進連携会議の開催 

・みやぎの女性活躍促進サポーター養成事業 研修会3回実

施・67名参加、交流会1回実施27名参加、女性活躍促進

ハンドブック300部作成 

・女性活躍ネットワーク事業 ワークショップ・セミナー3

回実施、ネットワーク会議1回実施 

共同参画社会 

推進課 
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みやぎ人財活躍応援セ

ンター運営事業（再掲） 

120,000 

（-） 

概要：女性、高齢者等の潜在能力の掘り起こしを行い、求

職者と企業のマッチングを図るため、県の就職支援拠点

である「みやぎシゴトサポーター」を県内 4カ所に設置

し、求職者に対しては、キャリアコンサルティングなど

による就職支援、企業に対しては、企業訪問により、企

業が抱える採用や人手不足に対する課題解決や人材定

着のための支援を実施した。また、業界研究セミナーや

職場見学会、合同企業説明会を開催し、企業の労働力確

保を支援した。 

実績： 

・企業訪問回数 3,075 回 

・登録者数 3,176 名 

・就職者数 3,792 名 

・良質な雇用 356 名 

雇用対策課 

子育てと仕事の両立の

ための多様な働き方支

援事業 

15,109 

（36,410） 

概要：出産や育児等により離職した女性の再就職を支援する「み

やぎ女性のキャリア・リスタートセンター」を運営し、キャ

リアカウンセリング、就職応援セミナー等を実施した。 

また、県内で働き方改革を実施している企業を「みやぎ働き方

改革実践企業」として認証し、取組を支援した。 

実績： 

・「みやぎ女性のキャリア・リスタートセンター」 

新規登録者数 233人 

・就職決定報告数 延べ46人 

・みやぎ働き方改革実践企業 33社 

雇用対策課 

みやぎの女性応援プロ

ジェクト推進事業（女性

にやさしい職場環境づ

くりモデル事業） 

【R5新規】 

10,900 

（13,140） 

概要：女性の採用や活躍ができる環境の整備に意欲的な企業

に対し、社会保険労務士や中小企業診断士の専門家を派遣

して、現状の分析や目標の設定、就業規則改正等の指導・

助言を行うとともに、女性が働きやすい環境とするための

施設・設備の整備に要する費用の一部に補助を行った。 

実績 

・専門家派遣による支援：15事業者 

・施設・設備の整備等への補助：6事業者 

共同参画社会 

推進課 
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⑦ ＵＩＪターン等の支援 

ＵＩＪターンを促進するため、東京都に移住相談窓口を設置し、移住・定住の情報提供・相談対応

を実施したほか、創業情報の提供、プロフェッショナル人材を雇用する企業への経費助成、プロフェ

ッショナル人材戦略マネージャーの派遣、県外学生への交通費助成等によりＵＩＪターンを支援し

た。 

 

  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

移住・定住推進事業 
51,898 

（52,179） 

概要：宮城県への移住を支援するため、東京都内に移住相談

窓口「みやぎ移住サポートセンター」を設置し、移住希望

者に対する相談対応や、県内企業・市町村とのマッチング

支援等を行った。また、県内市町村・関係団体等と連携し

て、移住イベントを実施したほか、全国の移住関心層に向

けた移住関連情報サイト「みやぎ移住・交流ガイド」によ

り情報発信を行った。  

実績： 

・みやぎ移住サポートセンターの設置・運営   

相談件数3,230件 移住決定者数71組                                    

・みやぎ移住・定住推進県民会議の開催 1回                              

・全市町村参加による移住イベントの開催 

来場者206組 276人 

・移住定住推進連携事業 3事業 

地域振興課 

スタートアップ加速化

支援事業（再掲） 

58,113 

（68,073） 

概要：県内における創業及び雇用の創出を支援するため、

県内で創業等する事業者に対してスタートアップに要

する経費への補助を行った。 

実績：補助実績：41 者（新規 20 者、継続 21 者） 

中小企業支援室 

みやぎＵＩＪターン起

業支援事業（再掲） 

13,336 

（16,064） 

概要： UIJ ターンにより創業又は第二創業する者に対し、

スタートアップ資金を補助するとともに、支援機関に

よる伴走型支援を実施し、経営安定まで支援を行った。 

実績：支援事業者数：5者 

中小企業支援室 

みやぎ創業推進支援事

業（創業情報提供事業）

（再掲） 

4,828 

（5,065） 

概要：創業情報提供サイト（みやぎ創業ガイド）の運営、創

業イベントの開催、本県での創業や個別の創業計画に関

する相談への対応を実施した。 

実績： 

・みやぎ創業ガイドHP、facebookによる創業情報発信回数 

43回 

・創業イベントの開催 8回（参加者 65人） 

・創業相談対応 232件 

・相談対応による創業者 7人 

中小企業支援室 

みやぎ創業推進支援事

業（みやぎ創業促進事

業）（再掲） 

4,425 

(4,000) 

 

概要：宮城県内の各地域が抱える地域課題に対して、創業を

前提とした新たな視点での解決策の提案等を行うビジネ

スプランコンテストを開催するとともに、コンテスト参

加者の創業を伴走的に支援するための取組を実施した。 

実績： 

・ソーシャルイシューアイデアコンテストの実施 応募者

26名 

・最優秀者2名に対する補助金交付 

2件（500,000円、435,150円） 

中小企業支援室 
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  （単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

みやぎ創業推進支援事

業（市町村創業支援ネッ

トワーク事業）（再掲） 

125 

（265） 

概要：県内の市町村の創業支援担当者による市町村創業支

援ネットワークを構築し、ネットワーク内で情報共有を

図った。 

実績：市町村創業支援ネットワーク会議の開催 2回 

中小企業支援室 

宮城ＵＩＪターン助成

金事業 

32,205 

（38,000） 

概要： 県外に居住するプロフェッショナル人材を有料人

材紹介事業者を介し新たに雇用またはお試し就業を行

った県内中小企業に対して、その紹介手数料の一部を

助成した。 

実績： 

・交付決定数 22件 

雇用対策課 

ＵＩＪターン学生就職

支援事業 

22,820 

（19,694） 

概要：企業の人手不足に資するため、「みやぎIJUターン就

職支援オフィス」を東京と仙台に設置し、県内企業の求人

開拓を行い、開拓した求人の専用ホームページみやぎ移

住ガイドへの掲載、宮城県へのＵＩＪターンを希望する

学生への企業情報等の提供等、県内企業の人材確保を支

援した。 

実績： 

・登録者数：563人 

・就職相談件数：880件 

・訪問企業数：121件 

・新規登録求人：356件 

・就職件数：67人 

雇用対策課 

学生ＵＩＪターン支援

事業 

13,251  

（-） 

概要：県外学生等の県内企業への UIJ ターン就職を促進す

るため、宮城県内で就職活動を行った学生等に対し、来県

費用の交通費、宿泊費の一部を助成した。 

実績：交付決定件数：334件（3,886,500円） 

雇用対策課 

プロフェッショナル人

材戦略拠点運営事業 

52,655 

（55,640） 

概要：プロフェッショナル人材戦略拠点に配置したマネー

ジャー等が県内企業を訪問し、経営者に対して「攻めの経

営」への転換を促すとともに、その実現に必要な人材の採

用に向けて、関係機関と連携しながら支援を行った。 

実績： 

・企業訪問件数 558件 

・成約件数 350件 

雇用対策課 
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（２）働き方改革の普及・啓発とワーク・ライフ・バランス 

ワーク・ライフ・バランスの普及啓発や働き方改革の取組を実施している企業を専用ポータルサイ

トで情報発信した他、女性の働きやすい職場環境の整備に関する連携体制構築、男女共同参画に関す

るワークショップ等を実施した。 
 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

地域女性活躍推進事業

（再掲） 

3,997 

（4,186） 

概要：女性の活躍による地域経済の活性化や多様な地域課題

の解決に向けて、経済団体や各種団体との連携構築を目的

とした会議やセミナー等を実施した。 

実績： 

・みやぎの女性活躍促進連携会議の開催 

・みやぎの女性活躍促進サポーター養成事業 研修会3回実

施・67名参加、交流会1回実施27名参加、女性活躍促進

ハンドブック300部作成 

・女性活躍ネットワーク事業 ワークショップ・セミナー3

回実施、ネットワーク会議1回実施 

共同参画社会 

推進課 

いきいき男女共同参画

推進事業（再掲） 

3,746 

（3,652） 

概要：企業等におけるポジティブ・アクションやワーク・ライ

フ・バランスについての普及啓発を図ることにより、女性も

男性も能力を発揮しやすい両立支援等の充実した職場環境

づくりを促進するとともに、キャリアアップを目指す女性

や女性の活躍促進を支援する人材の育成を図った。 

実績： 

・宮城県男女共同参画推進 DAY（「いきいき男女・にこにこ

子育て応援企業」表彰式、講演） 参加49人 

・キャリアアップを目指す女性向けワークショップの開催 

2回 参加24人 

・大学生、高校生を対象としたワークショップの開催 3 回 

参加669人 

・女性のチカラを活かす企業認証制度による認証企業数 

629社（令和6年3月1日時点） 

・男性にとっての男女共同参画普及啓発ワークショップの開

催 7 回（県主催 3 回及び市町村との共催 4 回）参加 213

人（県136人、市町村77人） 

共同参画社会 

推進課 

子育てと仕事の両立の

ための多様な働き方支

援事業（再掲） 

15,109 

（36,410） 

概要：出産や育児等により離職した女性の再就職を支援する「み

やぎ女性のキャリア・リスタートセンター」を運営し、キャ

リアカウンセリング、就職応援セミナー等を実施した。 

また、県内で働き方改革を実施している企業を「みやぎ働き方

改革実践企業」として認証し、取組を支援した。 

実績： 

・「みやぎ女性のキャリア・リスタートセンター」 

新規登録者数 233人 

・就職決定報告数 延べ46人 

・みやぎ働き方改革実践企業 33社 

雇用対策課 
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（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

Z 世代推し事（お仕事）

はかどるプロジェクト

（再掲） 

33,000 

（31,348） 

概要：若者（Z世代）の県内就職を促進するため、県内企業に対

してセミナーの実施及び専門家派遣を通してZ世代の採用・

定着に関する課題解決に向けた支援を行った。またZ世代で

ある学生に対して、番組配信イベントを実施したほか、合同

企業説明会や座談会を通して県内企業と学生のマッチングを

支援した。 

実績： 

・セミナー参加企業数 103社 

・個別支援企業数 22社 

・番組配信イベント参加者（現地・オンライン） 338人 

・番組配信視聴者数 47,868回 

・支援対象企業における新規採用者数 134人 

・支援対象企業における新規高卒従業員の離職率 8.8％ 

雇用対策課 

 

（３）生産性改善の支援 

事業者の経営力強化や人材の適正配置を図るため、専門家の派遣等による生産性改善の取組を支援

したほか、生産性向上に資する新たな設備導入について支援した。また、生産現場の改善に必要とな

る専門家の育成を図った。 

 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

次世代リーダー育成支

援事業（再掲） 

※R3までは「みやぎカイ

ゼンマイスター育成事

業」 

6,000 

（6,000） 

概要：新事業への進出やデジタル技術の活用による生産性

向上といった戦略的経営に取り組むリーダーの育成に

向け、次期後継者や管理職層を対象とした実地研修を実

施した。  

実績： 

・研修期間：令和 5年 7月 21 日～令和 5年 12 月 15 日 

・カリキュラム内容：生産現場での IoT、DX、生産現場改

善、新事業展開、環境経営、チームマネジメント、マー

ケティング、産学官連携 等 

・受講者数：12 名 

新産業振興課 

自動車関連産業特別 

支援事業（再掲） 

45,794 

（59,009） 

概要：自動車関連産業の振興を図るため、令和3年7月に策

定した「みやぎ自動車産業振興ビジョン」に基づき、展示

商談会の開催等による県内企業の「受注獲得・取引創出」、

自動車技術研修等を通じた「人材創出・育成」及び新技術・

新工法研究開発等を通じた「技術開発・技術強化」などの

各種取組を支援し、自動車関連産業への新規参入及び取引

拡大を推進した。 

実績： 

・県内企業の新規受注件数 20件（平成 23年度からの累計

598件） 

・展示商談会等開催 7件 延べ34社参加 

・自動車技術研修 3コース開催、受講者延べ14名参加 

・生産現場改善 個別支援5社、集合研修7回延べ38社 

・新技術・新工法提案 6件 

・セミナー開催 1回 延べ8名参加 

・人材育成補助 9社 10件 

自動車産業 

振興室 
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（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

県中小企業支援センタ

ー事業（再掲） 

190,435 

（197,614） 

概要：みやぎ産業振興機構に相談員を配置し、中小企業者

等の経営上の問題に関する相談に応じたほか、民間の専

門家の派遣や受発注情報の収集・提供等により、中小企

業等の創業・経営革新、経営力強化、取引支援及び販路

拡大等について総合的な支援を行った。 

実績： 

・窓口相談件数 1,010 件 

・専門家派遣 23 社 73 回 

・取引情報提供による成約 131 件 

中小企業支援室 

水産加工業企業力強化

支援事業（再掲） 

38,708 

（45,915） 

概要：原料価格高騰、労働力不足に加え、コロナ禍での売上

げ減少など、水産加工業を取り巻く経営環境が厳しさを

増す中、現状を打開し、高い競争力を発揮するとともに、

課題解決をともに目指す伴走型支援を実施した。 

実績： 

・専門家派遣 20社 89回 

・新戦略導入支援 2社 

・生産性改善支援 5社 

（うち、ものづくり相互研鑽活動 1社） 

中小企業支援室 

生産現場改善強化支援

事業（再掲） 

37,845 

（44,200） 

概要：みやぎ産業振興機構が培った中小企業（ものづくり）

支援のノウハウを基盤として、県内中小企業・小規模事

業者に対する伴走型支援体制を拡充し、ものづくり産業

の生産現場における生産性改善等の取組を支援するとと

もに、人員配置の適正化等による経営安定化を促進した。 

実績： 

・生産性改善活動支援 14社 

・生産性向上のための設備導入等支援 11社 

・現場改善セミナー 3回開催 

中小企業支援室 
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（４）外国人材の受入れについて 

外国人材向けセミナーの実施等を通じ、外国人材の採用を支援した他、外国人材を採用する企業に

向けた支援を行った。また、外国人相談センターの設置など外国人県民が地域で安心して生活できる

ような環境整備に取り組んだ。 

 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

外国人材マッチング支

援事業 

21,357 

（21,602） 

概要：企業における外国人の受入環境の整備を総合的に支

援し、人手不足対策やグローバル化対応等に向けた県内

企業における外国人材の適切な活用を推進した。 

実績： 

・事業に参加した外国人材で県内企業に就職した人数（50

名） 

・外国人材向けセミナーの実施（オンデマンド配信全5回、

視聴数計：1,351回） 

・企業向けセミナーの実施（オンデマンド配信全2回、視聴

数計：343回） 

・合同企業説明会の実施（対面とオンラインで全3回：参加

留学生等188名、参加企業40社） 

・留学生による企業訪問ツアーの実施（対面で全3回：参加

留学生等30名、参加企業9社） 

・企業と留学生の交流会の実施(対面で全2回：参加留学生

24名、参加企業20社）ほか 

国際政策課 

多文化共生推進事業 
6,917 

（17,096） 

概要：「宮城県多文化共生社会推進計画」に基づき、日本人

と外国人住民の間に立ちはだかる「意識の壁」・「言葉の

壁」・「生活の壁」の解消を図った。 

実績： 

・多文化共生シンポジウムの開催（1回開催、参加者：107 

人） 

・技能実習生等との共生の地域づくり推進に係るイベント

開催（１か所、参加者計：15人） 

・みやぎ外国人相談センターの設置、運営（相談件数：295

件） 

・啓発ツールの作成（防災ハンドブック周知クリアファイル

（14,700 枚）、第4期多文化共生社会推進リーフレット

（3,000枚）） 

・多文化共生社会推進審議会の開催（4回開催、出席委員累

計：30人） ほか 

国際政策課 

外国人材高度化転換支

援事業 

5,618 

(9,042) 

 

概要：高度な技術を有し、かつ引き続き宮城県に在留を希望

する技能実習生を対象に、県内企業への就労を前提とし

た特定技能への転換及び定着を支援するため、企業を対

象にしたセミナー、技能実習生と特定技能外国人を対象

にした交流イベントなどを行った。 

実績： 

・企業向けオンラインセミナーの開催（3 回開催、参加 65

社 85名） 

・Thanks Partyの開催（2回開催、参加：技能実習生及び特

定技能外国人327名） 

国際政策課 
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（５）デジタル化の促進に必要な人材の育成・確保 

航空機や医療、ロボット等の分野での新規参入や新産業創出に向けてデジタルエンジニアを養成

するとともに、情報通信関連産業において必要とされる人材の育成を支援します。また、デジタル化

の進展に対応するため、IT スキルに対応した離職者等再就職訓練等を通じて、県内企業への再就職

を支援します。 

 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

デジタル人材採用・育成

支援事業（再掲） 

28,611 

（38,259） 

概要：学生等の県内 IT 企業への就業を促進するため、県内

IT産業や企業の知名度向上を目的として、教育機関と連携

して行う取組を支援するとともに、新卒者等未経験者向け

及び中堅層向け IT 技術者育成、新たな案件の受注や自社

サービスの開発を担う高度技術者向けの地域高度 IT 技術

者育成を図った。  

実績： 

・新卒者等未経験者及び中堅層向けIT技術者育成事業 

 新卒者：8社20名、中堅層：16社 43名 

・高度IT技術者育成事業 

 36社 73名 

産業デジタル推

進課 

デジタルエンジニアリン

グ高度化支援事業（再掲） 

24,065 

(28,817) 

概要：ものづくりにおける新たな手法として、３次元ＣＡＤ

や３Ｄプリンターの活用が重要となっており、これら高度

に活用したものづくり（デジタルエンジニアリング、ＤＥ）

を行う技術者（デジタルエンジニア）を養成し、航空機や

医療、ロボット等の分野での新規参入や新産業創出に向け

た県内中小企業の競争力強化（提案型企業の増加）を図り、

もって提案能力の高いニッチトップ企業が創出されるこ

とに伴う優秀なエンジニアの県内への定着を図る。  

実績： 

・産業技術総合センターに「みやぎＤＥセンター」を設置し、

学術研究機関と連携しながら、研究会やセミナー（計3回）

を実施したほか、ＤＥコーディネーターを配置し、県内企

業が抱える個別課題の解決や試作品の開発支援等を行い、

デジタルエンジニアリング技術の普及促進を図った。 

新産業振興課 

 

（６）新型コロナウイルス感染症拡大を契機とした新たな行動・生活様式にも対応する働き方改革の

促進に向けた支援 

新型コロナウイルス感染症拡大時の事業継続に向けた対策としても有効な、多様で柔軟な働き方

の導入促進に向けた機運醸成を図った。 

 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

子育てと仕事の両立の

ための多様な働き方支

援事業（再掲） 

15,109 

（36,410） 

概要：出産や育児等により離職した女性の再就職を支援する「み

やぎ女性のキャリア・リスタートセンター」を運営し、キャ

リアカウンセリング、就職応援セミナー等を実施した。 

また、県内で働き方改革を実施している企業を「みやぎ働

き方改革実践企業」として認証し、取組を支援した。 

実績： 

・「みやぎ女性のキャリア・リスタートセンター」 

新規登録者数 233人 

・就職決定報告数 延べ46人 

・みやぎ働き方改革実践企業 33社 

雇用対策課 
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６ 産業の集積等      

27事業 決算額13,299,111千円 
（重点的な取組との関連 ② ） 

 

［施策の方向性］ 

工業団地への立地や工場等の新増設等に対する支援を行い、高度電子機械関連産業や自動車関

連産業、食品関連産業などの誘致を進めるほか、次世代放射光施設を核とした研究開発拠点等の

集積についても着実に進め、雇用機会の創出を図り、地域経済の活性化を促進します。 

また、各産業技術のイノベーションや変化するニーズに対応するため、ＡＩやＩｏＴといった

先進的技術の活用を推進するとともに、沿岸部については、水産加工業の「成長産業化」に向け

た支援や食品産業の振興や観光と連携した取組等を進めます。 

 

［令和５年度における施策の実施状況］ 

 

（１）企業立地の推進 

県内に工場等を新設・増設・移設する事業者への低利融資や奨励金交付を実施したほか、市町村の

工業団地開発に対する無利子貸付や企業動向の調査を行い、企業立地の推進に努めた。 

 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

みやぎ企業立地奨励金

事業 

3,707,840 

（3,089,000） 

概要：宮城県内に工場等を新設又は増設した企業に対

し、投下固定資産額及び新規雇用者数に応じて奨励金

を交付した。 

実績：奨励金交付件数 16件 

産業立地推進課 

立地有望業界動向調査

事業 

950 

（11,990） 

概要：設備投資に積極的で、県内への立地が有望と見込ま

れる企業の最新動向について、情報を持つ法人と契約し

て調査等を実施した。 

実績： 

・企業の設備投資情報の提供 

・本県の投資環境に関する紹介記事の掲載 

・担当職員向け業界動向研修会の開催 

産業立地推進課 

工場立地基盤整備貸付

金 

251,940 

（1,000,000） 

概要：工業団地開発に積極的に取り組む市町村に対し、工

場用地造成事業に係る事業費への無利子貸付を行うこ

とにより、新たな誘致可能産業用地造成を促した。 

実績： 

・貸付件数 2件 

産業立地推進課 

工業立地促進資金融資

事業（再掲） 

21,641 

（200,000） 

概要：県内の工業団地等に立地しようとする企業に対し、

用地取得費を低利で融資することで県内への工場立地

を促進し、地域産業の振興及び雇用機会の拡大を図るも

の。 

実績：新規貸付の実績なし 

産業立地推進課 

企業立地資金貸付事業

（再掲） 

4 

（4） 

概要：県内の工業団地等に立地しようとする企業に対し、

建物や機械、設備の取得費を低利で融資することで、県

内への工業立地を促進し、地域産業の振興及び雇用機会

の拡大を図るもの。 

実績：新規貸付の実績なし 

産業立地推進課 
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（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

産業基盤整備可能性調

査事業【R5新規】 

20,922 

（－） 

概要：製造工程において大量の水を使用する半導体産業等

の投資を呼び込むため、県内工業団地への工業用水の供

給可能性について調査を行った。 

実績：工業用水の供給可能性調査 1件 

産業立地推進課 

産業用地再生可能エネ

ルギー等導入促進事業

【R5新規】 

5,926 

（－） 

概要：市町村等に対し、再生可能エネルギーや水資源の活

用など、工業団地に対する新たな企業ニーズに対応する

ために必要な調査費用の一部を補助する。 

実績：地下水活用調査 2市町 

産業立地推進課 

 

（２）自動車関連・高度電子機械関連産業の集積及び高度化 

自動車関連産業を中心とした企業の集積を図るための誘致活動強化及び技術支援等を実施したほか、

産業技術総合センターと自動車関連産業・高度電子機械産業等に関連する企業の連携のもと、産業ニ
ーズにマッチした研究開発・技術移転等の支援を実施した。 

 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

地域企業競争力強化支

援事業（再掲） 

10,922 

（12,270） 

概要：産業技術総合センターが主体となり高度電子機械、

自動車関連、医療機器関連等の分野における企業等との

連携協力のもと、産業ニーズにマッチした研究開発成果

の技術移転を行い、地域企業の高付加価値製品の開発や

実用化を支援し、競争力強化を図るため、以下の研究開

発に取り組んだ。 

実績： 

・固化流れシュミレーション技術の開発 

・外観検査DXに資するAI画像処理デジタル技術開発と産業

応用 

・先端技術等調査研究事業 

新産業振興課 

高度電子機械産業集積

促進事業（再掲） 

68,737 

（66,426） 

概要：半導体や航空機関連、医療・エネルギー関連産業な

ど高度電子機械産業関連市場に対する県内企業の参入意

欲は非常に高いことから、取引支援や技術高度化支援を

実施した。 

実績： 

・講演会、市場・技術セミナー開催 11回 

・展示会出展支援 5回 

・ビジネスマッチング、個別あっせん等 153回 

新産業振興課 

名古屋産業立地センタ

ー運営事業 

11,363 

（11,931） 

概要：自動車関連産業を中心とした企業の県内への集積と地

元企業の取引拡大等を一層推進するため、名古屋産業立地

センターを運営し、中京地区において本県への誘致活動等

の強化を図った。 

実績： 

・自動車関連企業を中心とした企業訪問件数 421件 

産業立地推進課 



 

71 

 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

自動車関連産業特別支

援事業（再掲） 

45,794 

（59,009） 

概要：自動車関連産業の振興を図るため、令和3年7月に策

定した「みやぎ自動車産業振興ビジョン」に基づき、展示

商談会の開催等による県内企業の「受注獲得・取引創出」、

自動車技術研修等を通じた「人材創出・育成」及び新技術・

新工法研究開発等を通じた「技術開発・技術強化」などの

各種取組を支援し、自動車関連産業への新規参入及び取引

拡大を推進した。 

実績： 

・県内企業の新規受注件数 20件（平成23年度からの累計

598件） 

・展示商談会等開催 7件 延べ34社参加 

・自動車技術研修 3コース開催、受講者延べ14名参加 

・生産現場改善 個別支援5社、集合研修7回延べ38社 

・新技術・新工法提案 6件 

・セミナー開催 1回 延べ8名参加 

・人材育成補助 9社 10件 

自動車産業 

振興室 

自動車関連産業におけ

るカーボンニュートラ

ル推進支援事業【R5新

規】 

74,983 

（49,983） 

概要：自動車関連産業におけるカーボンニュートラルを推進

するため、セミナーの開催や自動車関連企業向けのエネル

ギー診断、カーボンニュートラル化に向けた計画の策定支

援を実施。 

併せて、自社のカーボンニュートラル推進のために必

要な設備等の整備について、その導入費用の一部を補助

した。 

実績：セミナー開催 4回 

   計画策定支援 4か所 

   補助金交付 2企業 計16,631千円 

自動車産業 

振興室 

 

 

 

（３）ＩＣＴの普及及び情報産業の集積促進 

県内での雇用創出等を図るため、引き続き、情報通信関連企業の集積を進めた。また、ユーザー企

業におけるデジタル人材の育成や、先進的ＡＩ・ＩｏＴを活用したビジネスモデルの実証支援を行っ

た。さらに異業種間の交流を促進させ、異業種連携の取組を支援した。 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

情報通信関連企業立地

促進奨励金 

26,994 

（103,260） 

概要：ソフトウェア企業（開発系 IT 企業）の集積、地元

IT企業の市場獲得、雇用の促進を図るため、継続して誘

致活動を行った。 

実績：ＢＣＰの観点から地方への拠点分散化を検討する流

れ等を捉え、立地奨励金指定事業所として８社を新たに

指定した。地域の雇用の受け皿となり得る情報通信関連

企業の立地が進んでいる。 

産業デジタル推

進課 



 

72 

 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

ＡＩ・ＩｏＴ産業創出・

活用促進支援事業（再

掲） 

47,320 

(15,795) 

概要：情報関連産業において、県内における先進的ＡＩ・

ＩｏＴビジネス創出の取組に対する支援を行った。ま

た、ユーザー企業を対象とした総合型のデジタル人材

育成研修を実施した。 

実績： 

・先進的ＡＩ・ＩｏＴ活用ビジネス創出実証事業 3件 

・異業種連携促進支援事業 

 セミナー開催：11 回 

・産業デジタル中核人材育成事業 20 社参加 

産業デジタル推

進課 

 

（４）沿岸地域産業の持続的発展と再生 

水産加工業者の施設・設備の復旧に要する経費の補助、漁業・水産加工生産や水産物販売強化を目指す
生産者団体等の支援を実施した。 
また、みやぎ産業振興機構のものづくりノウハウを活かした生産性改善支援や企業グループによる経

営研究支援など、事業の課題に応じた専門家による助言を行うなど、事業者に寄り添う伴走型支援を実
施した。 

 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

中小企業等復旧・復興支

援事業費補助金 

（東日本大震災による

災害に係るグループ補

助金） 

274,208 

（513,336） 

概要：県が認定する復興事業計画に基づき、被災地の中小企

業等が一体となって進める復旧整備事業について、その計

画に不可欠な施設等の復旧・整備に要する経費を国と連携

して補助した。 

実績：9件 約 2.7億円 

※グループ認定に係る復興事業計画等の募集を２回実施

したが、新規申請はなかった。 

平成23～令和3年度の累計交付決定数4,487件 約2,820億円 

企業復興支援室 

水産業振興課 

中小企業等復旧・復興

支援事業費補助金（令

和元年台風第 19 号等

による災害に係るグル

ープ補助金） 

55,319 

（-） 

概要：県が認定する復興事業計画に基づき、被災地の中小

企業等が一体となって進める復旧整備事業について、そ

の計画に不可欠な施設等の復旧・整備に要する経費を国

と連携して補助した。 

実績：1件 約 0.6億円 

※令和元～2年度の累計交付決定数 141件 約38.5億円  

企業復興支援室 

中小企業等復旧・復興

支援事業費補助金（令

和３年福島県沖地震に

よる災害に係るグルー

プ補助金） 

566,586 

（-） 

概要：県が認定する復興事業計画に基づき、被災地の中小

企業等が一体となって進める復旧整備事業について、

その計画に不可欠な施設等の復旧・整備に要する経費

を国と連携して補助した。 

実績： 

令和 5年度：5件 約 5.7億円 

（令和 3年度：115件に対して、約 57億円を交付決定）  

企業復興支援室 

商工金融課 

水産業振興課 

中小企業等復旧・復興

支援事業費補助金（令

和４年福島県沖地震に

よる災害に係るグルー

プ補助金） 

7,570,587 

（712,706） 

概要：県が認定する復興事業計画に基づき、被災地の中小

企業等が一体となって進める復旧整備事業について、そ

の計画に不可欠な施設等の復旧・整備に要する経費を国

と連携して補助した。 

実績： 

・146 件に対して、約 75.7 億円を補助 

 （令和 4年度：269 件に対して、約 128 億円を交付決

定） 

企業復興支援室 

食産業振興課 

みやぎ米推進課  

園芸推進課 

畜産課 

水産業振興課 

水産業基盤整備

課 

林業振興課 
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（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

水産加工業企業力強化

支援事業（再掲） 

38,708 

（45,915） 

概要：原料価格高騰、労働力不足に加え、コロナ禍での売

上げ減少など、水産加工業を取り巻く経営環境が厳しさ

を増す中、現状を打開し、高い競争力を発揮するととも

に、課題解決をともに目指す伴走型支援を実施した。 

実績： 

・専門家派遣 20社 89回 

・新戦略導入支援 2社 

・生産性改善支援 5社 

（うち、ものづくり相互研鑽活動 1社） 

中小企業支援室 

「食材王国みやぎ」魅

力発信プロジェクト事

業 

29,514 

（30,000） 

概要：福島第一原発事故に伴う風評の払拭に向け、県産農

林水産物の安全性に関する正確な情報発信に努めると

ともに、雑誌等の各種媒体を活用した県産品の広報及び

飲食店フェアの実施等によるＰＲを実施した。 

実績： 

・実需者をターゲットとした情報誌への記事掲載（1回） 

・食専門情報テレビ番組による情報発信（2回） 

・首都圏等での飲食店フェアの開催（30 店舗、約 4か月

間） 

・首都圏での小売店フェア（2回） 

・首都圏料理人、バイヤーを対象とした食材提案会の実

施（4回） 

・情報誌による観光資源と連動した情報発信等（1回） 

食産業振興課 

 

（５）クリーンエネルギー等関連産業の振興 

クリーンエネルギー関連産業を支援するため、クリーンエネルギーの導入に取り組む企業やクリー

ンエネルギーを利用した新たな事業に取り組む企業に対する補助を実施したほか、水素エネルギーに

関する将来の産業創出に向けた燃料電池・水素関連技術に関する研究セミナーを開催した。 

 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

みやぎ新エネルギー・

環境関連産業振興加速

化事業 

25,578 

(29,500) 

概要：環境負荷の低減と地域経済の発展の両立を図るた

め、新エネルギーをはじめとする環境関連の環境負荷

低減に資する設備、デバイス等の製品開発に対する補

助を行った。 

実績：補助件数6件 

環境政策課 

みやぎ二酸化炭素排出

削減支援事業（再掲） 

265,633 

（306,000） 

概要：地球温暖化の防止及び県民の環境保全意識の高揚を

図るため、県内の二酸化炭素排出削減等の環境負荷の

低減に資する設備導入や研究開発等に対する補助を行

った。 

実績 

・高効率設備等導入 34 件 

・再生可能エネルギー等設備導入 17 件 

・研究開発等 2 件 

環境政策課 

水素エネルギー産業創

出事業 

402 

（1,000） 

概要：水素エネルギーに関する将来の産業創出に向け

て、事業者等を対象に、水素・燃料電池に関するセミ

ナーを開催した。 

実績：水素・燃料電池関連産業セミナーの開催 1回 

次世代 

エネルギー室 
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（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

太陽光発電を活用した

EV利用モデル等導入

促進事業（再掲） 

14,066 

（57,000） 

概要： 

①太陽光発電を活用した EV利用モデル導入支援事業 

 太陽光発電設備、EV 等、充電等設備を購入する事業者

に対し支援を行った。 

②第三者所有モデル太陽光発電導入支援事業 

 PPA、ファイナンスリースにより太陽光発電設備を導入

する事業者に対し支援を行った。  

実績： 

①太陽光発電を活用した EV利用モデル導入支援事業 

 8 件交付決定（26,386 千円） うち 4 件繰越（12,320

千円） 

① 第三者所有モデル太陽光発電導入支援事業 

 補助実績なし 

環境政策課 
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（６）産業集積のための環境整備 

産業技術総合センターへの機器整備を行うことで、中小企業等の技術高度化・競争力強化を支援し

たほか、新規開発工業団地内の安全確保のための環境整備や内外からの投資促進に関する取組への支

援を実施した。 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

富県宮城技術支援拠点

整備拡充事業（再掲） 

144,334 

（199,783） 

概要：地域の中小企業が単独で保有することが難しい機器

等を産業技術総合センターに設置し、ものづくりを行う

地域企業が抱える製品の高品質化、生産コストの低減、

納期の短縮化等の課題解決を図った。また、基盤技術の

高度化による、自動車関連産業や高度電子機械産業等の

集積促進、食料品・飲料製造業の競争力強化を図った。 

実績：（導入機器） 

・シールドボックス 

・静電気放電イミュニティ試験装置 

  ・味評価装置 

・テクスチャー評価装置 

・加工特性評価システム 

・BCI試験機 

・耐電圧試験機 

新産業振興課 

外資系企業県内投資促

進事業（再掲） 

11,740 

（24,121） 

概要：海外からの対日投資を促進し，本県にメリットを

もたらす外資系企業の誘致及び県内企業の国際化・活

性化を図るため，国内外でのプロモーション活動等に

より本県の投資環境を国内外に発信とともに，海外企

業と県内企業とのビジネスマッチング等の取組を実

施した。 

実績： 

・外資系企業等訪問、面談実施件数：40 件 

・展示会への出展を通じた海外企業と大学、県内企業と

のマッチング：21 件 

 国際ビジネス 

推進室 

「富県戦略」育成・誘致

による県内製造業の集

積促進事業（工業団地

等交通安全施設整備） 

7,100 

（7,300） 

概要：新規開発工業団地において交通信号機の整備を行っ

た。 

実績： 整備した交通信号機 １交差点 

警察本部 

交通規制課 
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７ 商業の振興等     

8事業 決算額801,904千円 

（重点的な取組との関連 ① ） 

 

［施策の方向性］ 

商店街ビジョンの形成や商店街活動の担い手の創出、商工会、商工会議所への支援などにより、

賑わいのあるまちづくりへの取組を促進し、魅力的で発展的な商店街の構築を図ります。また、

大規模集客施設の商業系の用途地域等への立地誘導などにより、コンパクトで活力あるまちづく

りを側面から支援します。 

人口減少と高齢化、新型コロナウイルス感染症拡大を契機とした新しい行動・生活様式の浸透

など事業環境への柔軟な対応を支援するため、事業者のデジタル化や事業再構築など、新たな事

業分野への進出を支援します。 

 

［令和５年度における施策の実施状況］ 

 

（１）商店街の活性化 

次世代を見据えた持続的で発展的な商店街の構築を支援したほか、商店街活動の新たな担い手や

中心人物の創出を支援し、魅力ある商店街の形成を促進した。また、従来の商業機能を強化・補完

するための新たな販売手法の取り組みへの助成を実施した。 

                                             

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

商店街振興組合支援事

業 

3,759 

（3,571） 

概要：宮城県商店街振興組合連合会が実施する商店街活性化

を図るための指導及び研究等の事業に対し助成を行った。 

実績： 

・商店街近代化講習会の開催 1回 

・商店街活性化推進調査・研究事業（Googleビジネスプロフ

ィールの利活用及びその効果検証） 

・中心市街地等広域商店街活性化事業（商店街全域の飲食と

物販の連携による魅力発信、ＡＲ(拡張現実)を活用したス

タンプラリーの実施） 

商工金融課 

買い物機能強化支援事

業 

3,721 

（6,050） 

概要：商店街組織や商業者等が実施する、従来の商業機能を

強化・補完するための新たな販売手法の取組に対して費用

の一部を助成した。 

実績：支援団体 2者 

商工金融課 

次世代型商店街形成支

援事業 

2,420 

（14,500） 

概要：商店街のニーズや商店街を取り巻く環境の変化に適合

した、次世代を見据えた持続的で発展的な商店街の構築を

図るため、商店街団体等が行う商店街等活性化事業を支援

することで、地域経済の発展とコミュニティの維持を図っ

た。 

実績： 

・商店街ビジョン形成支援 1地域 

・商店街課題解決支援   1地域 

商工金融課 
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（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

商店街ＮＥＸＴリーダ

ー創出事業 

6,660 

（8,300） 

概要：県内商店街の多くが衰退傾向を感じている中、人手不

足やリーダー不在といった課題を抱えているため、商店街

活動の新たな担い手や中心人物の創出を支援し、魅力ある

商店街の形成を促進した。 

実績： 

・基礎講座 全4回 修了者13名  

・スキルアップ講座（マルシェを始めよう） 全4回 修了

者11名 

・トライアル活動事業補助  10団体 

・ネットワークセミナー 49名参加（うちオンライン参加7

名） 

商工金融課 

地域ポイント等導入検

討事業【R5新規】 

679,631 

（14,000） 

概要：地域経済の活性化等を目的とした「地域ポイント・地

域通貨」等に関する市町村や団体の取組に対する支援。身

分証アプリの普及により、原子力災害時の避難支援強化や

地域経済活性化が図られた。 

実績：アプリ登録率（地域全体） 約43％ 

   登録者数 12万7千人 

   決済金額 約6億2,189万円 

富県宮城推進室 

 

（２）将来を見据えたまちづくり 

小規模事業者の経営計画作成・実施に係る伴走型支援を実施した。 

 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

コンパクトで活力ある

まちづくり支援事業費 

88 

（251） 

概要：活力ある地域経済の発展と環境負荷の少ない持続的発

展が可能な地域社会の構築に寄与することを目的として

制定された「宮城県特定大規模集客施設の立地の誘導等に

よるコンパクトで活力あるまちづくりの推進に関する条

例（通称「宮城県まちづくり条例」）」に基づき、特定大

規模集客施設の立地誘導地域への誘導や地域貢献活動の

実施の促進を図った。 

実績：宮城県特定大規模集客施設立地誘導審議会 1回開催 

商工金融課 

小規模事業者伴走型支

援体制強化事業 

（再掲） 

5,479 

（16,114） 

概要：小規模事業者の経営計画作成から計画に基づく取組

までの指導を行う商工会・商工会議所の伴走型支援体制

を強化することにより、小規模事業者の持続的経営に向

けた販路開拓や経営革新の促進を図った。 

実績 

・セミナー 28 回 

・個別指導 112 回 

・商談会等出展 11 回 

中小企業支援室 
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（３）新型コロナウイルス感染症収束を見据えた支援 

新型コロナウイルス感染症収束後を見据えた持続発展的な取り組みや商店街等が実施する集客促進

を図る取組を積極的に支援した。 

 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

認証飲食店原油価格高

騰対策設備導入支援事

業 

100,146 

（-） 

概要：みやぎコロナ対策認証飲食店の省エネ機器への更新

及びデジタル機器の導入を支援することにより、エネル

ギーコストや人件費コスト等運用コストを削減し、コロ

ナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受けている県

内飲食業の持続的かつ安定した経営体制の構築を図っ

たもの。（間接補助事業） 

実績：交付実績（間接補助事業）：82 件 

（R4 交付決定分の繰越） 

商工金融課 
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８ 地域資源の活用等      

34事業 決算額2,538,683千円 

（重点的な取組との関連 ②④ ） 

 
［施策の方向性］ 
地域の特色ある農林水産資源などを活用した新製品の開発や国内外における販路拡大、農商工連

携など企業間連携を積極的に支援します。また、国内外からの観光客獲得のため、観光コンテンツ
の創出と磨き上げを進めながら、安心して利用できる受入環境を整備するとともに、旅行者が求め
る情報を適切に発信するなど、プロモーションに努め、宮城のファンを増やし、交流人口に加え、
関係人口の創出拡大を目指します。 

 

［令和５年度における施策の実施状況］ 

 

（１）農林水産資源を活用した中小企業・小規模事業者の振興 

農林水産資源を活用した新製品開発・販路拡大等の取組、６次産業化等の農商工・企業間連携の促

進に関する取組、農林水産物のブランド化や食の安全安心に関する取組に対する支援を実施した。 

 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

みやぎ食の安全安心県

民総参加運動事業 

1,160 

（1,479） 

概要：食の安全安心に係る信頼関係を構築するとともに，消

費者, 生産者・事業者及び行政の連携による食の安全安心

確保のための体制整備を図った。 

実績：  

・みやぎ食の安全安心消費者モニター数  1,158人 

・みやぎ食の安全安心取組宣言者数  1,898事業者 

 ※いずれも令和6年3月末現在 

食と暮らしの 

安全推進課 

みやぎ農山漁村スモー

ルビジネス創出事業

（再掲） 

2,200 

（-） 

概要：自らが生産した農林水産物を活用した６次産業化に

よる創業等を支援するため、商品製造、販売等に必要な

機械・器具等の導入に要する経費を補助するとともに、

必要に応じて専門家を派遣し、指導助言を行った。 

実績： 

県内の農林漁業者 3 者に対し、機器の整備等の導入経

費に対し、補助率 1/2 以内で補助を行った。ワイン開発

のためのワイン分析装置や栗加工品開発のための自動

栗皮むき器、和菓子開発用のあん練り機が導入され、６

次産業化の創業や新商品開発の取組を進めた。 

農山漁村なりわ

い課 
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（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

農山漁村発イノベーシ

ョンサポート事業 

（再掲） 

13,716 

（13,750） 

概要： 

・農山漁村発イノベーションサポートセンターを設置し、６

次産業化をはじめとした、地域資源を活用した農山漁村発

イノベーションに取り組む事業者に対し、専門家の派遣等

により事業計画の策定や商品開発等の課題解決に向け、伴

走支援を実施した。 

・また、農山漁村発イノベーションに取り組む人材を育成す

るため、研修会(座学及び現地視察等）を開催するととも

に、市町村が実施する人材育成への経費の支援を行った。 

実績： 

・サポートセンターでは、重点支援対象者4者に対し、それ

ぞれの課題解決に必要な専門家を派遣し、経営計画の策定

支援や商品の販路開拓支援、企業ブランドの整理やターゲ

ット及びコンセプトの設定支援を行った。 

・人材育成については、事業計画の策定や事業実施に必要な

法令の知識等について 11 日の継続的な研修会（集合研修

8日、個別支援2日、フォローアップ研修1日）を開催し、

10名が参加、それぞれ事業計画案の策定までの実習を行い

スキルアップが図られた。また、山元町が実施する人材育

成研修に対する経費の支援を行った。 

農政部農山漁村

なりわい課 

みやぎ６次産業化リノ

ベーション支援事業 

（再掲） 

5,601 

（-） 

概要： 

①個別支援の実施 

  ６次産業化に取り組む事業者の「新しい生活様式」に

対応した、商品開発、販路拡大、事業計画の策定等を支援

するため、集合研修及び個別支援を実施した。 

②フェア開催 

県内産ワインや６次産業化商品の認知度向上のため、

フェアを開催した。 

・展示販売会「みやぎのワインと６次産業化商品魅力発

見フェア」 

・飲食店フェア（仙台市内５つの飲食店） 

実績： 

 ①個別支援では、６次産業化に取り組む3事業者に対し、

集合研修2回及び個別支援4回を実施、事業ビジョン、

商品コンセプト設計や社内プロジェクトの立ち上げな

ど経営計画等の作成の他、計画に基づく販路開拓やサー

ビス開発の取組が行われた。 

②展示販売会は 11 月 3日から 5 日までの 3日間、ワイナリ

ー6者、６次産業化事業者等15者が参加、県内産ワインを

期間限定で提供する飲食店フェアは 10 月 20 日から 11 月

19日までの期間開催し、県産ワインや６次産業化商品の認

知度向上が図られた。 

農山漁村なりわい

課 
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（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

「食材王国みやぎ」魅力

発信プロジェクト事業

（再掲） 

29,514 

（30,000） 

概要：福島第一原発事故に伴う風評の払拭に向け、県産農林

水産物の安全性に関する正確な情報発信に努めるととも

に、雑誌等の各種媒体を活用した県産品の広報及び飲食店

フェアの実施等によるＰＲを実施した。 

実績： 

・実需者をターゲットとした情報誌への記事掲載（1回） 

・食専門情報テレビ番組による情報発信（2回） 

・首都圏等での飲食店フェアの開催（30 店舗、約 4 か月

間） 

・首都圏での小売店フェア（2回） 

・首都圏料理人、バイヤーを対象とした食材提案会の実施

（4回） 

・情報誌による観光資源と連動した情報発信等（1回） 

食産業振興課 

みやぎの食材バリュー

チェーン構築プロジェ

クト（喜ばれる商品づく

り支援事業）（再掲） 

14,030 

（20,169） 

概要：県内食品製造業者の販路開拓・拡大を支援するため、

県内の中小企業者等が行う、地域の食材等を活用したマー

ケットイン型の「選ばれる商品づくり」や、食品ロス削減

等に資する「持続可能社会に向けた商品づくり」に要する

経費について、一部補助を行った。 

実績： 

・支援企業 14社 

（選ばれる商品づくり7社、持続可能社会に向けた商品づく

り７社。計35商品を開発） 

食産業振興課 

食材王国みやぎの「食」

ブランド化推進プログ

ラム事業 

6,597 

（7,729） 

概要：ブランド化に取り組む生産者等への支援や実需者との

マッチング、食材王国みやぎフェアの開催支援等により県

産食材のブランド化を推進するとともに、トップセールス

やウェブサイト・公式SNS等での情報発信により、地域イ

メージである「食材王国みやぎ」の全国的な定着を図った。 

実績： 

・春せりの定着、消費拡大を図るための飲食店フェアの開催

（10店舗、1か月間） 

・新たなせり認知機会の創出のため、加工品の開発支援、新

たな利用方法の訴求イベント開催、事業者マッチング支援 

・宮城大学と連携したせりのブランド化に関するワークショ

ップの開催、リーフレットの作成 

・メカジキの生食定着を図るための飲食店フェアの開催（20

店舗、1か月間） 

・みやぎ食材出会いの旅事業  県外ホテル等5件 

・「食材王国みやぎ」フェアの開催 県外ホテル等 5 件（延

べ321日間） 

・知事等のトップセールスによる「食材王国みやぎ」の PR 

知事対応3回 

・インスタグラムのフォロワー数 約3,600人（前年度比約

120％）（令和6年3月末現在） 

食産業振興課 
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（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

アグリビジネス経営体

確保育成事業 

120,048 

（185,500） 

概要：アグリビジネスに取り組む意欲ある農業経営体等に対

して、みやぎ産業振興機構との連携による支援を実施する

ことで、本県農業振興の牽引役となるアグリビジネス経営

体の育成を図った。 

実績：  

○みやぎ産業振興機構の実績 

・アグリビジネス支援室への派遣職員（2人） 

・アグリビジネスコーディネーターの設置（1人） 

・アグリビジネスステージアップ支援（21経営体、74回） 

○フードバリューチェーン構築基盤整備事業（事業実施者：

２経営体） 

○大規模園芸経営体育成事業（事業実施者：1経営体） 

農業振興課 

みやぎの企業的園芸等

整備モデル事業 

48,714 

(-) 

概要：新たな事業拡大や販路開拓などに向け、事業計画の認

定を受けた地域農業を牽引する農業生産法人に対して、施

設・機械等の整備への補助を行った。 

実績：事業実施主体 4経営体 

園芸推進課 

 

（２）観光資源を活用した中小企業・小規模事業者の振興 

国内外の交流人口拡大に向け、教育旅行の誘致促進をはじめ、現地企業や海外事務所を活用したセ

ールスコールや個人旅行者向けの情報発信等に取り組んだほか、通年の観光キャンペーンやイメージ

アップ戦略事業等を実施した。 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

みやぎ観光戦略受入

基盤整備事業 

221,843 

(271,375) 

概要:あらゆる観光客の安全な利用に配慮した自然公

園施設の再整備や、観光客が広域的に移動しやすい

環境整備のため、観光案内板等の整備を促進した。 

実績：荒廃した県内の登山道や遊歩道の整備（蔵王、気仙

沼等）などを行ったほか、広域観光案内板の盤面更新

（仙台駅西口等）を行った。 

観光戦略課 

外国人観光客受入環

境整備促進事業 

8,221 

（8,500） 

概要：震災や新型コロナウイルス感染症等の影響によ

り落ち込んだインバウンド回復への取組に向け、外

国人観光客の利便性を図るため、県内の宿泊施設や

観光集客施設等において、公衆無線 LAN の整備や外

国語表記の整備等を行う業者に対し、経費の一部補

助を実施した。 

実績：交付決定10件 

観光戦略課 
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（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

教育旅行誘致促進事業 
66,435 

（84,000） 

概要：交流人口を増加させるため、修学旅行などの教育

旅行誘致の促進・拡大を図った。 

実績： 

・旅行者の相談や受入調整などのマッチング支援（113

件：延べ 4,950 名）を実施した。 

・北海道及び首都圏、関西圏の学校関係者、教育旅行関

係団体、旅行会社を対象としたセミナー等の開催。 

・教育旅行関係団体や中学校・高等学校教職員を対象

とした教育旅行モニターツアーの開催。 

・教育旅行バス助成事業として、269 件 31,140 千円を

交付した。 

・台湾訪日教育旅行関係者を対象とした招聘事業を実

施した。 

観光戦略課 

みやぎエコ推進バス運

行補助事業 

447 

(750) 

概要：観光地の保全を図りながら、エコに関する県民の意

識向上を促すため、観光地等における公共交通機関活

用事業に対する補助を実施した。  

実績：観光地における循環・シャトルバスの運行事業等に

係る経費を補助（3団体） 

観光戦略課 

宮城県グリーン製品を

活用した公園施設整備

事業 

12,812 

（10,000） 

概要：老朽化の著しい東北自然歩道「新・奥の細道」の

案内看板等について、撤去を行うとともに、引き続き

必要な箇所に、宮城県グリーン製品を活用した新し

い案内看板等を設置した。 

実績：栗原市などの東北自然歩道における指導標識等

の整備を行った。 

観光戦略課 

観光地域づくりチャレ

ンジ事業 

8,147 

（42,000） 

概要：「みやぎ観光戦略プラン」に基づき、交流人口・関

係人口の創出・拡大等に向けた観光地域づくりの取組

として、地方振興事務所及び地域の観光事業者等が一

体となって地域資源を活かしたツアー造成や魅力発信

等を実施した。 

実績： 

各圏域ごとに地域の課題や実情に応じた取組を実施。 

①大河原：仙南地域の日帰り温泉と道の駅等において、

周遊企画としてスタンプラリーを実施（周遊スポッ

ト計17施設） 

②仙台：仙台・松島地域における体験型コンテンツに

ついて、SNSを活用した情報発信を実施（紹介スポッ

ト12箇所、インスタ投稿数16本（閲覧数：約58,000

回）） 

③栗原：栗原地域の地域資源を活用した観光コンテン

ツの造成・旅行商品の販売（造成・商品化：5種類） 

④登米：登米地域における観光やグルメスポットにつ

いて、情報誌を活用した情報発信を実施 

観光戦略課 
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（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

各種協議会負担金 
20,417 

(20,417) 

概要：各団体と連携して、効果的・効率的な観光開発促

進、広域観光を実施するため、県が会員となっている

協議会に対して負担金を支出した。 

実績： 

・東北観光推進機構 18,500 千円 

・宮城・山形観光推進協議会 700 千円 

・宮城県蔵王観光開発推進協議会 1,043 千円 

・宮城県三陸復興国立公園開発推進協議会 164 千円 

・仙台まるごとパス運営協議会 10 千円 

観光戦略課 

観光誘客推進事業 
70,272 

（85,739） 

概要：仙台・宮城観光キャンペーン推進協議会との連携

のもと、「みやぎ応援ポケモン」ラプラスとタイアッ

プした企画等の実施のほか、情報誌への出稿や SNS

による情報発信に取り組むもの。 

実績：仙台・宮城観光キャンペーン推進協議会と連携し、

県制 150 周年記念観光キャンペーンのレガシーである

＜歴史・文化＞、本県の強みである＜グルメ＞を柱に、

閑散期となる冬季も含めた誘客を図るための施策を展

開した。 

・令和5年度阿武隈急行沿線周遊施策企画・運営等業務 

・令和5年度ラプラス＋海巡り企画運営等業務 

・令和5年度スキー場誘客キャンペーン推進業務 

・令和5年度国内向け宮城県公式SNS運営業務 等 

観光戦略課 

宮城オルレ推進事業 
73,011 

（54,200） 

概要：韓国済州島発祥のトレッキングコース「オルレ」の

宮城県版「宮城オルレ」のコースを県内各地で整備し、

魅力あるコンテンツとして磨き上げ、国内外からの誘

客促進・交流人口の拡大を図った。  

実績： 

・国内観光客向けには「宮城オルレフェア 2023(R5.8.21

～11.30)」を開催し、400 人以上が参加した（平成 30

年 10月の宮城オルレオープン以降の延べ利用者数：約

6.2万人）。 

・11 月 11 日に村田コースオープニングイベントを開催

し、海外からのトレッキング関係団体及びメディア招

請者を含め、約900人が参加した。 

・九州オルレウォーキングフェスティバルに参加し、パン

フレット配布・物販を実施した。 

・海外観光客向けには、済州オルレウォーキングフェステ

ィバルに参加し、パンフレット等を配布した。 

観光戦略課 

仙台・宮城おもてな

し態勢向上事業 

12,307 

（12,323） 

概要：仙台・宮城観光ＰＲキャラクター「むすび丸」を

活用した本県観光のＰＲ活動を通じて、誘客増加と

着地でのおもてなしを行った。 

実績： 

・県内外イベントでの観光ＰＲ 79 回 

・教育旅行お出迎え 30 回 

・インバウンドお出迎え 6 回 

・その他（観光列車、式典等） 14 回 

・県内の観光素材発掘、動画撮影、SNS を利用したむす

び丸による PR 動画の配信等 

観光戦略課 
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（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

外国人観光客誘致促

進事業 

56,206 

（47,554） 

概要：新型コロナウイルス感染症の拡大による渡航制

限により、直接的な誘客事業が制限されるなか、台湾

や中国等の現地企業や海外事務所を活用したセール

スコールや個人旅行者向けの情報発信等に取り組ん

だ。 

実績： 

○外国人観光客誘客事業 

仙台市との共同で大台南国際旅行博（R5.11.17～

11.20）に出展し、入場者数はコロナ前を上回り 15

万人となった。 

○現地誘客促進事業 

台湾の中国の現地サポートデスク及び大連事務所に

よる現地旅行会社へのセールスコール、現地旅行会

社や航空会社向けの観光セミナーや商談会を実施し

たほか、旅行商品造成に向けた台湾現地旅行会社の

招請を実施するなど、ウィズコロナ、アフターコロ

ナにおける速やかな誘客の回復及び更なる誘客促進

を図った。 

○誘客促進情報発信事業 

本県が管理する海外向け公式 SNS を一元管理し効果

的に活用した観光情報の継続的な発信を実施した。

各市場の合計投稿数は 494 本。合計フォロワー数は

約 29 万人となった。 

○台湾現地旅行会社等招請事業 

台湾の教育機関や旅行会社及び欧米の外国人を対象

とした招請を行った。（招請者数 43 名） 

このうち、台湾全域の学校の教育旅行実施に強力な

影響力を有する高級中等以下学校国際教育交流連盟

の関係者については、同連盟 11 エリアのうち 4エリ

アの処長を含む約 20 名を招請し、同連盟との間で教

育旅行促進に係る覚書を締結することで合意した。 

観光戦略課 

仙台空港 600 万人・５

万トン実現推進事業

（再掲） 

12,691 

(20,525) 

概要： 

○ＬＣＣやＲＪと連携した需要創出事業 

仙台空港を拠点とするＬＣＣであるピーチ・アビエー

ションや、ＲＪ（地域航空会社）のアイベックスエア

ラインズ及びフジドリームエアラインズと連携し、航

空機利用におけるトライアルバリア（抵抗感）の払拭

や路線PRを行うとともに、新たな需要の掘り起こしを

行った。 

○航空貨物創出事業 

仙台空港からの航空貨物輸送による商材を組み込んだ

「仙台空港航空貨物便 産地直送フェア」を就航地先に

て開催し、商材のニーズや、その商材の航空貨物輸送

における課題等について、実際のオペレーションを通

じた「実証実験」という形で調査・分析を行った。 

実績： 

○ＬＣＣと連携した需要創出事業 

①「メルマガ会員」の新規獲得キャンペーン 

実施期間：令和5年12月 1日から令和6年1月 15日 

②メールマガジンやSNSを活用したプロモーション 

キャンペーンやセール等の周知や就航地先のPR 

空港臨空地域

課 
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（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

③LCC利用実態調査 

仙台線搭乗者を対象とした調査・分析等 

○ＲＪと連携した需要創出事業 

①航空券が当たる「ガチャイベント」の開催 

実施日：令和6年2月12日 場所：イオンモール名取 

②デジタルサイネージ（JR仙台駅等）を活用したプロモ

ーション 

実施期間：令和5年11月 20日～12月 10日 

○航空貨物創出事業 

実施期間：令和5年12月 9日～12月 10日 

愛知県常滑市で開催された「トヨタグループ

ThanksSALE」に出展し、仙台空港から空輸した「イチ

ゴ」等を販売するとともに、航空輸送に係る実証と分

析を行った。 

 

（３）その他資源を活用した中小企業・小規模事業者の振興等 

市町村・各地方振興事務所・地域事務所が行う地域課題の解決に向けた取組や再生可能エネルギー

導入促進など、市町村のエコタウン形成の取組を支援した。また、伝統的工芸品の新商品開発や販路

拡大等の支援を行った。 

                                           

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

市町村振興総合支援事業 
615,898 

(681,710) 

概要: 住民に身近な自治体である市町村等においてできる

限り地域の課題を総合的、主体的に解決できるようにす

るため、既存の県単独事業を統合・メニュー化し、その中

から市町村自らが必要な事業を選択できるようにし、個

性的・重点的な事業の推進を図った。 

実績： 

・通常事業42事業及び市町村提案事業を実施（計43事業） 

地域振興課 

再生可能エネルギーを

活用した地域づくり支

援事業 

6,254 

（14,300） 

概要：地域におけるエコタウンの形成を促進するため、地

域内の再生可能エネルギーやエネルギーマネジメント

等を活用した地域づくりを行おうとする団体に対し、

事業段階に応じた補助を行ったほか、県内市町村のエ

コタウン形成に対する機運醸成を図るため、全体セミ

ナーや、市町村の希望に合わせたセミナー等を開催し

た。 

実績：  

・エコタウン地域協議会支援事業費補助金 1件 

・エコタウン形成実現可能性調査等事業費補助金 2件 

・エコタウン推進委員会（部会） 出張セミナー4回、全体

セミナー１回、現地視察会1回 

次世代 

エネルギー室 
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（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

地域未来創出事業 

（継続型）※ 

10,500 

（※） 

概要：地域の事情に精通した各地方振興（地域）事務所が、

各圏域の課題解決に向け、長期的視点に立ち、地域の特性

や資源を最大限に活用しながら事業を実施するもの。 

実績：隣接する県との周遊促進キャンペーンとしてスタン

プラリーを実施し、889人の参加があった。また、地域の

地産地消の推進のためのイベントを実施し、2日間で延べ

4,500人が来場した。 

（各地方振興（地域）事務所において、計15事業を実施） 

富県宮城推進室 

地域支援事業 

（地域振興型）※ 

5,741 

（※） 

概要：各地域が抱える喫緊の課題解決に対して、地域特性や

地域の魅力を最大限に活かし、また、地域資源を活用した

地域のニーズや時代に即した地域振興に繋がる事業を実

施する。 

実績：管内地域の食をテーマにしたスタンプラリーを実施

し、多くの参加があった。（スタンプラリー参加者 2,682

人）。また、YouTuberによる観光動画配信等を行い、地域

の魅力を発信した。（10.8万回視聴） 

（各地方振興事務所 計3事業） 

富県宮城推進室 

地域支援事業（地域産

業振興型）※ 

 

 

 

6,939 

(※) 

概要：地域が抱えている課題解決に向けて、地方振興事務所

ごとに地域産業の持続的な発展に繋がる事業を実施す

る。 

実績：地元企業への就職者を増やすため、高校生を対象とし

た合同企業説明会を実施し、就職希望者に対して、早期か

らの進路選択の参考となる情報を提供した。（参加校7校、

参加生徒196人、参加企業34社） 

（各地方振興（地域）事務所 計4事業） 

富県宮城推進室 

みやぎの伝統的工芸品産

業振興事業（再掲） 

9,132 

（9,240） 

概要：国及び県指定の伝統的工芸品19品目を中心に新商品

開発や販路拡大等の支援を行い伝統的工芸品の振興を図

った。 

実績： 

・宮城県伝統的工芸品産業振興費補助金 8件 1,233千円 

（産産連携による新商品開発や販路開拓・後継者育成等

の事業に対する経費の補助） 

・イベント等への支援 5件 2,783千円 

新産業振興課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※R7 年度は上記３事業を１事業に統合し、 

R7 予算額は 25,452 千円となる。 
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（４）デジタル技術を活かした地域資源の活用促進 

デジタル技術を活用した観光地の周遊促進やデジタルマーケティングの手法を活用したプロモー

ションを効果的に実施した。 

 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

観光地周遊促進事業 
38,022 

（24,000） 

概要：観光地内の移動の円滑化、周遊促進を図るため、Ａ

Ｉカメラやセンサー等を活用して観光施設や駐車場の

混雑状況を可視化し、観光施設情報や周辺の道路状況な

どと合わせてデジタルマップ「ミヤギタビマップ」に表

示し、情報発信を行った。 

実績： 

・実施箇所：松島・栗駒山・鳴子峡 計３か所（カメラ等

設置 計 22 か所） 

・ミヤギタビマップ閲覧数：計 52,206 回（令和 5 年 6 月

～令和 6年 2月） 

観光戦略課 

みやぎ観光デジタルプ

ロモーション事業 

69,419 

（47,000） 

概要：新型コロナウイルス感染症の影響により、社会のデジ

タル化が進展するなか、旅行業界においてもデジタルによ

る情報収集や旅行手配の一般化が進んでいる。 

このような社会情勢を踏まえ、データに基づく観光戦略

立案や施策展開、マーケティングの発想に基づく効果的な

プロモーションを実施するもの。 

実績： 

・インバウンド向け観光デジタルプロモーション事業 

＜VISIT MIYAGIへの誘客＞ 

 「VISIT MIYAGI」改修 

 WEB広告 約920万回表示 

 新規PR記事 15記事×4か国語を制作 

＜首都圏来訪インバウンド向け誘客＞ 

 WEB広告 約240万回表示 

 交通広告 2箇所4週間掲載 

＜仙台空港国際線利用促進プロモーション＞ 

 WEB広告 約240万回表示 

観光戦略課 

外国人観光客誘致促進

事業（再掲） 

56,206 

（47,554） 

概要：新型コロナウイルス感染症の拡大による渡航制限に

より、直接的な誘客事業が制限されるなか、台湾や中国

等の現地企業や海外事務所を活用したセールスコール

や個人旅行者向けの情報発信等に取り組んだ。 

実績： 

〇外国人観光客誘客事業 

 台湾で実施された「大台南国際トラベルフェア」に出展

し、入国制限解除後の本県への誘客促進を図った。 

〇現地情報発信促進事業 

 台湾と中国からの誘客回復に向け、台湾、中国、上海市

に海外現地サポートデスクを設置し、現地情報収集や、

本県の観光情報発信、旅行商品造成に向けた旅行会社と

の情報交換等を実施した。 

〇誘客促進情報発信事業 

 入国制限解除後のインバウンド需要回復に向け、台湾、

中国、香港、韓国英語圏市場に対して、ＳＮＳにより本

県の観光情報を配信し、本県の観光地としての認知向上

を図った。（投稿数：494 件、フォロワー：約 29 万人） 

観光戦略課 
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（５）新型コロナウイルス感染症収束後を見据えた需要の喚起 

中小企業・小規模事業者による販路開拓や生産性向上等に関する取組への支援のほか、外国人観光

客の受入環境整備、教育旅行の誘致、米流通業者に対する流通費用の一部補助等を行い、感染症収束

後を見据えた事業者の取組を支援した。 

 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

中小企業等再起支援事

業（再掲） 

833,380 

（124,836（明

許繰越）） 

概要：原油価格・物価高騰等の影響によって業績が悪化し、

経営の維持向上に支障をきたしている中小企業・小規模

事業者が、早期の再起を図るために行う、販路開拓や生

産性向上などの取組を支援した。 

実績：補助金交付 901件 

中小企業支援

室 

外国人観光客受入環境

整備促進事業（再掲） 

8,221 

（8,500） 

概要：震災や新型コロナウイルス感染症等の影響により落

ち込んだインバウンド回復への取組に向け、外国人観光

客の利便性を図るため、県内の宿泊施設や観光集客施設

等において、公衆無線 LAN の整備や外国語表記の整備等 

を行う業者に対し、経費の一部補助を実施した。 

実績：交付決定10件 

観光戦略課 

教育旅行誘致促進事業 

（再掲） 

66,435 

（84,000） 

概要：交流人口を増加させるため、修学旅行などの教育旅

行誘致の促進・拡大を図った。 

実績： 

・旅行者の相談や受入調整などのマッチング支援（113 件：

延べ 4,950 名）を実施した。 

・北海道及び首都圏、関西圏の学校関係者、教育旅行関係

団体、旅行会社を対象としたセミナー等の開催。 

・教育旅行関係団体や中学校・高等学校教職員を対象とし

た教育旅行モニターツアーの開催。 

・教育旅行バス助成事業として、269 件 31,140 千円を交

付した。 

・台湾訪日教育旅行関係者を対象とした招聘事業を実施

した。 

観光戦略課 

観光地域づくりチャレン

ジ事業（再掲） 

8,147 

（42,000） 

概要：「みやぎ観光戦略プラン」に基づき、交流人口・関係

人口の創出・拡大等に向けた観光地域づくりの取組とし

て、地方振興事務所及び地域の観光事業者等が一体となっ

て地域資源を活かしたツアー造成や魅力発信等を実施し

た。 

実績： 

各圏域ごとに地域の課題や実情に応じた取組を実施。 

①大河原：仙南地域の日帰り温泉と道の駅等において、周

遊企画としてスタンプラリーを実施（周遊スポット計

17施設） 

②仙台：仙台・松島地域における体験型コンテンツについ

て、SNSを活用した情報発信を実施（紹介スポット12箇

所、インスタ投稿数16本（閲覧数：約58,000回）） 

③栗原：栗原地域の地域資源を活用した観光コンテンツの

造成・旅行商品の販売（造成・商品化：５種類） 

④登米：登米地域における観光やグルメスポットについ

て、情報誌を活用した情報発信を実施 

観光戦略課 
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９ 事業承継への支援      

6事業 決算額109,035千円 
（重点的な取組との関連 ③⑤ ） 

 

［施策の方向性］ 
宮城県事業承継・引継ぎ支援センターなど国の事業と連携するとともに、商工会や商工会議所、

金融機関、国関係機関などで構成される宮城県事業承継ネットワークに参画し、円滑な事業承継を
促進します。 
また、国からの権限委譲により県が行っている、事業承継に係る税制上の支援措置の活用に係る

周知を行うとともに、迅速かつ円滑に認定手続きを行います。 
さらに、新型コロナウイルス感染症拡大を契機とした事業環境の変化に対する中小企業・小規模

事業者の柔軟な対応や今後の持続的な成長・発展を促進するため、事業承継に対する事業者の意欲
を喚起するとともに、経営資源の有効活用のため、Ｍ＆Ａなど様々な手段の活用を希望する事業者
を支援します。 

 

［令和５年度における施策の実施状況］ 

 

（１）宮城県事業承継ネットワーク等による支援 

商工会、商工会議所、金融機関等及び行政など宮城県事業承継ネットワーク構成機関による事業承

継診断や普及啓発事業を通じた早期準備を促す取組や国の専門家派遣等を活用した事業承継に向けた

各種支援を実施した。 
（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

中小企業経営支援事業

（うち、事業承継支援

事業） 

15,323 

（16,700） 

概要：事業者の事業承継に向けた取組を推進するため、

補助事業により、公益財団法人みやぎ産業振興機構に

事業承継専門員 2名を配置し、地域の商工会・商工会

議所、金融機関等の支援機関で構成される「宮城県事

業承継支援ネットワーク」を巡回訪問し、事業承継診

断等の支援に係る指導、助言を行うと共に、支援機関

の連携強化等を目的とした連絡会議等を開催した。 
実績： 

・事業承継診断件数 3,557 件 

・事業承継ネットワーク連絡会議開催  

  全体会議 1回、圏域別会議 4回 

・事業承継税制 認定 23 件（相続税 5件、贈与税 18 件） 

・金融支援 認定 7件 

中小企業支援室 
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（２）宮城県事業承継・引継ぎ支援センターと連携した支援 

みやぎ産業振興機構が国事業を受託し設置している「宮城県事業承継・引継ぎ支援センター」と連
携し、中小企業・小規模事業者の事業承継を支援した。 

                                            

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

中小企業経営支援事業

（うち、事業承継支援

事業）（再掲） 

15,323 

（16,700） 

概要：事業者の事業承継に向けた取組を推進するため、補

助事業により、公益財団法人みやぎ産業振興機構に事業

承継専門員 2名を配置し、地域の商工会・商工会議所、

金融機関等の支援機関で構成される「宮城県事業承継支

援ネットワーク」を巡回訪問し、事業承継診断等の支援

に係る指導、助言を行うと共に、支援機関の連携強化等

を目的とした連絡会議等を開催した。 
実績： 

・事業承継診断件数 3,557 件 

・事業承継ネットワーク連絡会議開催  

  全体会議 1回、圏域別会議 4回 

・事業承継税制 認定 23 件（相続税 5件、贈与税 18 件） 

・金融支援 認定 7件 

中小企業支援室 

 

 

（３）事業承継に係る制度の周知 

中小企業・小規模事業者が事業を承継するに当たっての特例制度（事業承継税制）及び新たに追加

された個人事業者向けの事業承継税制について、その適用を受けるための認定等を行うとともに、そ

の制度の周知などを図った。 

 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

中小企業経営支援事業

（うち、事業承継支援

事業）（再掲） 

15,323 

（16,700） 

概要：事業者の事業承継に向けた取組を推進するため、補

助事業により、公益財団法人みやぎ産業振興機構に事業

承継専門員 2名を配置し、地域の商工会・商工会議所、

金融機関等の支援機関で構成される「宮城県事業承継支

援ネットワーク」を巡回訪問し、事業承継診断等の支援

に係る指導、助言を行うと共に、支援機関の連携強化等

を目的とした連絡会議等を開催した。 
実績： 

・事業承継診断件数 3,557 件 

・事業承継ネットワーク連絡会議開催  

  全体会議 1回、圏域別会議 4回 

・事業承継税制 認定 23 件（相続税 5件、贈与税 18 件） 

・金融支援 認定 7件 

中小企業支援室 
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（４）事業承継を通じた企業の成長支援 

県内で創業する場合のスタートアップ資金の補助や、創業に関する相談や個別の相談への対応を実
施した。                                           

     

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

スタートアップ加速化

支援事業（再掲） 

58,113 

（68,073） 

概要：県内における創業及び雇用の創出を支援するため、

県内で創業等する事業者に対してスタートアップに要

する経費への補助を行った。 

実績：補助実績：41 者（新規 20 者、継続 21 者） 

中小企業支援室 

みやぎ創業推進支援事

業（創業情報提供事業）

（再掲） 

4,828 

（5,065） 

概要：創業情報提供サイト（みやぎ創業ガイド）の運営、創

業イベントの開催、本県での創業や個別の創業計画に関す

る相談への対応を実施した。 

実績： 

・みやぎ創業ガイド HP、facebook による創業情報発信回数 

43回 

・創業イベントの開催 8回（参加者 65人） 

・創業相談対応 232件 

・相談対応による創業者 7人 

中小企業支援室 

みやぎ創業推進支援事

業（市町村創業支援ネッ

トワーク事業）（再掲） 

125 

（265） 

概要：県内の市町村の創業支援担当者による市町村創業支援

ネットワークを構築し、ネットワーク内で情報共有を図っ

た。 

実績：市町村創業支援ネットワーク会議の開催 2回 

中小企業支援室 
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１０ 災害発生後における支援      

34事業 決算額132,669，370千円  
（重点的な取組との関連 ①② ） 

 
［施策の方向性］ 
東日本大震災の対応では、被災した事業者の販路・売上が回復し、再び本県の経済を力強くけん

引できるよう、販路開拓等の支援などを行うほかに、被災地の食品等に対する風評が払拭されるよ
う情報発信などを行います。 
また、今後災害が発生した場合には、災害の種類や被災状況に応じた相談体制の整備や、各種支

援策を速やかに検討します。 
 

［令和５年度における施策の実施状況］ 

 

（１）東日本大震災からの復興支援 

① 相談や助言などの体制の整備 

個別企業の課題や復旧・復興の進捗状況に合わせた専門家の支援や、電話・来訪による事業者から
の相談対応を行うことで、中小企業等の計画的復興を支援した。 

                                         

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

復興企業相談助言事業

（再掲） 

45,574 

(46,465) 

概要： 

【相談助言事業】 

東日本大震災で被災した中小企業を対象に、復興事業計

画の策定や経営戦略、生産管理、販売促進、マーケティ

ング等の課題解決のために専門家を派遣し、相談・助言

等、一連の支援を実施する。 

【フォローアップ事業】 

企業支援専門員が、高度化スキーム貸付先を中心に巡回

訪問し、対象企業の財務分析を行うほか、経営上の課題

分析、支援施策等の情報提供、行政への要望の聞き取り

等を行う。また、経営上の課題については、必要に応じ

て専門家を派遣し解決に向けて支援を実施する。 

 実績： 

【相談助言事業】支援件数 29者 延べ134回 

【フォローアップ事業】支援企業数 391者 延べ775回 

企業復興支援室 

中小企業経営支援事業

（うち、中小企業経営基

盤強化支援事業）（再掲） 

166 

(188) 

概要：震災で甚大な被害を受けた中小企業や経営基盤の脆

弱な県内の中小企業者に対し、事業再建に当たっての資

金繰りや取引先の被災の影響など、経営上の課題を解決

するための相談及び助言を行った。 

実績：電話や来訪による相談受付 13 件 

中小企業支援室 

産業復興相談センター

運営費補助事業（再掲） 

3,031 

（3,051） 

概要：中小企業の経営再生や経営基盤強化に向けた各種の

対応を行うため、みやぎ産業振興機構において設置して

いる「産業復興相談センター」に対して事業費の補助を

行った。 

実績： （相談件数） 

・中小企業活性化協議会 160 件（経営改善計画策定支援

数 75 社） 

・復興相談センター 0 件 

・事業承継・引継ぎ支援センター 394 件 

・中小企業活性化協議会（経営改善計画策定支援部門） 

50 件 

中小企業支援室 
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② 金融支援や補助・貸付など 

中小企業等の経営の安定化や復旧・復興を支援するため、経営安定化資金の貸付や利子補給事業の
実施、県内での創業に対する補助、震災に関連した二重債務買取を行う機関への出資、施設・設備の
復旧に要する経費に対する補助・貸付等の事業を実施した。 
なお、県及び市町村による緊急雇用創出事業の取組の成果は、平成２３年度から令和５年度までの

累計で、雇用人数８７，７２２人、事業費約１，２３１億円であった。4 
 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

中小企業等グループ設

備等復旧整備資金貸付

事業（再掲） 

H23・24に貸付

原資計495億5

千万円を措置済

み 

概要：中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業に係る復

興事業計画の認定を受け、復旧・復興を目指す中小企業者

に対し、復旧に必要な設備等の導入資金について長期・無

利子の貸付を行うもの。 

※（公財）みやぎ産業振興機構が事業を実施。 

実績： 

令和 5 年度：7 件に対して、309,540 千円の貸付実行を行っ

た。 

企業復興支援室 

中小企業等復旧・復興支

援事業費補助金 

（東日本大震災による

災害に係るグループ補

助金）（再掲） 

274,208 

（513,336） 

概要：県が認定する復興事業計画に基づき、被災地の中小企

業等が一体となって進める復旧整備事業について、その計

画に不可欠な施設等の復旧・整備に要する経費を国と連携

して補助した。 

実績：9件 約 2.7億円 

※グループ認定に係る復興事業計画等の募集を２回実施

したが、新規申請はなかった。 

平成23～令和3年度の累計交付決定数4,487件 約2,820億円 

企業復興支援室 

水産業振興課 

中小企業経営安定資金

等貸付金（再掲） 

7,538,000 

（7,962,000） 

概要：震災により直接・間接の被害を受け、事業活動に支障

を来している中小企業者に対して金融支援を行い、経営の

安定化や復旧・復興を支援した。 

実績：令和5年度新規融資 102件 3,072,899千円 

商工金融課 

中小企業等二重債務 

問題対策事業（再掲） 

383 

（1,000） 

概要：中小企業者等の二重債務問題に対応するため、既往債

務の買い取りを行う「宮城産業復興機構」に出資し、中小

企業者等の円滑な再生を図った。 

実績： 

・宮城産業復興機構に対する管理報酬に係る出資 

 383千円 

商工金融課 

  
4 雇用対策課調べ  緊急雇用創出事業雇用実績（平成２３年度から令和５年度） 

雇用実績 87,722 人（緊急雇用 52,729 人 事業復興 34,993 人）、事業費約 1,231 億円 
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（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

被災中小企業者対策資

金利子補給事業（再掲） 

2,605,017 

（1,767,781） 

概要：東日本大震災により被災した県内中小企業者の早期の

復旧・復興を支援するため、災害関連資金の融資を受けた

中小企業者のうち一定要件を満たした者に利子補給を行

った。また、令和元年度東日本台風等により被害を受けた

中小企業者が、復旧のために借り入れた資金に市町が利子

補給を行った際、実施市町に対し補助金を交付した。さら

に、新型コロナウイルス感染症対応資金の融資を受けた中

小企業者のうち一定の要件を満たした者に利子補給を行

った。 

実績： 

・震災関連資金分  181件 11,850千円 

・令和元年東日本台風分 8件 32千円 

・記録的な暖冬・雪不足分 2件 86千円 

・令和4年7月14日からの豪雨被害分 

 3件 216千円 

・新型コロナウイルス感染症分 

 30,883件 2,554,097千円 

商工金融課 

スタートアップ加速化

支援事業（再掲） 

58,113 

（68,073） 

概要：県内における創業及び雇用の創出を支援するため、

県内で創業等する事業者に対してスタートアップに要

する経費への補助を行った。 

実績：補助実績：41 者（新規 20 者、継続 21 者） 

中小企業支援室 

中小企業高度化事業 

（再掲） 

834,177 

（7,130） 

概要：中小企業者が共同して経営体質の改善、環境変化へ

の対応を図るために工業団地、ショッピングセンター等

を整備する事業に対して、長期低利の資金貸付を行うこ

とにより支援するもの。 

実績： 

・中小企業高度化事業希望事業者への高度化事業セミナ

ー開催実績 1 回 

・新規貸付 3 件（A方式 2件、B方式 1件） 

中小企業支援室 
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③ 販路回復や競争力向上のための支援 

被災した中小企業等の販路回復・拡大を支援するため、商談会の開催や展示会出展に要する経費の

補助等を実施したほか、海外販路拡大や県産品のイメージアップに関する取組、商品開発や商品訴求

力向上のための取組に対する支援を実施した。 

                                           

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

高度電子機械産業集積

促進事業（再掲） 

68,737 

（66,426） 

概要：半導体や航空機関連、医療・エネルギー関連産業

など高度電子機械産業関連市場に対する県内企業の参

入意欲は非常に高いことから、取引支援や技術高度化

支援を実施した。 

実績： 

・講演会、市場・技術セミナー開催 11回 

・展示会出展支援 5回 

・ビジネスマッチング、個別あっせん等 153回 

新産業振興課 

水産加工業企業力強化

支援事業（再掲） 

38,708 

（45,915） 

概要：原料価格高騰、労働力不足に加え、コロナ禍での

売上げ減少など、水産加工業を取り巻く経営環境が厳

しさを増す中、現状を打開し、高い競争力を発揮する

とともに、課題解決をともに目指す伴走型支援を実施

した。 

実績： 

・専門家派遣 20 社 89回 

・新戦略導入支援 2社 

・生産性改善支援 5社 

（うち、ものづくり相互研鑽活動 1社） 

中小企業支援室 

中小企業販路開拓総

合支援事業（再掲） 

30,290 

（32,550） 

概要：みやぎ産業振興機構を通じ以下の事業を実施した。 

・市場投入ステージ 

 県内の中小企業者等が試作・開発または生産・製造す

る商品・製品及び技術について、市場ニーズに適合し

た製品化及び製品のブラッシュアップを図るため、マ

ーケティング専門家（委託）を活用したマーケティン

グ調査を行った。 

・販売力向上ステージ 

 外部専門家を派遣し、商談における留意点やプレゼン

方法など営業手法に関する助言や、製品改良や原価低

減など製品の競争優位性向上に関する助言などを行

うことによって、販路開拓及び販路拡大を図った。 

・引合せステージ 

 販路開拓ナビゲーターを活用した企業引き合わせを

行い、新たな取引機会を提供した。 

実績： 

・市場投入ステージ 

支援企業数 5社（国内型：2社、海外型：3社） 

・販売力向上ステージ 支援企業数 5社 集合研修 1回 

・引合せステージ 支援企業数 10 社 

 引き合わせ件数 79 件 

中小企業支援室 
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（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

取引拡大チャレンジ

支援事業（再掲） 

18,390 

（20,300） 

概要：商談会等への参加やそのアフターフォローのた

め、県外発注企業と取引等を行う、県内のものづくり

中小企業・小規模事業者に対して、旅費や制作費の一

部を補助し、販路開拓支援を行った。また、県内のも

のづくり中小企業・小規模事業者等を対象に県内及び

東京等で開催する商談会等に必要な経費を補助し、受

注機会の拡大を図った。さらに、県内のものづくり中

小企業・小規模事業者が自社の営業活動に使用する動

画を作成する際に専門家を派遣する経費を補助し、受

注機会の確保を図った。 

実績： 

○ 営業活動強化費用補助事業 

  実績：98 件 

○ 商談会等開催事業 

・みやぎ広域取引商談会 

  第一回目（オンライン開催） 

      参加企業数：114 社（発注：37 社 受注：77 社） 

  第二回目（対面開催） 

     参加企業数：286 社（発注：78 社 受注：208 社） 

・宮城・山形・福島合同商談会（対面方式） 

  参加企業数：207 社（発注：47 社 受注：160 社） 

・個別提案会 4 回 

○ ＷＥＢ営業活動強化費用補助事業 

  実績：7件 

中小企業支援室 

県産食品海外ビジネス 

マッチングサポート事

業（再掲） 

12,903 

（16,532） 

概要：本県の農林水産物の輸出に取り組む事業者のスター

トアップから海外ビジネス展開の段階に応じた細やか

な個別支援を実施するとともに、輸出に当たって課題と

なる物流面などの課題解決に向けたバリューチェーン

モデルの構築により、県産食品の更なる輸出拡大を図

る。 

実績： 

・ 県産品販路開拓コーディネーターによる企業の貿易実

務の個別相談対応や商談支援等（292件） 

・ 宮城県食品輸出促進協議会と連携した輸出セミナーの

開催（２回） 

・ JETROや大手リテール等と連携した海外フェア・商談会

の開催（15回） 

・ 事業者の輸出促進活動（海外商談会等）への補助金交付

（9件：2,339千円） 

・ 課題解決型輸出拡大バリューチェーンモデル構築事業

補助金交付（1件：834千円） 

国際ビジネス 

推進室 

みやぎの食材バリュー

チェーン構築プロジェ

クト（商談機会創出事

業）（再掲） 

7,781 

（7,317） 

概要：県内食品製造業者の販路開拓・拡大を支援するため、

山形県等と共同で展示・商談会を開催するとともに、首

都圏での大規模商談会（スーパーマーケット・トレード

ショー）に宮城県ブースを出展した。 

実績： 

・おいしい山形・食材王国みやぎビジネス商談会への参加 

（52社） 

・スーパーマーケット・トレードショーへの参加（22社） 

食産業振興課 
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（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

みやぎの食材バリュー

チェーン構築プロジェ

クト（喜ばれる商品づ

くり支援事業）（再掲） 

14,030 

（20,169） 

概要：県内食品製造業者の販路開拓・拡大を支援するため、

県内の中小企業者等が行う、地域の食材等を活用したマ

ーケットイン型の「選ばれる商品づくり」や、食品ロス

削減等に資する「持続可能社会に向けた商品づくり」に

要する経費について、一部補助を行った。 

実績： 

・支援企業 14社 

（選ばれる商品づくり7社、持続可能社会に向けた商品づ

くり7社。計35商品を開発） 

食産業振興課 
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④ 観光の回復や風評払拭 

東日本大震災や東京電力福島第一原子力発電所事故による風評を払拭し、国内外からの観光客誘
致を促進するため、観光や県産品に関する正確な情報の発信によるプロモーションを行うとともに、
風評被害等の実態調査を実施した。また、観光地の宿泊施設の復旧・再建に対する支援や教育旅行の
誘致促進等を実施した。 

                                            

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

観光誘客推進事業 

（再掲） 

70,272 

（85,739） 

概要：仙台・宮城観光キャンペーン推進協議会との連携

のもと、「みやぎ応援ポケモン」ラプラスとタイアップ

した企画等の実施のほか、情報誌への出稿や SNS によ

る情報発信に取り組むもの。 

実績：仙台・宮城観光キャンペーン推進協議会と連携し、県

制１５０周年記念観光キャンペーンのレガシーである＜

歴史・文化＞、本県の強みである＜グルメ＞を柱に、閑散

期となる冬季も含めた誘客を図るための施策を展開し

た。 

・令和5年度阿武隈急行沿線周遊施策企画・運営等業務 

・令和5年度ラプラス＋海巡り企画運営等業務 

・令和5年度スキー場誘客キャンペーン推進業務 

・令和5年度国内向け宮城県公式SNS運営業務 等 

観光戦略課 

「食材王国みやぎ」魅

力発信プロジェクト事

業（再掲） 

29,514 

（30,000） 

概要：福島第一原発事故に伴う風評の払拭に向け、県産農

林水産物の安全性に関する正確な情報発信に努めるとと

もに、雑誌等の各種媒体を活用した県産品の広報及び飲

食店フェアの実施等によるＰＲを実施した。 

実績： 

・実需者をターゲットとした情報誌への記事掲載（1回） 

・食専門情報テレビ番組による情報発信（2回） 

・首都圏等での飲食店フェアの開催（30 店舗、約 4か月

間） 

・首都圏での小売店フェア（2回） 

・首都圏料理人、バイヤーを対象とした食材提案会の実

施（4回） 

・情報誌による観光資源と連動した情報発信等（1回） 

食産業振興課 
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（２）災害等発生後の対応 

災害時の事業継続を可能とするための中小企業等による取組を支援する事業を実施した。 
                                        

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

地域防災リーダー育成

等推進事業 

16,592 

（25,655） 

概要：震災対策推進条例第8条に基づき地域や事業所等にお

ける震災対策に関する活動の中心的な役割を担う者（宮城

県防災指導員）の養成を行うための防災指導員養成講習と

防災指導員のスキルアップを図るためのフォローアップ

講習を行った。 

実績： 

・宮城県防災指導員養成講習（企業防災コース，地域防災コ

ース） 

 講習開催回数 14回（企業：1回、地域：13回）受講者数 

476人 

・宮城県防災指導員フォローアップ講習（企業防災コース，

地域防災コース） 

 講習開催回数 9 回（企業：1 回、地域：8 回）受講者数 

229人 

防災推進課 

中小企業等復旧・復興

支援事業費補助金（令

和元年台風第19号等に

よる災害に係るグルー

プ補助金）（再掲） 

55,319 

（-） 

概要：県が認定する復興事業計画に基づき、被災地の中小企

業等が一体となって進める復旧整備事業について、その計

画に不可欠な施設等の復旧・整備に要する経費を国と連携

して補助した。 

実績：1件 約 0.6億円 

※令和元～2年度の累計交付決定数 141件 約 38.5億円  

企業復興支援室 

中小企業等復旧・復興

支援事業費補助金（令

和３年福島県沖地震に

よる災害に係るグルー

プ補助金）（再掲） 

566,586 

（-） 

概要：県が認定する復興事業計画に基づき、被災地の中小

企業等が一体となって進める復旧整備事業について、そ

の計画に不可欠な施設等の復旧・整備に要する経費を国

と連携して補助した。 

実績： 

令和 5年度：5件 約 5.7億円 

（令和 3年度：115件に対して、約 57億円を交付決定）  

企業復興支援室 

商工金融課 

水産業振興課 

中小企業等復旧・復興

支援事業費補助金（令

和４年福島県沖地震に

よる災害に係るグルー

プ補助金）（再掲） 

7,570,587 

（712,706） 

概要：県が認定する復興事業計画に基づき、被災地の中小企

業等が一体となって進める復旧整備事業について、その計

画に不可欠な施設等の復旧・整備に要する経費を国と連携

して補助した。 

実績： 

・146 件に対して、約 75.7 億円を補助 

 （令和 4年度：269 件に対して、約 128 億円を交付決定） 

企業復興支援室 

食産業振興課 

みやぎ米推進課  

園芸推進課 

畜産課 

水産業振興課 

水産業基盤整備

課 

林業振興課 

中小企業金融対策事業

（再掲） 

106,024,653 

（118,842,300

） 

概要：中小企業の円滑な資金繰りを支援するため、中小企業

制度融資を充実させ、中小企業の経営の安定化や成長・発

展を支援した。 

（震災関連融資を除く県制度融資（通常分）と中小企業団体

中央会組織金融、中小企業金融対策推進費の合計。震災分

は、震災復興計画では「中小企業経営安定資金等貸付金」）

として計上。） 

実績： 

・令和5年度新規融資 5,806件 103,513,569千円  

商工金融課 



 

101 

 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

中小企業ＢＣＰ（事業

継続）力向上支援事業 

49 

（118） 

概要：災害等の緊急事態からの速やかな事業復旧を目指す

事業継続計画（ＢＣＰ）策定の促進及び事業継続の取組

を支援するため、県内の中小企業、商工団体等を対象と

した出前講座やＢＣＰセミナー等を開催した。 

実績： 

・出前講座   2 回  

・セミナー開催 4 回 参加企業 35 社 

(訓練セミナー5 社、策定セミナー10 社、BCP セミナー

WEB20 社、継続力強化 9社) 

・個別相談会  1 回 参加企業  2 社 

中小企業支援室 

 



 

102 

 

（３）新型コロナウイルス感染症再拡大などへの対応 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響を受けた中小企業事業者等の事業継続に資する各

種支援を実施した。 
                                           

（単位：千円） 

事業名 Ｒ５決算額 実施状況（実績値） 担当課（室） 

サプライチェーン構

築支援事業 

0 

（200,000）  

概要：国が実施する「サプライチェーン対策のための国

内投資促進事業費補助金」に呼応し、県内において生

産拠点等の整備を行う企業に対して経費の一部を補

助するもの。 

実績： 

・サプライチェーン構築支援事業補助金（第2次公募）

（令和3年度実施）において，補助事業が完了した1

事業について，実績として70,694千円を交付。 

・サプライチェーン構築支援事業補助金（第3次公募）

（令和4年度実施）において，2事業を採択し，200,000

千円を交付決定。（200,000千円は,令和6年度に交付

すべく企画部総合政策課にて基金に積み立てたため，

当課執行額には計上されていない。） 

産業立地推進課 

中小企業等再起支援

事業（再掲） 

833,380 

（124,836（明許繰

越）） 

概要：原油価格・物価高騰等の影響によって業績が悪化

し、経営の維持向上に支障をきたしている中小企業・

小規模事業者が、早期の再起を図るために行う、販路

開拓や生産性向上などの取組を支援した。 

実績：補助金交付 901件 

中小企業支援室 

中小企業等事業再構

築支援事業（再掲） 

278,974 

（-） 

概要：新型コロナウイルス感染症の拡大によって業況

が悪化し、経営の維持向上に支障をきたしている中小

企業・小規模事業者の事業再構築による持続可能な経

営に向けて業態転換などを図ることを支援するため、

国が実施している「事業再構築補助金」の採択事業者

に対し上乗せ補助を行った。 

実績：補助実績74件（交付決定数） 

中小企業支援室 

新型コロナ対策支援

ナビ構築事業 

2,244 

（-） 

概要：新型コロナウイルス感染症や物価高騰の影響で支

障が生じている企業や県民が、県や国の支援情報を探

すことができるサイトを提供するもの。 

実績： 

・掲載事業数  100件（国70、県30） 

・プレビュー数 25,710回 

中小企業支援室 

誘客・周遊促進によ

る交通事業者支援事

業 

1,160 

（―） 

概要：バス事業者、タクシー事業者、レンタカー事業者、

旅客船事業者を活用した県内周遊ツアーの造成支援

及び催行経費補助を行った。 

実績： 

①造成実績 （参加旅行会社：8社、ツアー本数：25コ

ース） 

②催行実績 （実績有旅行会社：7社、ツアー本数：12

コース） 

観光戦略課 

宿泊・観光需要創出

事業 

3,271,913 

（―） 

概要：令和3年10月 15日に開始した県民宿泊割事業を

継続して、令和4年10月 10日まで実施した。また、

令和4年 10月 11日から令和5年 7月 21日まで及び

8月28日から9月29日までは、全国旅行支援を実施

した。  

実績： 

全国旅行支援については、令和 5年 1月 10 日～7月

21日宿泊分、8月28日～9月29日宿泊分の実施期間

に対して、約37万人泊となった。 

観光戦略課 
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（４）物価高騰などへの対応 

物価高騰による影響を受けた中小企業事業者等の事業継続に資する各種支援を実施した。 

 

（単位：千円） 

事業名 
Ｒ５決算額 

(Ｒ６予算額) 
実施状況（実績値） 担当課（室） 

中小企業等特別高圧電

気料金支援事業 

【R5新規】 

313,981 

(174,350 

（明許繰越）） 

概要：県内で特別高圧を受電する中小企業及び特別高圧を

受電する施設に入居する中小企業約 250 社に対し、補助

金を交付し、負担軽減を図る。 

実績： 

・第１期募集 交付決定 266 件 交付決定兼実績確定額

110,737,500円 

・第２期募集 交付決定 270 件 交付決定兼実績確定額

108,997,500円 

・第３期募集 交付決定 261 件 交付決定兼実績確定額  

55,279,500円 

中小企業支援

室 

「県内ものづくり企

業」原油価格・物価高騰

等緊急対策事業 

【R5新規】 

988,476 

(9，350 

(明許繰越)) 

概要：先進的省エネルギー設備の導入や太陽光等の自家消

費型発電設備の導入などにより、企業のエネルギーコス

ト削減を図り、経営基盤の強化やコスト面での競争力強

化につなげる。 

（１）省エネルギー設備投資促進支援 

（２）自家消費型発電導入支援 

実績： 

（１）補助実績36件（453,564千円）  

（２）補助実績39件（534,912千円）   

 令和５年度決算額 988,476千円  

※件数、金額ともに令和４年度繰越を含む 

新産業振興

課・食産業振

興課・水産業

振興課 

運送事業者原油高騰緊

急支援事業【R5新規】 

1,096,162 

(36,774 

(明許繰越)) 

概要：燃料費高騰により、厳しい経営状況に置かれている

県内中小貨物運送事業者に対して、燃料費高騰分につい

て保有台数に応じた助成を行うことにより、県内物流機

能の維持を図った。 

実績： 

・第3弾（R5年度上半期分） 

交付決定 1,486件 475,174千円 

・第4弾（R5年度下半期分） 

交付決定 1,510件 579,365千円 

商工金融課 
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第５ 令和５年度における施策の実施状況の検証 

 

１ 中小企業・小規模企業支援団体など関係機関からの意見と評価について 

 

「宮城県中小企業・小規模事業者振興基本計画」の施策の実施状況は、毎年度、中小企業・小規模企業

支援団体など関係機関の意見を聴いた上で検証を行い、その内容を公表することとされている。 

令和５年度において県が実施した事業や取組の実績をとりまとめた上、関係機関を訪問するなどして意見

聴取を行った。 

なお、県の施策に対する主な意見等については、基本計画に掲げる１０の具体的な施策ごとに以下のとお

り整理した。 

 

（１）経営の革新等 

○各団体・機関等との連携をもとに各種事業が展開されており、十分に推進されているものと思われる。ま

た、事業においては生産性向上・DX 化等をはじめとした、政策的課題が網羅されており事業者にとって

も意義のある構成となっていると思われる。 

○事業者のライフステージ（創業～事業承継）ごとのニーズ・課題に対応できる事業（施策）が揃っているも

のの、様々な支援施策が多くの中小企業に認知されていない面が課題であると感じる。 

○コロナ禍も５類に移行し落ち着きを見せているものの、原材料・物価高騰等や円安等による物価高や経

営環境の変化が激しいなか、中小・小規模事業者の経営基盤強化のための経営計画策定及びデジタ

ル化の推進等による生産性向上支援や創業支援等、成長段階に応じた有効な施策が投入されていると

思われ、評価する。 

 

（２）国内外における販路開拓等及び受注機会の確保 

○国内外の販路開拓や IT ツールを活用した展示会、商談会などのマッチング機会の確保、SNS を活用し

た情報発信など、デジタル化が進む現在に必要な施策展開となっているほか、海外への販路開拓にも

つながる内容となっている。 

○県内の各種製造業者において、商談会等を通した各社の産業技術や効果的な周知ＰＲを進めることが

できるとともに取引先の開拓・販路拡大に繋がる機会があり評価できるものである。 

○（公財）みやぎ産業振興機構等を活用した、マーケティング調査や営業力向上に向けた支援や各商談

会の実施による販路拡大に繋がっていると感じる。しかしながら本施策を活用できるのは一部の生産力

のある企業であり、多数の小規模事業者はその舞台に上がることすら出来ていない状況である。販路開

拓に向けた販売力強化の底上げには、小規模事業者の経営体力の UPが欠かせないと考える。 

 

（３）産学官金の連携等による技術及び新商品の開発等の促進 

○産学官金の連携等による技術及び新商品の開発等の促進について、多くの事業が展開されており、産

学・産産連携による技術高度化支援や新技術・新商品の研究開発が促進されている。 

○経営資源の確保が困難である小規模事業者にとって技術及び新商品の開発について、貴県が各団体

のハブ機能を果たしながら、開発から生産工程の改善など、切れ目ない支援を受けられることは、県内

企業におけるものづくり基盤技術の高度化や経営革新に向け有効である。 

○人材や資金不足等により、そもそも連携する余力がない企業もあることから、産学官金の連携に繋げて

いくためにも、まずは商品開発を進めやすい環境づくりが必要である。 

 

（４）資金の供給の円滑化 

○県制度融資に係る保証料の引き下げ補助や利子補給については、中小企業者等の負担軽減を図るも

ので、金融支援の柱として非常に重要な施策であり、継続の必要があると考える。 

○中小企業・小規模事業者に対する平常時の資金支援に加え、自然災害、創業、事業承継等の様々な

資金需要に対応可能な融資制度が構築されている。 

○原材料費高騰、人手不足など市場環境や経済情勢の変化等により経営改善できないまま経営状況が

厳しくなる事業者が増加する恐れがあり、倒産・廃業が進むなど地域経済への影響が懸念されるため、

引き続き中小・小規模事業者への資金供給の円滑化をお願いしたい。 
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（５）人材の育成及び確保並びに雇用環境の整備の促進 

○学校教育段階からの職業観の醸成や専門技術の習得などの教育課程の充実等による人材の育成が図

られており、企業が求める人材と職場のマッチングが円滑に進むよう各種就職支援の充実が図られてい

る。 

○人材不足という現状も、人口減を背景にそもそもの母数が減っていることに加え、今まで以上に中小企

業・地域から人材が流出している。働きやすさ（労働環境改善）の追求は、人材定着の最低条件と位置

付け、それ以上に、中小企業・地域で働く価値を再考する必要がある。 

○中小企業・小規模事業者が人材を確保するためには、賃金引き上げをはじめとする労働条件を改善し

ていく必要があることから、事業所に対する価格転嫁率向上のための支援及び経営コスト削減、生産性

向上のための支援が不可欠である。また、ＤＸ推進による人手不足の解消に向けては、デジタル化を推

進する人材が少なく、足踏み状態の企業も少なくないことから、デジタル人材の育成は重要であり、製造

業だけでなく、商業者向けのデジタル人材育成支援施策も必要と考える。 

 

（６）産業の集積等 

○各企業の誘致に向けた多種多様な奨励金制度や融資制度を展開し、産業の集積及び高度化を図って

いることや沿岸地域産業の持続的発展及び県内食産業の推進においても積極的に情報発信し、多角

的に事業を展開している。 

○自動車関連産業や高度電子機械産業企業との連携による、研究開発・技術移転等の支援をはじめ、情

報関連産業企業の県内立地も進んでいることから、施策は十分に推進されている。 

○自動車関連産業や電子機械産業をはじめとした企業立地が進んでおり、地元中小企業との取引拡大等

が期待できる。 

 

（７）商業の振興等 

○商業の振興等について、多くの事業が展開されており、商店街活動計画の策定や商工会・商工会議所

への支援などにより賑わいのあるまちづくりへの取組が促進されている。 

○地域商店街が抱える問題を解決する施策が網羅されており評価できる。近年の商店街を取り巻く環境は、

少子化による人口減少や後継者不足による廃業に伴う空き店舗の増加、消費スタイルの多様化や郊外

立地型大型店との競争など、様々な課題を抱えており、特に若い世代のリーダー創出・育成は商店街活

性化に向けて必要不可欠である。 

○街のにぎわい創出には商店街の活性化が不可欠であるものの、地域商店街は少子高齢化、人口減少、

後継者不足、環境変化への対応などの問題を抱えていることから、県の支援事業は効果が高いと評価

する。 

 

（８）地域資源の活用等 

○農林水産資源を活用した製品開発や販路拡大の支援については、中小企業者の事業拡大にとって有

益であると共に、宮城県産ブランドの認知度やイメージの向上にも貢献すると考えられる。 

○新型コロナウイルスの影響により落ち込んだ観光・インバウンド回復に向けた、デジタルプロモーションや

受入れ環境整備などの取り組みが、経済面で裾野の広い観光業の回復基調を一層押し上げているもの

とみられる。また、地域の特色ある資源を生かした商品の開発・ブランド化の支援など、地域資源の活

用・ブラッシュアップへ体系的に取り組まれており、今後もこれらの施策について継続的に実施いただく

ことを求める。 

○地域資源のブランド戦略による新商品開発や販路拡大に加え、新たな地域イメージ確立などに繋がるこ

とから、今後も事業の充実・強化をお願いしたい。 

 

（９）事業承継への支援 

○経営者年齢の高齢化が進む中、商工会や金融機関と連携して事業承継に向けた各種施策を実施して

いるが、短期的な支援では難しいと感じている。今後は経営者の意識改革と後継者の育成を同時に図

る必要があり、長期に渡る支援が必要である。 

○県及び事業承継・引継ぎ支援センターは、中小企業者による事業承継への早期取組みを促すとともに、

事業承継ネットワークの各構成機関に対し、中小企業者の円滑な事業承継を地域における重要課題と

捉えて支援に取り組むように働きかけ、連携をさらに強化する必要がある。 
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○事業承継相談に係る専門家の同行について、もっと気軽に専門家による事業承継の相談を事業引継ぎ

支援センターと連携しながら行える支援体制の構築が必要である。事業承継案件に関しては引継ぎセ

ンターと連携し支援を行っているが、事業承継計画の策定支援等は頂くものの、相続並びに贈与等の

税務的案件に関しては専門家に意見を求めるべきとの支援に留まっており、本質的な支援が行えてい

るのかという点においては改善が必要と考える。 

 

（１０）災害発生後における支援 

○大規模自然災害の多発化に加え、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、経済活動が強く制限さ

れ、中小企業・小規模事業者の事業継続に重大な影響を与えたことから、非常時に備えたＢＣＰ整備の

重要性を再認識するべきである。地域の中小企業・小規模事業者がより効果的で実行性のあるＢＣＰを

整備するためには、書面上の策定支援のみならず、実効性を検証する訓練・見直しから実効までの一貫

してサポートする積極的な支援策が必要である。 

○今後、大規模な地震が発生した場合には、グループ補助金の旧来のスキームにこだわることなく、真に

困っている被災者事業者への復旧費用が、迅速かつ直接届くような支援策をお願いしたい。 

○災害時は平時とは異なる支援が必要となることから、グループ補助金やコロナ関連支援の実施は事業主

の大きな支えとなったと考えている。災害時を見据えての人材の育成も重要。 

 

 

２ 検証 

令和５年５月に新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付けが５類感染症に移行した。また、春闘

における３０年ぶりの高い賃上げや企業の高い投資意欲など、国内経済には前向きな動きがみられている。

県内経済においても、コロナ禍からの正常化により緩やかに持ち直す状況が続いたが、住宅投資の弱い動き

や企業倒産の増加傾向なども見られた。このような状況下において実施された令和５年度の県の各種支援施

策について、経営者団体をはじめとした、商工会・商工会議所、及び金融機関等の支援機関や市町村に意

見を求めたところ、1,300 件を超える意見が寄せられた。 

意見の内容としては、県の各種施策の実施状況について、各種施策が概ね効果的に実施されており、そ

の効果を評価するとしたものが多かった。特に、経営の革新や資金供給の円滑化に関する各種支援策を評

価する意見が多くみられた。また、国内外における販路開拓及び受注機会の確保に関する支援施策などそ

の他の施策についても総じて評価されている。 

以上のことから、基本計画に掲げる各種施策については、概ね効果的に活用されていると考えられる。 

一方では、少子高齢化に伴う人口減少と、経済活動の回復に伴う人手不足の深刻化を背景とした、後継

者不足・事業承継への対応等についての意見や人材確保・育成等の充実、デジタル化支援などの事業者の

一層の生産性向上等に向けた施策の充実・強化、販路開拓や新商品・サービスの開発支援に関する意見が

多く寄せられた。加えて、足下の物価高騰による事業者の経営コスト上昇や、賃上げ原資の確保への対応に

向けた支援の必要性に関する意見も寄せられた。 

評価・意見をいただいた事業については、県としても重要な取組と認識しており、いただいた意見を参考に、

引き続き、関係機関と緊密に連携しながら各種施策を効果的に推進するとともに、人口減少等社会情勢の大

きな変化を踏まえた中小企業・小規模事業者の支援に取組んでいく必要がある。  
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第６ 参考資料 

 

１ 宮城の将来ビジョン・震災復興・地方創生実施計画の主な指標の現況値 

  目標指標等 初期値 現況値 目標 

1 企業立地件数（累計） 
347 件 
（R1 年） 

396 件 
（R4 年） 

465 件 
（R6 年） 

2 企業集積等による雇用機会の創出数（累計） 18,677 人 
（R2 年度） 

23,711 人 
（R4 年） 

25,250 人 
（R6 年度） 

3 産学官連携数 
2,234 件 
（R1 年度） 

2,504 件 
（R4 年） 

2,594 件 
（R6 年度） 

4 知的財産の支援（知的財産関連成約）件数（累計） 264 件 
（R1 年度） 

286 件 
（R4 年） 

299 件 
（R6 年度） 

5 製造品出荷額等（食料品製造業を除く） 40,080 億円 
（H30 年） 

43,242 億円 
（R3 年） 

41,289 億円 
（R6 年） 

6 
県が海外進出や販路開拓支援を実施した企業数（者）
（累計） 

20 者 
（R2 年度） 

66 者 
（R4 年） 

114 者 
（R6 年度） 

7 観光客入込数 6,796 万人 
（R1 年） 

5,724 万人 
（R4 年） 

※7,000 万人 
（R6 年） 

8 外国人延べ宿泊者数 
53.4 万人泊 
（R1 年） 

5.9 万人泊 
（R4 年） 

※50 万人泊 
（R6 年） 

9 観光消費額 3,989 億円 
（R1 年） 

3,117 億円 
（R4 年） 

※4,000 億円 
（R6 年） 

10 サービス業の付加価値額 
27,720 億円 
（H29 年度） 

26,978 億円 
（R2 年） 

28,560 億円 
（R6 年度） 

11 水産加工品出荷額 
2,327 億円 
（H30 年） 

2,270 億円 
（R2 年） 

2,376 億円 
（R6 年） 

12 木材・木製品出荷額 849 億円 
（H30 年） 

710 億円 
（R2 年） 

963 億円 
（R6 年） 

13 製造品出荷額等（食料品製造業） 
6,576 億円 
（H30 年） 

6,792 億円 
（R3 年） 

6,900 億円 
（R6 年） 

14 付加価値額（食料品製造業） 2,197 億円 
（H30 年） 

2,200 億円 
（R3 年） 

2,500 億円 
（R6 年） 

15 国際水準 GAP導入・認証総数（農業）（累計） 
160 件 

（R1 年度） 
155 件 
（R4 年） 

241 件 
（R6 年度） 

16 就業率 60.1％ 
（R1 年） 

59.7% 
（R4 年） 

62.0％ 
（R6 年） 

17 高校生の県内製造業就職率 32.6％ 
（H30 年度） 

35.8% 
（R4 年） 

35.0％ 
（R6 年度） 

18 所定外労働時間数 
10.2 時間 
（R1 年度） 

9.7 時間 
（R4 年度） 

8.7 時間 
（R6 年度） 

19 キャリアアップに向けた人材育成等を目的としたプログラ
ム推進件数 

59 件 
（R2 年度） 

59 件 
（R4 年度） 

62 件 
（R6 年度） 

20 開業率 
3.6％ 

（R1 年度） 
3.3% 

（R4 年度） 
4.8％ 

（R6 年度） 

21 仙台空港乗降客数 371.8 万人 
（R1 年度） 

279.4 万人 
（R4 年度） 

※371.8 万人 
（R6 年度） 

22 仙台空港国際線乗降客数 37.9 万人 
（R1 年度） 

1.5 万人 
（R4 年度） 

※37.9 万人 
（R6 年度） 

23 東北６県及び新潟県の延べ宿泊者数 
4,294 万人泊 
（R1 年） 

3,429 万人泊 
(令和 4 年) 

※3,835 万人泊 
（R6 年） 

24 雇用支援拠点における支援者の就職件数（累計） 0 人 
（R2 年度） 

1,303 人 
（R4 年度） 

4,215 人 
（R6 年度） 

25 高年齢者雇用率 
15.0％ 
（R2 年） 

15.5% 
（R4 年度） 

17.8％ 
（R6 年） 

26 障害者雇用率 2.11％ 
（R1 年） 

2.21% 
（R4 年度） 

2.30％ 
（R6 年） 

27 女性のチカラを活かすゴールド認証企業数 
34 社 

（R2 年度） 
39 社 

（R4 年度） 
46 社 

（R6 年度） 

28 
「みやぎ移住サポートセンター」を通じた UIJ ターン移住
者数（累計） 

348 人 
（R1 年度） 

668 人 
（R4 年度） 

790 人 
（R6 年度） 

29 外国人雇用者数（技能実習生を除く） 9,118 人 
（R1 年） 

10,907 人 
（R4 年度） 

15,033 人 
（R6 年度） 

30 商店街の活性化状況（営業店舗増減率） 
99％ 

（R2 年度） 
99.0% 

（R3 年度） 
95％ 

（R6 年度） 

（第三期基本計画に参考として記載した主な指標） 
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２ 中小企業・小規模事業者数 

 

  

中小企業数 大企業   

  うち小規模事業者   企業数 

企業数 構成比 企業数 構成比 企業数 構成比 合計 

  ％   ％   ％   

全国 3,364,891   99.7  2,853,356  84.5   10,364  0.3  3,375,255 

宮城県 56,023   99.8  47,232 84.1  119  0.2  56,142  

令和 5年 12 月：経済産業省公表資料より抜粋（数値は令和３年６月時点） 

 

 

 

３ 中小企業・小規模事業者従事者数 

 

  

中小企業数 大企業   

  うち小規模事業者   従業者数 

従業者数 構成比 従業者数 構成比 従業者数 構成比 合計 

  ％   ％   ％   

全国 33,098,442 69.7  9,725,922 20.5  14,384,830   30.3   47,483,272 

宮城県 534,626   86.1   166,830 26.9   86,105   13.9   620,731  

令和 5年 12 月：経済産業省公表資料より抜粋（数値は令和３年６月時点） 

 

 

 


